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Ⅰ 計画の策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 

(1) 背景 

▶2022（令和４）年10⽉１⽇現在の本町の⼈⼝は24,240⼈です。65歳以上の⼈⼝は

5,600⼈（⾼齢化率︓23.1％）で、その内3,035⼈が介護リスクの⾼い75歳以上で

あり、後期⾼齢化率（総⼈⼝に占める75歳以上⼈⼝の割合）は12.5％となっていま

す。 

▶また、⾼齢者のいる世帯の構造も変化してきており、⾼齢夫婦世帯及び⾼齢単⾝世

帯の割合も近年⼤幅に上昇しています。 

▶このような⾼齢化・⻑寿化の進展、世帯状況の変化などは、⽣活の様々な分野に影

響を及ぼし、家族のあり⽅や地域住⺠同⼠のつながり、介護や福祉に関する考え⽅、

地域経済の状況など地域社会全体が⼤きく変化してきています。 

▶特に、増加し続ける要⽀援・要介護認定者と介護者への⽀援は、最も重要な課題で

あり、介護問題は、⾼齢者のみならず、すべての住⺠にとって⼤きな不安要因とな

っています。 

▶創設から23年が経過し、地域住⺠への介護保険制度の浸透に伴い、サービスの受給

者数や利⽤量は増加し続け、社会にとって必要不可⽋になっています。その⼀⽅で、

認知症⾼齢者や⾼齢夫婦世帯・⾼齢単⾝世帯の増加など、多種多様で深刻かつ複合

化した課題に対応すべく、介護保険制度にかかる費⽤は増加し続けており、制度の

持続可能性は喫緊の課題になっています。 

▶こうした中、2024（令和６）年の制度改正（事業所の財務諸表の公表の義務化、特

別養護⽼⼈ホームの特例⼊所基準の明確化、LIFE（科学的介護情報システム）の活

⽤、介護助⼿制度の導⼊ 等）に向けて、国において議論が進められてきました。 

 

(2) 趣旨 

▶⼤⼝町では、「第7次⼤⼝町総合計画」（2016（平成28）〜2025（令和７）年度）

において、まちづくりの基本理念を「みんなで進める⾃⽴と共助のまちづくり」と

定め、住⺠⼀⼈ひとりの“⾃⽴の精神”を尊び、“共助の精神”で思いやりのある⽀え

合いのまちづくりをめざしています。 

▶これを⾼齢者福祉の分野で実現するために「⼤⼝町⾼齢者ほほえみ計画（第８期介

護保険事業計画･⾼齢者保健福祉計画）」（以下「第８期計画」という。）を策定し、

⾼齢者施策をはじめ各種福祉施策を総合的に推進してきました。 
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▶2023（令和５）年度には、第８期計画が終期を迎えたため、その理念と基本⽅針を

継承し、「⼤⼝町⾼齢者ほほえみ計画（第９期介護保険事業計画･⾼齢者保健福祉計

画）」（以下「本計画」または「第９期計画」という。）を策定しました。 
 

 

２ 高齢者施策に関する動向 

○国は、1989（平成元）年に「⾼齢者保健福祉推進⼗か年戦略」（ゴールドプラン）をまとめ、
⾼齢者保健福祉サービスの整備⽬標を⽰しました。1990（平成２）年には福祉関係８法を改正
し、都道府県及び市町村に⽼⼈保健福祉計画の策定を義務づけました。 

 

○本町では、1993（平成５）年に「⼤⼝町⾼齢者保健福祉計画」を策定し、これに基づき保健
福祉施策を展開してきました。 

 

○予想をはるかに超える⾼齢化の進展、サービス需要の拡⼤、認知症⾼齢者の総合的対策、その
他少⼦化など新たな問題も出てきたため、国は1994（平成６）年に「新ゴールドプラン」を
策定し、⽬標⽔準の引き上げを⾏いました。 
 

○2000（平成12）年４⽉から介護を社会全体で⽀える新たな仕組みである介護保険制度がスタ
ートしました。本町においても1999（平成11）年度に保険給付の円滑な実施を図るため、「⼤
⼝町新⾼齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画」を策定し、各種介護サービスの提供基盤を
整えてきました。 

○法施⾏から５年が経過した2005（平成17）年６⽉、「介護保険法等の⼀部を改正する法律」が
公布され、予防重視型システムへの転換と要介護状態区分の変更、介護保険施設などにおける
居住費・⾷費を保険給付の対象外とする施設給付の⾒直し、地域密着型サービスをはじめとす
る新たなサービス体系の確⽴など、⼤幅な制度改正が⾏われました。 

 

○2005（平成17）年度には、上記制度改正の趣旨を踏まえて「⼤⼝町⾼齢者ほほえみ計画（第
３期介護保険事業計画・⾼齢者保健福祉計画）」（以下｢第３期計画｣という。）を策定しました。 
 

○2006（平成18）年度から、第３期計画に基づき、要⽀援・要介護の状態になるおそれのある

特定⾼齢者を対象として介護予防事業を開始しました。 

○2006（平成18）年６⽉の「健康保険法等の⼀部を改正する法律」により、「⽼⼈保健法」は

2008（平成20）年４⽉から「⾼齢者の医療の確保に関する法律」に名称変更され、医療保険

者が特定健康診査等実施計画を策定することになりました。このため、これまでの⽼⼈保健福

祉計画から⽼⼈保健計画が抜け、⽼⼈福祉計画となりました。 
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○2008（平成20）年度には、介護保険事業計画と⽼⼈福祉計画を内容とした「⼤⼝町⾼齢者ほ
ほえみ計画（第４期介護保険事業計画・⾼齢者保健福祉計画）」（以下「第４期計画」とい
う。）を策定しました。 

 

○2010（平成22）年８⽉に「地域⽀援事業実施要綱」が改正されたことにより、特定⾼齢者と
いう名称が⼆次予防事業対象者に変更され、対象者の把握も基本チェックリストを中⼼とした
⽅法に改められました。 

 

○2011（平成23）年６⽉には、「介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の⼀部を改正
する法律」が公布されました。この法律は、⾼齢者が地域で⾃⽴した⽣活を送れるよう、医
療、介護、予防、住まい、⽣活⽀援サービスが切れ⽬なく提供される「地域包括ケアシステ
ム」の実現に向けた取組みを進めることを主眼とするものです。 

 

○2013（平成25）年12⽉、「持続可能な社会保障制度の確⽴を図るための改⾰の推進に
関する法律」が公布され、社会保障制度改⾰の⽅向性と各制度の具体的な改⾰案が⽰
されました。 

○「持続可能な社会保障制度の確⽴を図るための改⾰の推進に関する法律」に基づく措
置として、医療介護総合確保推進法により、医療法その他の関係法律の改正による効
率的で質の⾼い医療提供体制を構築するための医療制度改⾰と⼀体的に、地域包括ケ
アシステムの構築および介護保険制度の持続可能性の確保のため、介護保険制度の改
⾰が⾏われました。 

 

○2017（平成29）年５⽉、「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の⼀部
を改正する法律」が公布され、地域包括ケアシステムの深化・推進と介護保険制度の
持続可能性の確保を⽬的として介護保険法をはじめ医療法、社会福祉法、障害者総合
⽀援法、児童福祉法といった関連法が改正されました。 

 

○2021（令和３）年３⽉、国は、団塊の世代が75歳以上に到達する2025（令和７）年
と⽣産年齢⼈⼝が急速に減少する2040（令和22）年に向けたサービス基盤や⼈材基
盤の整備に関する記載などを充実させる⽅針で、第８期介護保険事業計画の基本指針
を作成し告⽰しました。 

 

○2023（令和５）年７⽉、国は、第９期計画期間中に団塊の世代が75歳以上に到達す
る2025（令和７）年を迎えることと⽣産年齢⼈⼝が急速に減少する2040（令和22）
年を念頭に①介護サービス基盤の計画的な整備⽅針、②地域包括ケアシステムの深
化・推進に向けた取組、③地域包括ケアシステムを⽀える介護⼈材確保及び介護現場
の⽣産性向上の推進をポイントとして第９期介護保険事業計画の基本指針を作成し告
⽰しました。 
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３ 計画の性格と期間 

(1) 計画の法的な位置づけ 

本計画は、介護保険法第117条に定められている市町村介護保険事業計画及び⽼⼈

福祉法第20条の８に基づく市町村⽼⼈福祉計画を⼀体化した計画です。 
 

(2) 他計画等との整合性 

本計画は、「第７次⼤⼝町総合計画」「⼤⼝町障がい者ほほえみ計画」「⼤⼝町障害福

祉計画・障害児福祉計画」「健康おおぐち21計画」「⼤⼝町データヘルス計画及び⼤⼝

町特定健康診査等実施計画」など町の関連計画及び愛知県⾼齢者健康保健福祉計画並

びに愛知県地域医療構想との整合性を図り策定しました。 

図表１ 計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 計画の期間 

本計画は、2024（令和６）年度から2026（令和８）年度までの３か年間を計画期

間とします。なお、いわゆる団塊ジュニアの世代が65歳以上の⾼齢者となる2040

（令和22）年を視野に⼊れ、中⻑期的な視点で推計を⾏います。 

  

 
○⼤⼝町障がい者ほほえみ計画 
○⼤⼝町障害福祉計画・障害児

福祉計画 
○健康おおぐち21計画 
○⼤⼝町⼦ども・⼦育て⽀援事業計画 
○⼤⼝町データヘルス計画及び 

⼤⼝町特定健康診査等実施計画 
○⼤⼝町⾃殺対策計画    等 

大口町高齢者ほほえみ計画 

介護保険事業計画 
愛知県⾼齢者健康保
健福祉計画 

介護保険法 
⽼⼈福祉法 

高齢者保健福祉計画 

（老人福祉計画） 

⼤⼝町総合計画 

愛知県地域医療構想 
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４ 計画策定の方法 

(1) 策定体制 

介護保険事業をはじめ⾼齢者保健福祉事業の円滑な運営を図るためには、幅広い関

係者の協⼒を得て、本町の実情に応じた計画を策定する必要があります。このため、

医療関係団体代表、保健福祉関係団体代表、地域住⺠団体代表、学識経験者、介護者

代表等からなる⼤⼝町⾼齢者サービス調整会議を本計画の策定機関として位置づけし

ました。 

(2) ニーズ等の把握 

本計画の策定にあたって、介護保険サービスや保健福祉サービスの満⾜度・今後の

利⽤意向、健康づくりや⽣きがいについての意向、介護保険事業の実施状況等を把握

するために、下記５種類の区分にて⾼齢者等実態調査を実施しました。 

図表２ 調査の概要 

区 分 対象者 調査方法 配布数 回収数 回収率 

一
般
高
齢
者
調
査 

①65歳以上 

要支援・要介護の認定を受けていな

い65歳以上の大口町在住の人（無作

為抽出） 

郵送による配

布・回収 
500 336 67.2％ 

②ひとり暮ら

し高齢者等 

要支援・要介護の認定を受けていな

い65歳以上のひとり暮らし・75歳以

上の高齢者世帯の大口町在住の人

（全数） 

民生委員によ

る配布・回収 
684 637 93.1％ 

在
宅
認
定
者
調
査 

③要支援 
在宅で要支援の認定を受けている大

口町在住の人（全数） 

地域包括支援

センター職員

による配布・

回収 

150 100 66.7％ 

④要介護 
在宅で要介護の認定を受けている大

口町在住の人（全数） 

高齢者福祉協

力員による配

布・回収 

294 278 94.6％ 

⑤介護支援専門員

調査 

大口町内で活動している介護支援専

門員（全数） 

町職員による

配布・介護支

援専門員持参 

 24  

□調査基準日：令和４年12月１日 

□調 査 期 間：令和４年12月20日～令和５年１月25日 
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５ 日常生活圏域と地域福祉活動 

介護保険事業計画では、⾝近な地域において介護保険サービスをきめ細かく提供でき

るよう、市町村内をいくつかに区分した「⽇常⽣活圏域」を定めるとともに、地域密着

型サービスのうち居住系サービスについて、⽇常⽣活圏域ごとに必要利⽤者定員総数を

定めることとなっています。 

⽇常⽣活圏域の設定の⽅法については、地理的条件、⼈⼝、交通事情その他社会的条

件、介護給付等対象サービスを提供するための施設整備状況、その他の条件を総合的に

勘案して定めることとなっています。 

本町においては、地理的条件、住⺠意識、介護サービス事業の状況、ボランティア団

体の活動範囲から、町全体を1つの圏域として定め基盤整備を進めていきます。 

本町では、地域住⺠のつながりを強化し、⽇常⽣活上の様々な課題を住⺠主体で解決

できるまちづくりを進めており、11の⾏政区の単位で進める地域福祉活動を⼤切にしな

がら、介護予防をはじめとした住⺠主体の活動を展開しています。 

また、課題解決に向けた情報共有や意⾒交換の機会を活⽤しながら、⾏政区等の取り

組みをサポートできる組織として、概ね⼩学校区の範囲で活動を進める３つの『地域⾃

治組織』を⽣活⽀援体制整備事業における第２層協議体としています。 

図表３ 行政区と地域自治組織 
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図表４ 地域の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 老人福祉圏域 

広域的な対応を必要とするものについては、都道府県の定める⽼⼈福祉圏域で調整す

ることとされています。愛知県の⽼⼈福祉圏域は、12圏域に分かれており、本町は、春

⽇井市、⽝⼭市、江南市、⼩牧市、岩倉市、扶桑町及び本町で構成する尾張北部圏域に

属しています。 

 

 

 

  

第１層…町内全域 

第２層…地域自治組織（概ね小学校区） 

 
  

第３層…行政区 

基盤整備 

情報共有・意見

交換・第３層に

おける住民主体

の活動を支援 

住民主体の 

地域福祉活動 
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Ⅱ 計画の基本的な枠組み 

１ 基本理念 

 

 

 

 

 

▶⾼齢化の問題は、⾼齢化率だけで捉えるのではなく、⾼齢者の絶対数の増加に注⽬す

べきといわれます。それは、医療、介護等のニーズは、⾼齢者の絶対数に連動するか

らです。2022（令和４）年10⽉現在、本町の75歳以上⼈⼝は３千⼈を超え、総⼈⼝

の12.5％を占めており、町⺠の８⼈に１⼈が、介護リスクの⾼い75歳以上の後期⾼齢

者となっています。⾼齢者と介護を取り巻く様々な課題は、個⼈及び各世帯を超え、

地域社会全体の最重要課題となっています。 

▶また、地域には8050問題、ヤングケアラー、ダブルケア等の複合的な課題を抱えてい

たり、社会的孤⽴など何かしらの「⽣きづらさ」を抱えているものの、現在の制度の

枠に当てはまらない「制度の狭間」にいる⼈(世帯)などへの⽀援が⾏き届かないケー

スが存在しています。今後は、そうした⼈(世帯)の課題解決を⽬指し、⾼齢者⽀援を

中⼼として関連機関等との連携体制(重層的⽀援体制)を充実させていくことも重要で

す。 

▶たとえ介護が必要な状態になっても、住み慣れた地域において⽣活し続けられるよう、

介護、医療、予防、⽣活⽀援、住まいを⼀体化して提供していく地域包括ケアシステ

ムをより深化・推進することにより、「可能な限り、その居宅において、その有する

能⼒に応じ⾃⽴した⽇常⽣活を営むことができるように配慮されなければならない」

という介護保険法（第２条第４項）のサービス提供理念を具体化していきます。 

▶こうした背景のもと、本計画においては第８期計画の基本理念を継承し、「みんな元

気︕ いつまでも ⾃分らしく暮らせる ⽀え合いのまち ⼤⼝」をキャッチフレーズ

として、住⺠の誰もが、いつまでも住み慣れた地域で、健康で⽣きがいを持って⽣活

を送り、介護が必要な状態になっても、⾃らの持てる能⼒や地域の⽀え合いにより、

⾃らの望む⽣活を続けられることをめざします。 

みんな元気︕ 

いつまでも ⾃分らしく暮らせる ⽀え合いのまち ⼤⼝ 
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２ 基本方針 

▶基本理念を実現するためには、町⺠の⽣涯を通じた健康づくりを町全体で進めることが

重要です。そのためには、介護、医療、予防、福祉、居住環境など多分野にわたる社会

資源の連携を強化するとともに、住⺠同⼠の⽀え合いの体制を整えることにより「⼤⼝

町地域包括ケアシステム」を構築しなければなりません。 

▶本町では、まず、住⺠主体による地域包括ケアの体制づくりを推進するために、介護・

医療・健康・地域づくりの各担当者と社会福祉協議会や地域包括⽀援センター並びにま

ちづくりを担うNPO法⼈と連携し、地域住⺠の暮らしを真ん中にした地域づくりを継続

的に進めます。 

▶また、⾼齢者の保健事業と介護予防の⼀体的な取り組みを推進するために、介護・医

療・健康の各担当者と地域包括⽀援センターが連携し、国⺠健康保険や後期⾼齢者医療

保険、介護保険財政の適正化に加え、医療費の状況や介護が必要となった原因、特定健

診等のデータなど、それぞれの部署が保有するデータを合同で分析することによって本

町の現状を把握し、実情に即した総合的な施策を推進します。 

▶本計画では、第８期計画を踏襲するとともに、⾼齢者等実態調査の結果等から明らかに

なった課題の解決をめざし、次の基本⽅針のもと計画を策定し、多様な連携体制の構築

を前提とし、各種施策を進めていきます。 

基本方針１：住み慣れた地域での生活を応援します 

基本方針２：高齢者の健康を応援します 

基本方針３：高齢者の活動を応援します 

基本方針４：在宅での介護を応援します 

基本方針５：認知症の人の地域生活を応援します 

▶本計画で重点的に推進する施策については、10ページ『施策の体系』内『施策の⽅向

性』にて、重点施策として★印を付しました。 
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３ 施策の体系 

基本 
理念 基本⽅針 施策の⽅向性  

〔★＝重点施策〕 

み
ん
な
元
気
︕ 

 

い
つ
ま
で
も 

⾃
分
ら
し
く
暮
ら
せ
る 

⽀
え
合
い
の
ま
ち 

⼤
⼝ 

▼基本方針１ 

住み慣れた地域での生活を 

応援します 

①  地域包括ケアシステムの深化・推進★ 
②  重層的⽀援体制の構築★ 
③ 地域における⾒守り・⽀え合い体制の構築 
④ 地域における⽀援体制の充実 
⑤ 相談体制の充実 
⑥ ⾃⽴⽣活を⽀援するサービスの充実 
⑦ ⾼齢者の住まいの確保 
⑧ ⾼齢者が安⼼して暮らせるまちづくりの推進 

▼基本方針２ 

高齢者の健康を応援します 

①  介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業の充実 
②  介護予防（フレイル対策）の充実★ 
③ ⽣涯を通じた健康づくりと疾病予防 

▼基本方針３ 

高齢者の活動を応援します 

① ⾼齢者の就労・ボランティア活動の促進 
② ⽣きがいづくり・社会参加の促進 
③ ⾼齢者が安⼼して活動できる環境づくり 

▼基本方針４ 

在宅での介護を応援します 

① 居宅サービスの充実 
② 施設・居住系サービスの充実 
③ 地域密着型サービスの充実 
④ ⾃⽴⽀援・重度化予防の取組 
⑤ 市町村特別給付の充実 
⑥ 介護給付適正化の推進 
⑦ 介護⼈財（⼈材）の確保と育成★ 
⑧ 介護離職の防⽌に向けた⽀援の充実 

▼基本方針５ 

認知症の人の地域生活を 

応援します 

①  認知症⽀援体制の整備 
②  認知症に対する理解の促進★ 
③ 認知症の⼈の権利を守る⽀援の充実 
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４ 人口推計 

2018（平成30）年及び2023（令和５）年の10⽉１⽇時点の住⺠基本台帳⼈⼝を基に、

2040（令和22）年度までの⼈⼝を推計しました。 

2026（令和８）年までは、総⼈⼝が微減し、65歳以上の⼈⼝（第１号被保険者数）

が微増するものの、⾼齢化率（65歳以上⼈⼝の総⼈⼝に占める割合）はほぼ横這いで推

移します。その後、総⼈⼝は減少をつづけ、2031（令和13）年には２万４千⼈を下回

るのに対し、65歳以上の⼈⼝は急増し、2033（令和15）年には６千⼈を超えると⾒込

まれます。 

図表５ 推計人口                                    単位：人 

  

2022 

(令４)

年 

[実績] 

2023 

(令５) 

年 

2024 

(令６) 

年 

2025 

(令７) 

年 

2026 

(令８) 

年 

 

2030 

(令12) 

年 

2035 

(令17) 

年 

2040 

(令22) 

年 

2045 

(令27) 

年 

2050 

(令32) 

年 

総 人 口 24,240 24,203 24,183 24,169 24,153  24,034 23,762 23,410 23,026 22,556 

40～64歳 7,929 8,085 8,138 8,194 8,246  8,253 7,861 7,336 6,945 6,655 

65歳以上 5,600 5,612 5,628 5,646 5,666  5,806 6,180 6,644 6,940 7,087 

 65～74歳 2,565 2,401 2,350 2,298 2,247  2,305 2,816 3,291 3,275 2,988 

  65～69歳 1,095 1,063 1,078 1,093 1,108  1,270 1,613 1,766 1,604 1,470 

  70～74歳 1,470 1,338 1,272 1,205 1,139  1,035 1,203 1,525 1,671 1,518 

 75歳以上 3,035 3,211 3,278 3,348 3,419  3,501 3,364 3,353 3,665 4,099 

  75～79歳 1,203 1,250 1,241 1,233 1,225  1,088 934 1,083 1,373 1,505 

  80～84歳 1,030 1,102 1,105 1,108 1,112  1,103 973 833 965 1,225 

  85～89歳 527 549 600 652 704  814 812 715 613 708 

  90歳以上 275 310 332 355 378  496 645 722 714 661 

高齢化率 23.1% 23.2% 23.3% 23.4% 23.5%  24.2% 26.0% 28.4% 30.1% 31.4% 

（注）各年10月１日時点 
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図表６ 推計人口と高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図表７ 推計高齢者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図表８ 推計人口における65～74歳及び75歳以上人口の構成比の推移 
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５ 認定者数の推計 

2022（令和４）年10⽉１⽇時点における性別・年齢別・要介護度別の認定数を基に、

各年度の認定者出現率を設定し、これに年齢別推計⼈⼝を乗じて認定者数を推計しまし

た。 

図表９ 推計認定者数                                  単位：人 

  

2022 

(令４)

年 
[実績] 

2023 
(令５)

年 

2024 
(令６)

年 

2025 
(令７)

年 

2026 
(令８)
年 

 
2030 
(令12)

年 

2035 
(令17)

年 

2040 
(令22)

年 

2045 
(令27)

年 

2050 
(令32)

年 

総  数 749 784 814 841 873  965 1,033 1,060 1,074 1,119 

  要支援１ 83 74 88 88 93  99 101 104 109 114 

  要支援２ 64 81 69 70 72  76 78 81 84 90 

  要介護１ 181 173 200 206 214  240 256 261 266 278 

  要介護２ 147 161 161 168 173  193 208 211 215 223 

  要介護３ 121 123 131 135 142  159 174 178 177 181 

  要介護４ 92 106 100 105 108  119 132 138 137 141 

  要介護５ 61 66 65 69 71  79 84 87 86 92 

 うち第１号
被保険者 728 769 793 820 852  944 1,012 1,039 1,053 1,100 

  要支援１ 83 74 88 88 93  99 101 104 109 114 

  要支援２ 63 81 68 69 71  75 77 80 83 89 

  要介護１ 178 172 197 203 211  237 253 258 263 275 

  要介護２ 141 155 155 162 167  187 202 205 209 218 

  要介護３ 117 119 127 131 138  155 170 174 173 177 

  要介護４ 86 103 94 99 102  113 126 132 131 136 

  要介護５ 60 65 64 68 70  78 83 86 85 91 

 認 定 率※ 13.0% 13.7% 14.1% 14.5% 15.0%  16.3% 16.4% 15.6% 15.2% 15.5% 

（注）各年10月１日時点 
※認定率＝第１号被保険者数に対する65歳以上の認定者数の割合 

 

図表10 推計認定者数と認定率の推移 
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Ⅲ 基本計画 

基本方針１ 住み慣れた地域での生活を応援します       

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

2023（令和５）年10⽉１⽇現在、本町の⾼齢者数は5,612⼈です。⾼齢者⼈⼝は、い

わゆる団塊ジュニアの世代が65歳以上になる2040（令和22）年には6,600⼈を超え、

認定者も1,060⼈になることが予測されます。こうした背景のもと、⾼齢者ができる限

り住み慣れた地域でその有する能⼒を最⼤限に発揮して⾃⽴した⽇常⽣活を営むことが

できるよう、介護、医療、予防、⽣活⽀援及び住まいが、専⾨家の連携と住⺠同⼠の⽀

え合いによる重層的なセーフティーネットのもと包括的に確保される地域包括ケアシス

テムの充実をめざします。 

 

(1) 地域包括ケアシステム推進協議会の充実 

⾼齢者をはじめ地域で⽀援を必要としている⼈が、必要なサービスや地域住⺠等に

よる⽀援を受けながら住み慣れた地域・⾃宅で暮らし続けられるよう、地域包括ケア

システム推進協議会において協議し、住⺠と専⾨的な多職種協働による⼤⼝町地域包

括ケアシステムの充実を図ります。 
 

(2) 大口町地域包括支援センターを中心とした包括的な支援 

⾼齢者の状態・状況に応じた適切なサービスが途切れることなく提供されるよう、

引き続き、⼤⼝町地域包括⽀援センターに、⾼齢者の総合相談⽀援、権利擁護、介護

予防ケアマネジメント、包括的継続的ケアマネジメント⽀援などを委託し、⾼齢者の

⾃⽴した⽣活の⽀援のために必要な業務を総合的に⾏います。 

また、⼤⼝町地域包括⽀援センターを地域包括ケアシステムの中⼼に位置づけ､各種

関係団体の連携を図ることにより、本町における地域包括ケアシステムを推進します。 
 

(3) 医療・介護連携の推進 

誰もが住み慣れた地域や⾃宅で最期まで暮らし続けられるよう、尾北医師会等関係

機関との連携を強化し、医療と介護のニーズを併せ持つ⾼齢者を地域で⽀えていくた

めの⽀援体制を充実させます。 
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具体的には、訪問診療を促進するとともに、在宅においてできる限り介護を続けら

れるよう、訪問看護などの利⽤促進を図ります。 
 

(4) 人生会議（ＡＣＰ）の普及 

⼈⽣の最終段階において、本⼈の意思決定を基本とした上で適切な医療・介護サー

ビス等が提供されるよう、⼈⽣会議（アドバンス・ケア・プランニング＝ＡＣＰ）の

普及に努めます。 

⼈⽣会議の普及にあたっては、在宅医療・介護連携推進事業の取り組みのひとつと

して、尾北医師会地域ケア協⼒センターと連携し、地域住⺠に向けた講演会やＡＣＰ

ファシリテーターによる出前講座を実施することで、幅広い世代に向けた啓発に努め

ます。 
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２ 重層的支援体制の構築 

8050問題やダブルケアなど、地域の福祉課題は複合化・複雑化していて⾼齢者に対す

る施策だけでは適切な解決策を講じることが難しいケースが少なくありません。こうし

た背景のもと、本町では、⼤⼝町地域包括⽀援センターを⾼齢者及び障がい者の包括的

な⽀援拠点として相談事業を中⼼に事業を展開しています。今後は、⾼齢者、障がい者

等の枠組みを超えた複合的な課題をワンストップで受け⽌められる包括的な相談⽀援体

制の構築をめざします。また、「包括的な相談⽀援」に加え、社会とつながるしくみづく

りとしての「参加⽀援」、⽀えあう住⺠参加の地域づくりとしての「地域づくり⽀援」の

３つの⽀援を⼀体的に進めます。 

 

(1) 大口町地域包括支援センターの機能強化 

⼤⼝町地域包括⽀援センターにおいて、⾼齢者虐待の予防や対応、認知症対策など、

より専⾨性が求められる業務に的確に対応していくため、業務の質と量を勘案しなが

ら体制強化と職員の資質向上を図るとともに、地域の福祉資源の活⽤により地域の課

題の把握を⾏い、サービスに反映できるような体制を整えます。 

また、障がい者相談⽀援事業所としての機能を活かし、障がい者が介護保険の対象

となった時の円滑な移⾏を⽀援します。 

さらに、2023（令和５）年度から、⼤⼝町地域包括⽀援センターを障がい者基幹相

談⽀援センターとして位置づけ、複合的な課題を受け⽌める体制が整ってきたことか

ら、⽣活困窮者や児童に対する⽀援などとの連携を強化し、包括的な相談⽀援の要と

して体制整備を進めていきます。 
 

(2) 地域ケア会議の強化 

⼤⼝町地域包括⽀援センターにおいて、介護サービス提供事業者、⼤⼝町地域包括

⽀援センター職員、⼤⼝町社会福祉協議会職員、町職員など関連機関の連携のもと困

難ケースなど個別事例の検討を通し、保健・医療・福祉・介護に関わる専⾨職が、地

域課題の解決を図ります。 

また、複合的な課題を含む事例については、更に関連する専⾨職や⺠⽣委員・児童

委員など地域の関係者などの参加を得ながら課題の共有化を図り、地域資源の開発や

地域づくりを推進していきます。 
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(3) 重層的相談支援（伴走型支援）体制の構築 

本町における社会資源の状況や住⺠のニーズを把握しながら、専⾨多職種が連携・

協働して、⽀援を必要とする⼈と継続的につながり、関わりながら、課題を解決する

までの継続した伴⾛型の⽀援ができるような体制整備を検討していきます。 
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３ 地域における見守り・支え合い体制の構築 

介護サービス提供事業者、医療機関、⾏政などによる公的なサービスに加え、地域住

⺠、ボランティア、ＮＰＯ等が提供する住⺠主体のサービスの充実と連携を図ることに

よって、必要なサービスが途切れることなく重層的に供給され、地域社会全体で⾼齢者

を⾒守り⽀える体制づくりをめざします。 

 

(1) 住民主体の地域支え合い体制づくり 

地域住⺠が、ひとり暮らし⾼齢者をはじめ⽀援を必要とする⾼齢者を地域全体で⽀

え、その活動を町が⽀援していくことが重要です。 

各地域において、地域住⺠が主体的に実情にあった⾒守り⽀え合いを展開すること

で、地域における「通いの場」等交流の拠点の担い⼿となるよう、町はその活動を⽀

援していきます。 
 

(2) 高齢者見守り推進事業の拡充 

ひとり暮らし⾼齢者等に異変等があった場合に、町または⼤⼝町地域包括⽀援セン

ターに連絡してもらうよう、町内で新聞や⽜乳を配達している事業者や⾦融機関など

の事業者と協定を締結しています。今後も、ひとり暮らし⾼齢者等の⾒守りの⼀環と

して拡充を図っていきます。 
 

(3) 緊急連絡表の配布 

緊急時にひとり暮らし⾼齢者等の情報が他の⼈にわかるよう、⽣活や⼼⾝の状況、

緊急連絡先等を記⼊し、冷蔵庫に貼付する緊急連絡表（マグネット製）を作成し、⺠

⽣委員・児童委員の協⼒により配布しています。今後も、ひとり暮らし⾼齢者等の⾒

守りの⼀環として継続して実施していきます。 
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４ 地域における支援体制の充実 

⾼齢者の⾃⽴を⽀えるサービスの提供にあたっては、⾏政はもとより、ボランティア

をはじめとする地域住⺠も主体となって提供基盤を整えなければなりません。各種団体

等の協⼒や連携のもと、地域ぐるみの⽀え合いシステムを構築していきます。 

 

(1) 大口町社会福祉協議会との協働 

⼤⼝町社会福祉協議会が地域福祉の推進役の中⼼的団体として、今後も、その事業

や活動を積極的に⾏っていけるよう共に考え⽀援します。 

 

(2) 民生委員・児童委員への活動支援 

⺠⽣委員・児童委員は、住⺠の⾝近な相談相⼿として、また、⾝近な援助者として

地域における⾼齢者等の⾒守りなど⾃主活動を展開しており、地域の⾼齢者の保健福

祉を推進するにあたっての中⼼的な役割を担っています。今後も、住⺠の⽴場に⽴っ

た地域福祉の要として、多岐にわたる活動全般を⽀援します。 

 

(3) 高齢者福祉協力員への活動支援 

⾼齢者福祉協⼒員は、介護者の良き理解者として、居宅で⽣活している要介護者や

その介護者の⽀援を⽬的としてつくられた本町独⾃の制度です。⾼齢者が地域におい

て安⼼して⽣活できるよう⾼齢者福祉協⼒員の活動を⽀援します。 

 

(4) 地域自治組織との協働 

地域⾃治組織とは、地域の中で話し合い、課題やその解決策を共有し、更には実⾏

する組織です。⽣活⽀援や介護予防の担い⼿として活動できるよう⽀援します。 

 

(5) ボランティア・ＮＰＯ活動の推進 

⾼齢者とその家族の⽣活を⽀援するボランティア活動が広がるよう、その周知活動

や育成の⽀援をしていきます。 

また、住⺠の視点によるサービス提供主体としてＮＰＯ等活動団体の育成を図るた

め、事業運営にかかる費⽤や場所、機材等の⽀援を⾏います。 
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(6) 学校における福祉教育の充実 

学校教育の様々な場⾯で、児童⽣徒の年齢段階に応じた適切な福祉教育がなされる

よう、⼤⼝町社会福祉協議会が実施する福祉実践教室への協⼒などの⽀援をしていき

ます。 

また、こうした実践的な福祉教育が、将来の介護・福祉⼈財（⼈材）の確保と育成

につながることを考慮して内容等に関する提案や助⾔をしていきます。 
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５ 相談体制の充実 

⾼齢者や障がい者をはじめ住⺠にとって⾝近な場所で質の⾼い相談⽀援が提供できる

よう、⼤⼝町地域包括⽀援センターを中⼼に包括的な相談⽀援の充実を図るとともに、

課題を解決するまでの継続した⽀援ができるよう関係機関の連携を強化します。 

 

(1) 大口町地域包括支援センターにおける相談機能の充実 

⾼齢者、障がい者の相談を総合的に⾏う機関である⼤⼝町地域包括⽀援センターに

おいて、住⺠からの相談に応じ、各種サービスや関係機関との連携を図ることによっ

て、必要なサービスや⽀援が適切に提供されるような体制を整備します。 

また、各種サービス等に関する必要な情報の提供・助⾔を⾏うとともに、虐待の防

⽌・早期発⾒のため関係機関との連絡調整を図るなど⾼齢者に必要な援助を⾏います。 
 

(2) 介護・高齢者福祉に関する相談窓口の充実 

介護保険をはじめ⾼齢者福祉サービスの利⽤には、申請等の⼿続きが伴います。相

談の内容が適切なサービス利⽤につながり、⼿続きがスムーズに⾏われるよう、⼤⼝

町地域包括⽀援センターとの連携を密にし、⼀体となって取り組むとともに、研修会

等により、職員の資質向上を図っていきます。 

また、8050問題など複合的な事例に対し適切な対応ができるよう障がい者福祉及び

⽣活困窮者⾃⽴⽀援の担当部署をはじめ保健所等関係機関との連携を強化します。 
 

(3) 尾張北部権利擁護支援センターとの連携強化 

判断能⼒が不⼗分な⼈や虐待を受けている⾼齢者等の権利擁護を推進するため、尾

張北部圏域の構成市町（⼩牧市、岩倉市、扶桑町及び⼤⼝町）で共同設置する尾張北

部権利擁護⽀援センターを拠点に、成年後⾒制度に関する相談、成年後⾒制度の利⽤

⽀援、権利擁護に関わる⼈財（⼈材）の育成など、権利擁護に関する各種事業を実施

します。 

また、権利擁護を必要とする⼈に、尾張北部権利擁護⽀援センターを活⽤してもら

えるよう、その周知に努めます。 
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６ 自立生活を支援するサービスの充実 

⽇常⽣活において様々な不⾃由を感じているひとり暮らしや⾼齢夫婦世帯の⼈が多く

います。誰もが地域において⾃⽴した⽣活を送ることができ、安⼼して⾃宅で暮らせる

よう、⽣活上の⽀援等を、必要に応じて提供していきます。 

 

(1) 配食サービス事業 

バランスのとれた⾷事の確保と安否確認のために、毎⽇の昼⾷または⼣⾷を⾃宅に

届ける配⾷サービスを実施します。対象は、70歳以上のひとり暮らし⾼齢者、75歳以

上の⾼齢者世帯の⼈若しくは要介護２〜５の認定者とします。⾷費は⾃⼰負担で、配

達費⽤は町が負担します。⾃⽴⽀援の観点からサービスを真に必要としている⼈を対

象に提供していきます。 

図表11 配食サービス事業の実績 

区    分 2021（令和３）年度 2022（令和４）年度 2023（令和５）年度 

利用者数 （人） 
計画値 80 85 90 

実績値 67 73 80 

延べ配食数（食） 
計画値 13,500 14,000 14,500 

実績値 11,906 12,461 13,800 

※2023（令和５）年度の実績値は見込み 

図表12 配食サービス事業の見込み 

区    分 2024（令和６）年度 2025（令和７）年度 2026（令和８）年度 

利用者数  （人） 90 95 100 

延べ配食数 （食） 14,400 15,000 15,500 

 
(2) 寝具洗濯乾燥消毒サービス事業 

⾃宅で暮らす⾼齢者の負担の軽減や衛⽣管理を図り⽣活の質を⾼めるため、70歳以

上のひとり暮らし⾼齢者、75歳以上の⾼齢者世帯の⼈若しくは要介護2〜５の認定者

を対象に⽉１回を限度とし、寝具の洗濯乾燥消毒サービスを実施します。 
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図表13 寝具洗濯乾燥消毒サービス事業の実績 

区    分 2021（令和３）年度 2022（令和４）年度 2023（令和５）年度 

利用者数 （人） 
計画値 5 5 5 

実績値 4 4 4 

延べ利用回数（回） 
計画値 60 60 60 

実績値 48 44 48 

※2023（令和５）年度の実績値は見込み 

図表14 寝具洗濯乾燥消毒サービス事業の見込み 

区    分 2024（令和６）年度 2025（令和７）年度 2026（令和８）年度 

利用者数   （人） 5 6 6 

延べ利用回数 （回） 60 72 72 

 
(3) 訪問理美容サービス事業 

外出が困難な⼈の保健衛⽣の向上と⽣活の質を⾼めるため、要介護３〜５の⼈、70

歳以上のひとり暮らし⾼齢者若しくは75歳以上の⾼齢者世帯の⼈を対象に年６回を限

度とし、居宅に理美容師が訪問し理髪等を⾏う際の訪問にかかる費⽤を補助します。 

図表15 訪問理美容サービス事業の実績 

区    分 2021（令和３）年度 2022（令和４）年度 2023（令和５）年度 

利用者数  （人） 
計画値 3 3 3 

実績値 11 4 5 

延べ利用回数（回） 
計画値 10 10 10 

実績値 29 11 15 

※2023（令和５）年度の実績値は見込み 

図表16 訪問理美容サービス事業の見込み 

区    分 2024（令和６）年度 2025（令和７）年度 2026（令和８）年度 

利用者数   （人） 5 5 5 

延べ利用回数 （回） 30 30 30 

 
(4) 在宅生活支援助成事業 

⽇常⽣活に⽀障がある70歳以上の⾼齢者を対象に、転倒防⽌など介護予防を⽬的と

して、⼿すりの取付け、⼊浴補助⽤具・補⾼便座などの補助を⾏う在宅⽣活⽀援助成

事業を実施します。 
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図表17 在宅生活支援費助成事業の実績 

区    分 2021（令和３）年度 2022（令和４）年度 2023（令和５）年度 

利用者数 （人） 
計画値 37 40 40 

実績値 22 28 30 

※2023（令和５）年度の実績値は見込み 

図表18 在宅生活支援費支給事業の見込み 

区    分 2024（令和６）年度 2025（令和７）年度 2026（令和８）年度 

利用者数  （人） 35 40 40 

 
(5) 短期介護事業 

要⽀援・要介護認定者が介護保険の⽀給限度額を超えてしまった後や、70歳以上の

ひとり暮らし⾼齢者⼜は75歳以上の⾼齢者世帯の⼈で、緊急やむを得ない理由により

短期⼊所サービスが必要となった場合、⽉に１週間を限度として、⼀時的な短期⼊所

介護サービスを提供します。 
 
図表19 短期介護事業の実績 

区    分 2021（令和３）年度 2022（令和４）年度 2023（令和５）年度 

利用者数  （人） 
計画値 5 5 5 

実績値 11 4 3 

延べ利用日数（日） 
計画値 40 40 40 

実績値 29 11 15 

※2023（令和５）年度の実績値は見込み 

図表20 短期介護事業の見込み 

区    分 2024（令和６）年度 2025（令和７）年度 2026（令和８）年度 

利用者数   （人） 3 5 5 

延べ利用日数 （日） 25 30 30 
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７ 高齢者の住まいの確保 

⾼齢者が住み慣れた地域で安⼼して暮らし続けるためには、「住まい」を確保すること

が必要不可⽋です。住宅の改善や⾼齢者向けの住宅に関する情報提供など、「住まい」に

関する⽀援を⾏います。 

 

(1) 住宅改修指導事業 

理学療法⼠や作業療法⼠などの専⾨家による住宅改修にかかる相談・助⾔を実施し、

住宅改修が適切に⾏われるよう⽀援します。 

図表21 住宅改修指導事業の実績 

区    分 2021（令和３）年度 2022（令和４）年度 2023（令和５）年度 

利用者数 （人） 
計画値 2 2 2 

実績値 0 0 0 

※2023（令和５）年度の実績値は見込み 

図表22 住宅改修指導事業の見込み 

区    分 2024（令和６）年度 2025（令和７）年度 2026（令和８）年度 

利用者数  （人） 2 2 2  
 

(2) 住宅改修費助成事業 

要⽀援・要介護認定者が住み慣れた⾃宅で、⾃⽴した⽣活が続けられるよう、住宅

改修にかかる費⽤が介護保険サービスの住宅改修費(20万円)を超える場合に助成しま

す。 

図表23 住宅改修費助成事業の実績 

区    分 2021（令和３）年度 2022（令和４）年度 2023（令和５）年度 

利用者数 （人） 
計画値 10 10 10 

実績値 4 6 7 

※2023（令和５）年度の実績値は見込み 

図表24 住宅改修費助成事業の見込み 

区    分 2024（令和６）年度 2025（令和７）年度 2026（令和８）年度 

利用者数  （人） 8 8 8 
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(3) 高齢者に配慮した住宅に関する支援 

⽇常⽣活や介護に不安を抱くひとり暮らし⾼齢者等が施設⼊所ではなく、住み慣れ

た地域で安⼼して暮らすための⾼齢者住宅については、「⾼齢者の居住の安定確保に関

する法律（⾼齢者住まい法）」に基づくサービス付き⾼齢者住宅があります。 

⾼齢者が安⼼して⽼後を⽣活するために、サービス付き⾼齢者住宅などの情報提供

に努めるとともに、有料⽼⼈ホームやサービス付き⾼齢者向け住宅について住⺠のニ

ーズを把握しながら、必要に応じて整備促進を検討します。 

また、⽣活困窮や社会的孤⽴など⽣活課題を抱えた⾼齢者が、地域で⾃⽴した⽣

活を送り、社会参加できるよう、住まいの確保と⽣活の⼀体的な⽀援について検討

します。 

図表25 町内の有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の必要数の目安 

区    分 
2024（令和６） 

年度 

2025（令和７） 

年度 

2026（令和８） 

年度 

有料老人ホーム 利用者数(人) 308 308 308 

サービス付き高齢者向け住宅 利用者数(人) 20 20 20 

 
(4) 養護老人ホーム 

家庭環境や経済的理由により家庭で⽣活することが困難な⾼齢者の⼊所施設として、

近隣市町の養護⽼⼈ホームとの⽇常的な情報交換を図り、⼊所対象者があった場合に

は、迅速に⼊所できる体制づくりを⾏っていきます。 
 

(5) 軽費老人ホーム 

介護保険施設に⼊所するほどではないが、ひとり暮らしや夫婦のみの暮らしに不安

を覚える⾼齢者が、安⼼して地域で暮らし続けられるよう、町内の軽費⽼⼈ホームＡ

型及びケアハウスとの⽇常的な情報交換を図り、連携を強化します。 

また、地域における⾼齢者の居住空間として住⺠に対する周知を進めていきます。 
 

(6) グループホームの家賃等助成事業 

低所得者の介護保険施設への⼊所や、短期⼊所の利⽤に際しては、補⾜給付として

部屋代や⾷事代が減額されますが、グループホームは、その対象となっていないため、

経済的な負担が⼤きく、低所得者が利⽤できない場合があります。 

そこで、低所得者がグループホームを利⽤しやすいよう、部屋代や⾷事にかかる費

⽤の⼀部を助成し、経済的負担の軽減を図ります。 
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図表26 グループホームの家賃等助成事業の実績 

区    分 2021（令和３）年度 2022（令和４）年度 2023（令和５）年度 

利用者数 （人） 
計画値 8 8 8 

実績値 10 9 12 

※2023（令和５）年度の実績値は見込み 

図表27 グループホームの家賃等助成事業の見込み 

区    分 2024（令和６）年度 2025（令和７）年度 2026（令和８）年度 

利用者数 （人） 12 12 12 
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８ 高齢者が安心して暮らせるまちづくりの推進 

地震などの災害が発⽣した時、⾼齢者をはじめ避難⾏動要⽀援者の安全確保が地域の

重要課題となっています。また、⾼齢者が犠牲となる犯罪や交通事故に対する不安が、

⾼齢者の⾏動を不⾃由にしています。住み良いまちとは、安⼼して安全に暮らせること

であり、災害、事故、犯罪による被害を防ぐことは、住⺠の共通した願いです。住⺠⼀

⼈ひとりの信頼関係と各種団体等との連携をもとに、地域ぐるみで安全対策を推進して

いきます。 

 

(1) 避難行動要支援者の把握 

⾼齢者や障がい者が災害時に⽀援が受けられるよう、⺠⽣委員・児童委員と⾃主防

災組織を中⼼に個⼈情報の保護に留意しながら、避難時に⽀援を必要とする避難⾏動

要⽀援者の把握を⾏い、名簿の整備を⾏います。 

また、地域住⺠による⽇常的なあいさつや地域活動を通じた隣近所の避難⾏動要⽀

援者把握を推進していきます。 
 

(2) 避難行動要支援者に対する避難所運営等 

介護を要する⾼齢者や障がい者のための福祉避難所について、町内の社会福祉法⼈

等に協⼒を求めます。 

また、災害時の避難所等における⽣活については、関係部署や関係機関との協⼒、

連携を図ります。 
 

(3) 災害対策の充実 

介護サービス提供事業所等と連携のもと、避難訓練の実施や防災啓発活動、事業所

等におけるリスクや、⾷料、飲料⽔、⽣活必需品、燃料その他の物資の備蓄・調達状

況の確認を⾏うとともに、災害の種類別に避難に要する時間や避難経路等の確認を促

します。 

また、災害が発⽣した場合であっても、町内事業者が必要な介護サービスが継続的

に提供できるよう作成した業務継続計画（ＢＣＰ）について、継続的に検討、修正が

できるよう情報提供等の⽀援を⾏います。 
 

(4) 在宅避難に関する支援の充実 

災害が発⽣してライフラインが停⽌したとしても、⾃宅建物に倒壊などの危険がな
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く住み続けられる状態であれば、在宅避難も有効です。ひとり暮らし⾼齢者等が安⼼

して在宅避難ができるよう、必要な物資、⾷料等を受け渡せる体制の整備を検討する

とともに平時から在宅避難に関する情報提供を⾏っていきます。 
 

(5) 緊急通報体制等整備事業 

70歳以上のひとり暮らし⾼齢者や75歳以上の⾼齢者世帯の⼈を対象に、⽕災等の緊

急時に迅速に対処するための⾃動通報装置や急病時等に尾張中北消防指令センターへ

直接連絡ができ、さらには⼤⼝町地域包括⽀援センターへの相談もできる緊急通報装

置を貸与します。 

ひとり暮らし⾼齢者の増加に伴いサービスの必要度も⾼くなっており、⽇常⽣活の

安全確保と不安解消に有効と考えられるため設置を促進します。併せて、地域住⺠等

への協⼒の働きかけや⽀援体制の構築に努めます。 

図表28 緊急通報体制等整備事業の実績 

区    分 2021（令和３）年度 2022（令和４）年度 2023（令和５）年度 

新規取付台数（台） 
計画値 6 6 6 

実績値 1 5 3 

※2023（令和５）年度の実績値は見込み 

図表29 緊急通報体制等整備事業の見込み 

区    分 2024（令和６）年度 2025（令和７）年度 2026（令和８）年度 

新規取付台数（台） 5 5 5 

 
(6) 感染症対策の充実 

介護サービス提供事業所等と連携のもと、感染拡⼤防⽌策の周知啓発、感染症発⽣

時に備えた平時からの事前準備、感染症に対する研修や訓練の実施等を検討するとと

もに、感染症発⽣時も含めた県や保健所、協⼒医療機関等と連携した⽀援体制と併せ、

事業所等における、適切な感染防護具、消毒液等感染症対策に必要な物資の備蓄・調

達・輸送体制の整備を進めます。 

また、感染症が発⽣した場合であっても、町内事業者が必要な介護サービスが継続

的に提供できるよう作成した業務継続計画（ＢＣＰ）について、継続的に検討、修正

ができるよう情報提供等の⽀援を⾏います。 
 

(7) 地域の防犯対策支援 

隣近所や地域住⺠同⼠のつながりが、全国的に希薄化している⼀⽅、本町は、地域

のつながりが⽐較的強い地域といえます。地域での声かけ運動、プライバシーに配慮

した緊急連絡網の整備など地域の安全活動を⽀援します。 
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(8) 防犯知識等の啓発 

⾼齢者が被害者となる悪質商法や犯罪が、増加しています。 

また、ひとり暮らし⾼齢者等が増加し、地域における防犯機能が低下してきている

といえます。現在、⺠⽣委員・児童委員、⾼齢者福祉協⼒員、⼤⼝町地域包括⽀援セ

ンターの連携により啓発活動を実施しています。今後も関係機関・団体等の連携を強

化し、よりきめ細かな情報提供・啓発活動に努めます。 
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基本方針２ 高齢者の健康を応援します           

１ 介護予防・日常生活支援総合事業の充実 

本町は、2017（平成29）年４⽉から「介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業」(以下「総

合事業」という。)を開始しました。⾼齢者がそれぞれの⼼⾝の状況に応じて、⼀般介護

予防事業、介護予防・⽣活⽀援サービス事業を円滑に利⽤できるよう、介護予防に資す

る事業や多様な主体によるサービスの提供体制の整備を展開していきます。 

 

(1) 介護予防・日常生活支援総合事業 

総合事業は、訪問型・通所型サービス等の「介護予防・⽣活⽀援サービス事業」と、

介護予防の普及啓発等の「⼀般介護予防事業」で構成されています。「⼀般介護予防事

業」はすべての⾼齢者が対象となり、「介護予防・⽣活⽀援サービス事業」は、要⽀援

者と要⽀援者に相当する状態の⼈でチェックリスト等を⽤いて判断し、介護予防ケア

マネジメントを受けた⼈が対象となります。 

図表30 総合事業のサービス体系 
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図表31 大口町における総合事業の利用の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(2) 介護予防・生活支援サービス 

介護予防・⽣活⽀援サービス事業は、「訪問型サービス」、「通所型サービス」、「その

他の⽣活⽀援サービス」及び「介護予防ケアマネジメント」で構成されます。このう

ち、「訪問型サービス」及び「通所型サービス」には、現⾏の訪問介護や通所介護に加

え、主に雇⽤労働者が提供するサービスＡ、ボランティア主体のサービスＢ、保健・

医療の専⾨職が提供するサービスＣなどの類型があります。多様な内容であり、サー

ビスの基準や単価は、町が決定します。利⽤者は、それらのサービスから希望のサー

ビスを選ぶことができます。 

「その他の⽣活⽀援サービス」は、配⾷、⾒守り、訪問型サービスおよび通所型サ

ービスの⼀体的提供等の３つのサービスです。 
 
① 訪問型サービス 

要⽀援者等の⼈に対し、掃除、洗濯等の⽇常⽣活上の⽀援を提供します。従来の

予防給付では実施できない内容についても、住⺠主体により、多様な形態のサービ

スで実施できるよう検討していきます。 
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〔訪問型サービスの類型〕 

●訪問介護（従前の介護予防訪問介護に相当） 

サービス内容の例 
従前の訪問介護に相当（訪問介護員による⾝体介護、⽣

活援助） 

想定される事業者等 指定事業者 
 
●訪問型サービスＡ（緩和した基準） 

サービス内容の例 掃除、買い物、外出⽀援、調理、洗濯、ゴミ出し 等 

想定される事業者等 ⼤⼝町コミュ⼆ティー・ワークセンター、事業者 等 
 
●訪問型サービスＢ（住民主体による支援） 

サービス内容の例 掃除、買い物、外出⽀援、調理、洗濯、ゴミ出し 等 

想定される事業者等 ボランティア 等 
 
●訪問型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

サービス内容の例 

保健師等が居宅を訪問し必要な相談・指導 

・栄養改善のための指導 

・うつ予防 

想定される事業者等 管理栄養⼠、保健師 等 
 
●訪問型サービスＤ（移動支援） 

サービス内容の例 
通所型サービス利⽤の際の居宅内の移動⽀援や移送前後の

⽣活⽀援等 

想定される事業者等 事業者、ボランティア 等 
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② 通所型サービス 

要⽀援者等の⼈に対し、機能訓練や集いの場など⽇常⽣活上の⽀援を提供します。 

〔通所型サービスの類型〕 

●通所介護（従前の介護予防通所介護に相当） 

サービス内容の例 従前の通所介護に相当（⽣活機能向上のための機能訓練） 

想定される事業者等 指定事業者 
 
●通所型サービスＡ（緩和した基準） 

サービス内容の例 

・送迎を伴わない運動、栄養、⼝腔、認知等に関する介護

予防教室 

・ミニデイサービス 等 

想定される事業者等 指定事業者 
 
●通所型サービスＢ（住民主体による支援） 

サービス内容の例 
・サロン活動 

・体操・運動等の⾃主的な通いの場 

想定される事業者等 ボランティア 等 
 

●通所型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

サービス内容の例 

⽇常⽣活に⽀障のある⽣活⾏為を改善するため、運動器の

機能向上、栄養指導、⼝腔機能の向上、認知機能の低下予

防を複合的に実施 

想定される事業者等 保健・医療等の専⾨職 事業者 等 
 
 

(3) 介護予防ケアマネジメント 

利⽤者の⼼⾝の状況、置かれている環境その他の状況に応じて、その選択に基づき、

介護予防・⽣活⽀援サービスその他の適切な事業が、包括的・効率的に提供されるよ

う⼤⼝町地域包括⽀援センターにおいて専⾨的な視点から援助を⾏います。 
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(4) 生活支援コーディネーター及び協議体 

⽣活⽀援・介護予防サービスの体制整備にあたっては、第１層⽣活⽀援コーディネ

ーターを中⼼に、⾼齢者をはじめ地域住⺠が担い⼿として参加する住⺠主体の活動や

各種関係機関の多様な主体によるサービスの提供体制を構築し、⾼齢者のみならず多

様な地域住⺠を⽀える地域の⽀え合いの体制づくりを推進します。 

本町においては、概ね⼩学校区を範囲として地域福祉活動を進める地域⾃治組織を

第２層協議体とし、引き続き、⼤⼝町社会福祉協議会並びにNPO法⼈まちねっと⼤⼝

に⽣活⽀援体制整備事業として、第２層⽣活⽀援コーディネーターの配置を委託し、

地域における介護予防や⽣活⽀援等の提供体制の整備に向け、積極的に取り組みを進

めていきます。 
 

(5) 一般介護予防事業 

① 介護予防把握事業 

本⼈、家族等からの相談、⺠⽣委員等地域住⺠からの情報提供、他課との連携な

どにより収集した情報等を活⽤して、閉じこもり等の何らかの⽀援を要する⼈を把

握し、住⺠主体の介護予防活動へつなげます。 

② 介護予防普及啓発事業 

運動機能の向上等の住⺠主体の介護予防活動の取り組みが⾏えるよう普及啓発に

取り組みます。 

③ 地域介護予防活動支援事業 

介護予防に関するボランティア等の⼈財（⼈材）を育成するための研修、介護予

防に資する地域活動組織の育成・⽀援など、地域における住⺠主体の介護予防活動

の育成・⽀援を⾏います。 

④ 一般介護予防事業評価事業 

計画に定める⽬標値の達成状況等の検証を⾏い、⼀般介護予防事業の事業評価を

⾏います。 

⑤ 地域リハビリテーション活動支援事業 

介護予防の取り組みを機能強化するため、通所、訪問、住⺠主体の通いの場等へ

理学療法⼠、作業療法⼠等のリハビリテーション専⾨職等の関与を促進します。 
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２ 介護予防（フレイル対策）の充実 

⾼齢者の活動能⼒は年齢が上がるにしたがい低下していく傾向にあります。運動能⼒

や認知機能など⼼⾝の活⼒が低下した虚弱な状態(フレイル)にならないよう、健康づく

りと社会参加を同時に進めていきます。介護予防事業は、原則として総合事業の枠組み

の中で実施しますが、⾼齢者の⼼⾝の多様な課題に対応し、きめ細かな⽀援を⾏うた

め、⾼齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第125条第１項に規定す

る⾼齢者保健事業との⼀体的な取り組みを実施していきます。 

 

(1) 運動機能向上教室（体力アップ教室）【通所型サービスＣ（短期集中予防サービス）】 

町内事業所等において、健康チェック、体⼒測定、レクリエーション、運動プログ

ラムなどを内容とした教室を開催します。 
 

(2) 認知機能向上教室（脳力アップ教室）【通所型サービスＣ（短期集中予防サービス）】 

町内事業所等において、頭の体操、セラピー、レクリエーション、運動プログラム

の認知機能の低下を予防する活動を内容とした認知症改善教室を開催します。 
 

(3) 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

⾼齢者の⽣活の質の向上と重度化予防を⽬的に、地域での介護予防教室等で地域住

⺠と⼀緒に、フレイル予防や介護予防の意義を共有するとともに、⼝腔機能や⾷⽣活、

転倒予防などの課題に対応した保健指導を⾏います。 

また、後期⾼齢者を対象とした「すこやか健診」や「後期⾼齢者⻭科⼝腔健診」の

結果を⽤いて、⼝腔機能の低下（オーラルフレイル）を改善し、いつでもおいしく⾷

べられるよう「健⼝教室」を開催します。 
 

(4) 老人クラブにおける介護予防教室【一般介護予防事業】 

地区の⽼⼈クラブや⾼齢者教室(さくら⼤学)等において、介護が必要な状態となら

ないための健康教育や⼤⼝町地域包括⽀援センターによる介護予防教室を開催します。 
 

(5) 地域での介護予防教室【一般介護予防事業】 

介護の必要がない⾼齢者等を対象に学習等共同利⽤施設等で、⼼⾝の機能低下予防

や⽣きがいづくり、誰もが集える居場所づくりのきっかけになるよう、『いきいき100
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歳体操』等、地域での介護予防教室の開催に向けた⽀援をします。 

また、地域活動として、⾃主的な取り組みが展開される地域にあたっては、その活

動を応援します。 
 

(6) 健康増進施設利用助成 

すべての⾼齢者を対象に、健康増進・介護予防を⽬的として、「いきいきカード」を

発⾏し、トレーニングセンター及び温⽔プールの利⽤について、それぞれ１回100円

で利⽤できるよう助成します。 
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３ 生涯を通じた健康づくりと疾病予防 

本町では、「健康おおぐち２１計画」に基づき、住⺠⼀⼈ひとりが、⽣涯を通じ「⾃分

の健康は⾃分でつくる」という積極的な意識を持つとともに、健康を増進し疾病などで

要介護状態になる原因を予防するよう、住⺠と⾏政の協働による総合的な健康づくりを

推進しています。今後も、地域⾃治組織や関係団体との連携及び庁内の関係部署の横断

的な連携を強化し、住⺠⼀⼈ひとりの健康づくりを応援します。 

 

(1) 結核・肺がん検診 

⾼齢期に免疫⼒の低下により、⻘年期に感染した結核を発症する⼈が増加していま

す。そこで、20歳以上の住⺠で、会社・事業所等に勤務していない⼈を対象に、保健

センターにおいて、胸部レントゲン撮影による検診を⾏います。なお、該当者のうち、

希望者には喀痰検査も⾏います。 
 

(2) がん検診 

死亡原因の第１位であるがんの早期発⾒に資するため、職場等において受診機会の

ない⼈を対象に、⼤腸がん、胃がん、⼦宮頸がん、乳がん及び前⽴腺がんの各種検診

を実施します。 
 

(3) 骨密度測定 

要介護状態になる原因の⼀つである⾻折のきっかけとなる⾻粗しょう症の早期発

⾒・予防に資するため、20歳以上の⼈を対象に、⾻密度測定を実施します。 
 

(4) 歯周病予防健診 

⻭の健康は、⾼齢者の⽣活の質に深く関わるため、⻭の健康に対する意識を⾼め、

また⻭周疾患の早期発⾒・予防をすることを⽬的に、町内の⻭科医院において20歳と

40歳以上の⼈を対象に健診と個別指導を実施します。 
 

(5) 後期高齢者歯科口腔健診 

⾷べることに不⾃由なく、しっかり噛んでおいしく⾷べられるよう、⼝腔機能の維

持向上、全⾝疾患の予防を⽬的に、町内の⻭科医院において、75歳以上の⼈を対象に

健診と個別指導を実施します。 
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(6) 特定健康診査・特定保健指導 

国⺠健康保険に加⼊している40〜74歳までの⼈を対象に、内臓肥満に加え、⾼⾎

糖・⾼⾎圧・脂質異常という危険因⼦を2つ以上持っている状態（以下「メタボリック

シンドローム」という。）の該当者及び予備群を減少させることを⽬的に、⾝体計測、

⾎圧、⾎中脂質検査、肝機能検査、⾎糖検査、尿検査、貧⾎検査、⼼電図検査、眼底

検査を内容とした特定健康診査を実施します。 

特定健康診査の結果、メタボリックシンドロームと判定された⼈には⽣活習慣改善の

ための特定保健指導を⾏います。 

 
(7) すこやか健診 

後期⾼齢者医療保険に加⼊している⼈を対象に、⽣活習慣病の早期発⾒、治療のた

め、特定健診と同じ内容の健診を実施します。 

また、質問票を⽤いて⾼齢者⼀⼈ひとりの状況を把握するとともに、介護等のリス

クのある⼈に対し、医療や介護など必要な⽀援につなぎます。 

 
(8) 人間ドック 

国⺠健康保険に加⼊している30歳以上の⼈と後期⾼齢者医療保険に加⼊している⼈

を対象に、病気の早期発⾒や治療のため、⼈間ドックを実施します。 

 
(9) 健康教育 

各地区の⽼⼈クラブや健康推進員等地域活動団体の依頼を受けて、ウォーキング・

栄養実習・元気体操・⽣活習慣病予防や健康づくりの講話等を実施します。 

 
(10) 健康相談 

すべての年齢層を対象として、住⺠が抱えている健康課題に対して、電話、⾯接、

訪問等により相談を実施します。 

 
(11) 高齢者の予防接種 

予防⽬的のため、定期予防接種及びその他任意接種にかかる費⽤助成を実施します。 
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(12) 体力測定 

⾃分の体⼒を知り、体⼒維持⼜は向上を図ることをねらいとして体⼒測定を実施し

ます。特に⾼齢者に対しては、定期的に１年に１回は体⼒測定を実施してもらえるよ

う、⽼⼈クラブをはじめ地域での介護予防教室参加者等に体⼒測定の実施について、

参加を呼びかけていきます。 
 

(13) 地域活動を推進する人財（人材）・グループの育成と活動への支援 

① 健康推進員 

「健康おおぐち２１計画」の推進役である健康推進員の地区活動の⽀援をします。 

② ポールウォーキングリーダー 

ポールウォーキングリーダー養成講座を受講したリーダーを中⼼にポールウォー

キングの普及に努めます。 
 

(14) おおぐち健康マイレージ事業 

運動や⾷事など⽇頃の⽣活習慣改善に向けた取り組みや、健診（検診）の受診、町

主催の健康講座やイベントへの参加など、健康づくりにチャレンジしてマイレージ

（ポイント）をためると、協⼒店で使える優待カード（あいち健康づくり応援カー

ド︕〜MyCa〜まいか）がもらえる「おおぐち健康マイレージ事業」を実施しています。 

本事業を推進し、⾼齢者のみならず、若いうちから主体的に健康づくりに取り組め

る環境を整えていきます。 
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基本方針３ 高齢者の活動を応援します           

１ 高齢者の就労・ボランティア活動の促進 

社会とのつながりを失うことがフレイルの⼊り⼝であるとも⾔われており、⾼齢者が

地域をはじめ社会の中で役割を担い、積極的に社会貢献することは、本⼈の⽣きがいと

介護予防につながります。また、⾼齢者のいきいきとした活動は、地域社会の活性化を

図る上で⼤きな⼒となることも期待されます。就労を中⼼に社会参加のできる機会づく

りや場づくりを積極的に推進していきます。 

 

(1) 大口町コミュニティー・ワークセンターの活用 

⾼齢者の増加とともに、⼤⼝町コミュニティー・ワークセンターの果たす役割がま

すます重要となってきています。組織の⾃⽴運営のための⽀援を⾏うとともに、⾼齢

者が就労を通して地域貢献ができるよう会員の増員や就業機会の拡⼤に努めます。 
 

(2) 高齢者の就労・雇用促進 

「⾼年齢者等の雇⽤の安定等に関する法律」では、定年の引上げ等の措置を求めて

いますが、実際には60歳定年の事業所は数多くあるのが現状です。⾼齢者の就労・雇

⽤促進については、関係機関と連携し、情報提供に努めます。 
 

(3) シルバーボランティアの促進 

⾼齢者は必ずしも⽀援を必要とするだけの存在ではなく、むしろ元気に⽣活・活動

している⼈が多くいます。⼦どもの登下校の⾒守り、⾼齢者相互の⾒守りといった地

域福祉はもとより、環境、防災等幅広い分野でのシルバーボランティアとの連携を図

り、地域活動の活性化を促進していきます。 
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２ 生きがいづくり・社会参加の促進 

⾼齢者が地域のつながりの中で、⽣活の質を⾼めたり、能⼒を向上させたり、⾃分⾃

⾝の⼈⽣を充実させる努⼒を続けることは、⽣きがいのある⼈⽣を送る上で重要なこと

であるとともに、活気ある地域づくりにも有効です。⾼齢者が⾃分のライフスタイルに

あった⽣きがいを⾒つけ、積極的に社会参加できるような環境を整えていきます。 

 

(1) 生涯学習等の充実 

学習活動、⽂化活動への参加を通し、⾼齢者の学習意欲を満たすとともに、仲間づ

くりの場として⾼齢者教室を開催していきます。運営や講座の内容等について、⾼齢

者が主体的に参加できる体制をとり、地域の学習等共同利⽤施設等での⾃主的な開催

を⽀援し、⾼齢者のニーズに応じた魅⼒ある教室づくりに努めるとともに、活動成果

の発表機会の創出に努め、学習意欲の向上と⽣きがいづくりを進めます。 

また、介護予防のための健康づくり（機能回復訓練）教室などの充実をめざします。 
 

(2) スポーツの促進 

⽣きがいや健康づくりとしてより多くの⾼齢者が、ウォーキング、ポールウォーキ

ング、グラウンドゴルフなどの軽スポーツに親しむことができるよう、多種多様な軽

スポーツの普及を図るとともに、⽇ごろ⾏っているスポーツを通じて、より多くの⼈

との交流が図れる環境づくりの整備を図ります。 
 

(3) 老人クラブの活性化 

家族形態、⾼齢期の過ごし⽅、地域との結びつき等の変化に伴い、⾼齢者の暮らし

や地域社会における役割も変わってきています。⽼⼈クラブの活性化には、会員増が

必要不可⽋であり、第⼀に⽼⼈クラブへの加⼊を促進します。また、活動の充実を図

るため、事業の展開にあたっては、地域の実情に合わせて会員との協働で開催します。 
 

(4) 地域高齢者サロンの推進 

⾼齢者の⽣きがいづくりや⾒守り活動の⼀環として、地域の⾝近な場所に、⾼齢者

をはじめとする多くの地域住⺠の集いの場をつくるサロン活動を推進します。さらに

は、地域の実情にあわせて展開されるサロン活動が、地域内における介護予防や⽣活

⽀援の⼀翼を担う事業へと展開できるよう、社会福祉協議会や地域づくり担当課と連

携して⽀援します。 
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(5) 地域交流事業の促進 

各児童センターと⽼⼈クラブとの交流など、⾼齢者と⼦どもの交流の場づくりに努

めています。今後も、多世代間の交流を促進するとともに、地域において⾼齢者の経

験や知識が活かされるよう、様々な地域活動への⾼齢者の参加を求めていきます。 
 

(6) 老人福祉センターの活用 

⾼齢者の健康づくりや⽣きがい活動の拠点として位置づけ、指定管理者制度により

住⺠による施設運営を⾏っています。⾼齢者をはじめ地域住⺠の経験や知識を活かす

ことのできる施設として、サービス内容の充実を図るとともに、住⺠主体の地域福祉

活動の展開を図っていきます。 
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３ 高齢者が安心して活動できる環境づくり 

⾼齢者や障がい者の⾃⽴と社会参加を促進するためには、建築物、道路、交通機関な

どの物理的な障壁をなくして、負担の軽減を図る必要があります。⾼齢者や障がい者の

みならず、あらゆる⼈に配慮したユニバーサルデザインの考え⽅に基づき、建築物、道

路、公園、公共交通機関の施設等の整備を推進します。なお、これは、「誰⼀⼈取り残さ

ない」というSDGs(持続可能な開発⽬標)の理念に合致するものであり、年齢や障がいの

有無に関わらず、誰もが普通に暮らせるまちをめざします。 

 

(1) こころのバリアフリー化 

⾼齢者の⽇常⽣活や社会参加を妨げているバリアは、建築物や道路などのハード⾯

に限ったことではありません。すべての住⺠が介護、認知症など⾼齢者を取り巻く課

題を正しく理解することにより、⾼齢者はいきいきと地域で⽣活することができます。

⾼齢者に対する理解が進み、若い世代が⾼齢者のこれまで歩んできた⼈⽣を敬うこと

ができるよう、啓発活動とともに多世代にわたる交流活動を推進します。 
 

(2) 情報のバリアフリー化 

⾼齢者に⽣活上の必要な情報や福祉サービスに関する情報が、迅速かつ正確に届く

よう広報、パンフレット等にはできる限りわかりやすい⾔葉で、⾒やすい⽂字を使⽤

するよう⼼がけます。 

また、⽬の不⾃由な⾼齢者のために⾳声等による情報提供を充実させます。 
 

(3) 公共的施設等のバリアフリー化 

バリアフリーに関する法律、条例等に基づき、公共施設、⺠間の公共的施設のバリ

アフリー化を推進していきます。 

また、⾼齢者をはじめとする利⽤者等からの意⾒・要望を聴き、担当部署との連携

を密にし、利⽤しやすい施設づくりをめざします。 
 

(4) 外出支援サービス事業 

⾼齢者の通院、買い物、社会参加を⽀援するため、本⼈が町⺠税⾮課税で、要介護

認定者、75歳以上のひとり暮らし⾼齢者及び⾼齢者世帯の⼈または80歳以上の⼈を対

象にタクシーの基本料⾦、若しくはコミュニティバスの利⽤料⾦を助成します。 



45 

また、運転免許証の返納者に対しては、引き続き、外出の機会を確保することがで

きるよう、コミュニティバスの回数券を交付します。 

さらに、リフト付き⾞輌の送迎など福祉輸送サービスにかかる⺠間事業者や福祉有

償運送にかかるＮＰＯ等の参⼊を促進します。 

図表32 外出支援サービス事業の実績 

区    分 2021（令和３）年度 2022（令和４）年度 2023（令和５）年度 

発行者数 
計画値 540 560 560 

実績値 533 554 575 

※2023（令和５）年度の実績値は見込み 

図表33 外出支援サービス事業の見込み 

区    分 2024（令和６）年度 2025（令和７）年度 2026（令和８）年度 

発行者数 600 620 640 

 
(5) コミュニティバスの利用促進 

⾼齢者の積極的な外出や社会参加を⽀援するため、コミュニティバスの周知を図る

とともに、利⽤者の声を聞きながら、コミュニティバスの利⽤しやすい環境を整備し、

利便性の向上を図ります。 
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基本方針４ 在宅での介護を応援します           

１ 居宅サービスの充実 

推計した要⽀援・要介護認定者数から、施設・居住系サービス受給者の推計値を引い

たものが居宅サービス受給対象者数です。この居宅サービス受給対象者数に、2022（令

和４）年度〜2023（令和５）年度の利⽤率の伸びをベースに⾼齢者のみの世帯の増加な

ど居宅介護をめぐる情勢の変化などを勘案して設定した受給率を乗じて、居宅サービス

受給者数を推計しました。 

 

図表34 居宅サービス受給対象者数 単位：人 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

要支援 145 145 154 155 156 163 173 177 183 191 201 

要介護 444 461 472 498 521 543 612 661 679 687 713 

合 計 589 606 626 653 677 706 785 838 862 878 914 
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(1) 訪問介護 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、介護給付113⼈で、１⼈あたりの⽉平均

利⽤回数は35.2回です。なお、予防給付は2017（平成29）年度から地域⽀援事業に

移⾏をしています。 

 

 見込み  

認定者数の増加に伴いサービス量も増加し、2022（令和４）年度と⽐較して、

2026（令和８）年度には1.12倍、2040（令和22）年度には1.45倍、2050（令和32）

年度には1.52倍となる⾒込みです。 

図表35 訪問介護の利用者数とサービス量 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
101 113 119 118 124 129 142 153 159 156 168 

サービス量 

（回／月） 
3,987 3,977 4,710 4,133 4,335 4,474 4,960 5,338 5,747 5,427 6,038 

 

図表36 訪問介護のサービス量の推移 
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(2) 訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、予防給付０⼈、介護給付10⼈です。介

護給付の１⼈あたりの⽉平均利⽤回数は5.4回です。 

 

 見込み  

予防給付はこれまでの実績から、今後も利⽤はほとんどない⾒込みです。介護給付

は認定者数の増加に伴いサービス量も増加し、2022（令和４）年度と⽐較して、

2026（令和８）年度には1.09倍、2040（令和22）年度及び2050（令和32）年度に

は1.46倍となる⾒込みです。 

図表37 訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護の利用者数とサービス量 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

サービス量 

（回／月） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
10 10 8 10 10 11 13 13 15 15 15 

サービス量 

（回／月） 
49 54 50 52 52 59 70 70 79 79 79 

 

図表38 訪問入浴介護のサービス量の推移（介護給付） 
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(3) 訪問看護・介護予防訪問看護 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、予防給付３⼈、介護給付45⼈です。１

⼈あたりの⽉平均利⽤回数は予防給付6.0回、介護給付8.5回です。 

 

 見込み  

予防給付、介護給付ともに認定者数の増加に伴いサービス量も増加し、2022（令和

４）年度と⽐較して、2026（令和８）年度には予防給付2.33倍、介護給付1.15倍、

2040（令和22）年度には予防給付2.56倍、介護給付1.46倍となり、さらに介護給付

は2050（令和32）年度には1.50倍となる⾒込みです。 

医療的ケアを必要とする⽐較的重度の⼈でも在宅⽣活が継続でき、⽣活の質の向上

が図れるようサービス提供事業者との連携のもと、利⽤の促進を図っていきます。 

図表39 訪問看護・介護予防訪問看護の利用者数とサービス量 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
2 3 7 8 8 8 8 8 9 9 9 

サービス量 

（回／月） 
10 18 83 42 42 42 42 42 46 46 46 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
44 45 53 46 49 50 55 60 63 61 65 

サービス量 

（回／月） 
488 383 517 402 431 441 485 530 560 539 574 

 

図表40 訪問看護・介護予防訪問看護のサービス量の推移 
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(4) 訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、予防給付８⼈、介護給付28⼈です。１

⼈あたりの⽉平均利⽤回数は予防給付11.4回、介護給付12.8回です。 

 

 見込み  

予防給付はサービス量が微増し、2022（令和４）年度と⽐較して、2026（令和８）

年度及び2040（令和22）年度には1.20倍、2050（令和32）年度には1.33倍になる

と⾒込んでいます。介護給付は認定者数の増加に伴いサービス量も増加し、2022（令

和４）年度と⽐較して、2026（令和８）年度には1.25倍、2040（令和22）年度及び

2050（令和32）年度には1.65倍となる⾒込みです。 

利⽤者の⾝体機能の維持向上を図り、⾃⽴⽣活への復帰をめざせるよう利⽤を促進

するとともに、供給体制の確保に努めます。 

図表41 訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーションの利用者数とサービス量 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
7 8 11 8 9 10 10 10 10 11 11 

サービス量 

（回／月） 
69 91 109 88 100 109 109 109 109 121 121 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
28 28 27 30 32 32 37 39 42 42 42 

サービス量 

（回／月） 
404 359 387 416 447 447 510 540 592 592 592 

 

図表42 訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーションのサービス量の推移 

 

 

 

 

  
404 359 387 416 447 447 510 540 592 592 592

69 91 109 88 100 109
109 109

109 121 121
473 450

496 504 547 556
619 649

701 713 713

0

400

800

2021

(令３)

年度

2022

(令４)

年度

2023

(令５)

年度

2024

(令６)

年度

2025

(令７)

年度

2026

(令８)

年度

2030

(令12)

年度

2035

(令17)

年度

2040

(令22)

年度

2045

(令27)

年度

2050

(令32)

年度

予防給付 介護給付
(回／月)



51 

(5) 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、予防給付５⼈、介護給付124⼈です。 

 

 見込み  

予防給付は2023（令和５）年度に利⽤者の⼤幅な増加が⾒込まれることから、

2022（令和４）年度と⽐較して、2026（令和８）年度及び2040（令和22）年度に

は1.60倍、2050（令和32）年度には2.00倍になると⾒込みました。介護給付は認定

者数の増加に伴い利⽤者数も増加し、2022（令和４）年度と⽐較して、2026（令和

８）年度には1.16倍、2040（令和22）年度には1.47倍、2050（令和32）年度には

1.53倍となる⾒込みです。 

図表43 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導の利用者数 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
2 5 11 8 8 8 8 8 8 9 10 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
112 124 135 133 139 144 163 174 182 179 190 

 

図表44 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導の利用者数の推移 
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(6) 通所介護 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、介護給付187⼈で、１⼈あたりの⽉平均

利⽤回数は12.9回です。なお、予防給付は2017（平成29）年度から地域⽀援事業に

移⾏をしています。 

 

 見込み  

認定者数の増加に伴いサービス量も増加し、2022（令和４）年度と⽐較して、

2026（令和８）年度には1.15倍、2040（令和22）年度には1.40倍、2050（令和32）

年度には1.46倍となる⾒込みです。 

図表45 通所介護の利用者数とサービス量 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
177 187 182 197 207 215 238 254 261 260 274 

サービス量 

（回／月） 
2,362 2,408 2,260 2,527 2,658 2,760 3,061 3,266 3,369 3,330 3,525 

 

図表46 通所介護のサービス量の推移 
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(7) 通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、予防給付15⼈、介護給付87⼈です。介

護給付の１⼈あたりの⽉平均利⽤回数は10.2回です。 

 

 見込み  

予防給付、介護給付ともに認定者数の増加に伴いサービス量も増加し、2022（令和

４）年度と⽐較して、2026（令和８）年度には予防給付は利⽤者ベースで1.13倍、

介護給付は回数ベースで1.15倍、2040（令和22）年度には予防給付1.20倍、介護給

付1.38倍、2050（令和32）年度には予防給付1.33倍、介護給付1.44倍となる⾒込み

です。 

図表47 通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーションの利用者数とサービス量 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
17 15 17 15 15 17 17 18 18 19 20 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
81 87 83 92 95 100 111 118 120 120 126 

サービス量 

（回／月） 
850 887 950 935 966 1,018 1,130 1,203 1,220 1,223 1,281 

図表48 介護予防通所リハビリテーションの利用者数の推移（予防給付） 

 

 

 

 

 

図表49 通所リハビリテーションのサービス量の推移（介護給付） 
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(8) 認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護【地域密着型サービス】 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、予防給付１⼈、介護給付８⼈です。１⼈

あたりの⽉平均利⽤回数は予防給付5.0回、介護給付10.6回です。 

 

 見込み  

予防給付のサービス量は、2022（令和４）年度と⽐較して、2026（令和８）年度

には3.00倍になりますが、その後は横這いになると⾒込まれます。介護給付は認知症

⾼齢者の増加に伴いサービス量も増加し、2022（令和４）年度と⽐較して、2026

（令和８）年度には1.39倍、2040（令和22）年度には1.61倍、2050（令和32）年

度には1.75倍となる⾒込みです。 

認知症の重度化予防として有効な専⾨的なケアが受けられるサービスであり、今後、

認知症⾼齢者の増加に伴い必要度はさらに⾼まると考えられます。 

図表50 認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護の利用者数とサービス量 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
1 1 1 2 2 2 2 2 2 2 2 

サービス量 

（回／月） 
9 5 4 15 15 15 15 15 15 15 15 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
8 8 19 10 11 11 13 13 13 14 14 

サービス量 

（回／月） 
74 85 164 106 118 118 137 137 137 149 149 

 

図表51 認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護のサービス量の推移 
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(9) 地域密着型通所介護【地域密着型サービス】 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は16⼈で、１⼈あたりの⽉平均利⽤回数は

9.9回です。 

 

 見込み  

認定者数の増加に伴いサービス量も増加し、2022（令和４）年度と⽐較して、

2026（令和８）年度には1.21倍、2040（令和22）年度には1.40倍、2050（令和32）

年度には1.52倍となる⾒込みです。 

図表52 地域密着型通所介護の利用者数とサービス量 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
18 16 19 19 20 20 22 23 23 24 25 

サービス量 

（回／月） 
152 159 177 182 192 192 212 222 222 232 242 

 

図表53 地域密着型通所介護のサービス量の推移 
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(10) 定期巡回・随時対応型訪問介護看護【地域密着型サービス】 

 現 状  

2023（令和５）年12⽉現在、町内に該当のサービス提供施設はなく、利⽤者はあ

りません。 

 

 見込み  

第９期は整備を予定していないため、サービス量が⾒込めません。ただし、地域包

括ケアシステムの推進という観点から重要なサービスであるため、需要動向を注視し

ながら本町における必要性について協議していきます。 

 

(11) 夜間対応型訪問介護【地域密着型サービス】 

 現 状  

2023（令和５）年12⽉現在、町内に該当のサービス提供施設はなく、利⽤者はあ

りません。 

 

 見込み  

第９期は整備を予定していないため、サービス量が⾒込めません。ただし、地域包

括ケアシステムの推進という観点から重要なサービスであるため、需要動向を注視し

ながら本町における必要性について協議していきます。 

  



57 

(12) 小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護【地域密着型サービス】 

 現 状  

2023（令和５）年12⽉現在、町内に該当のサービス提供施設はなく、利⽤者はあ

りません。 

 見込み  

第９期は整備を予定していないため、サービス量が⾒込めません。ただし、在宅介

護の可能性を⾼めるという観点から重要なサービスであるため、中⻑期的な視野では

介護給付において利⽤を⾒込むとともに、内容の周知を図りつつ、需要動向を注視し

ながら第10期以降での整備を検討します。 

図表54 小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護の利用者数 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 0 0 0 28 31 31 32 33 

図表55 小規模多機能型居宅介護の利用者数の推移（介護給付） 
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 現 状  

2023（令和５）年12⽉現在、町内に該当のサービス提供施設はなく、利⽤者はあ

りません。 

 見込み  

第９期は整備を予定していないため、サービス量が⾒込めません。ただし、地域包

括ケアシステムの推進という観点から重要なサービスであるため、需要動向を注視し

ながら本町における必要性について協議していきます。  
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(14) 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、予防給付１⼈、介護給付42⼈です。１

⼈あたりの⽉平均利⽤⽇数は予防給付3.0⽇、介護給付10.4⽇です。 

 

 見込み  

予防給付はこれまでの実績から、今後も利⽤は少ないと⾒込まれます。介護給付は

認定者数の増加に伴いサービス量も増加し、2022（令和４）年度と⽐較して、2026

（令和８）年度には1.24倍、2040（令和22）年度には1.64倍、2050（令和32）年

度には1.66倍となる⾒込みです。 

介護者のレスパイト（負担軽減）の観点から、在宅介護の限界点を⾼めるために有

効なサービスであり、緊急なニーズに対応できる提供体制が整うよう事業者との連携

を図ります。 

図表56 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護の利用者数とサービス量 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
1 1 0 2 2 2 2 2 2 2 2 

サービス量 

（日／月） 
6 3 0 19 19 19 19 19 19 19 19 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
49 42 46 47 50 50 58 62 65 65 67 

サービス量 

（日／月） 
570 435 638 501 539 539 626 680 713 705 721 

 

図表57 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護のサービス量の推移 
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(15) 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、予防給付０⼈、介護給付７⼈です。介護

給付の１⼈あたりの⽉平均利⽤⽇数は8.7⽇です。 

 

 見込み  

予防給付はこれまでの実績から、今後も利⽤はほとんどないと⾒込まれます。介護

給付は認定者数の増加に伴いサービス量も増加し、2022（令和４）年度と⽐較して、

2026（令和８）年度には1.51倍、2040（令和22）年度及び2050（令和32）年度に

は1.61倍となる⾒込みです。 

図表58 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護の利用者数とサービス量 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

サービス量 

（日／月） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
3 7 8 8 8 9 9 10 10 10 10 

サービス量 

（日／月） 
29 61 72 83 83 92 92 98 98 98 98 

 

図表59 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護のサービス量の推移（介護給付） 
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(16) 福祉用具貸与・介護予防福祉予防貸与 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、予防給付76⼈、介護給付295⼈です。 

 

 見込み  

予防給付、介護給付ともに認定者数の増加に伴い利⽤者数も増加し、2022（令和４）

年度と⽐較して、2026（令和８）年度には予防給付1.11倍、介護給付1.15倍、2040

（令和22）年度には予防給付1.22倍、介護給付1.39倍、2050（令和32）年度には予

防給付1.34倍、介護給付1.47倍となる⾒込みです。 

福祉⽤具の利⽤により利⽤者の⾃⽴を阻害することがないよう、適切な福祉⽤具選

択に関する情報提供等に努めます。 

図表60 福祉用具貸与・介護予防福祉予防貸与の利用者数 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
71 76 81 79 82 84 87 91 93 97 102 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
272 295 302 307 324 338 373 400 410 409 433 

 

図表61 福祉用具貸与・介護予防福祉予防貸与の利用者数の推移 

 

 

 

 

  
272 295 302 307 324 338 373 400 410 409 433

71 76 81 79 82 84
87 91 93 97 102

343 371 383 386 406 422
460 491 503 506 535

0

250

500

2021

(令３)

年度

2022

(令４)

年度

2023

(令５)

年度

2024

(令６)

年度

2025

(令７)

年度

2026

(令８)

年度

2030

(令12)

年度

2035

(令17)

年度

2040

(令22)

年度

2045

(令27)

年度

2050

(令32)

年度

予防給付 介護給付
(人／月)



61 

(17) 特定福祉用具購入費・特定介護予防福祉用具購入費 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、予防給付２⼈、介護給付４⼈です。 

 

 見込み  

予防給付はこれまでの実績からおおむね横這いになると⾒込んでいます。介護給付

は認定者数の増加に伴い利⽤者数も増加し、2022（令和４）年度と⽐較して、2026

（令和８）年度には1.50倍、2040（令和22）年度には1.75倍、2050（令和32）年

度には2.25倍となる⾒込みです。 

福祉⽤具の利⽤により利⽤者の⾃⽴を阻害することがないよう、適切な福祉⽤具選

択に関する情報提供等に努めます。 

図表62 特定福祉用具購入費・特定介護予防福祉用具購入費の利用者数 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
1 2 1 2 2 2 2 2 2 2 2 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
4 4 5 6 6 6 6 7 7 8 9 

 

図表63 特定福祉用具購入費・特定介護予防福祉用具購入費の利用者数の推移 
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(18) 住宅改修費・介護予防住宅改修費 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、予防給付１⼈、介護給付２⼈です。 

 

 見込み  

予防給付、介護給付ともにこれまでの実績からおおむね横這いになると⾒込んでい

ます。 

在宅介護の限界点を⾼めるために、介護⽀援専⾨員との連携により利⽤の促進を図

り、介護に適した住環境の整備を進めます。 

また、利⽤者の⼀時的な負担を軽減するため、引き続き償還払いと受領委任払いを

併⽤していきます。 

図表64 住宅改修費・介護予防住宅改修費の利用者数 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
2 1 2 2 2 2 2 2 2 2 2 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
3 2 3 4 4 4 4 4 4 4 5 

 

図表65 住宅改修費・介護予防住宅改修費の利用者数の推移 
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(19) 居宅介護支援・介護予防支援 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、予防給付85⼈、介護給付411⼈です。 

 

 見込み  

予防給付、介護給付ともに認定者数の増加に伴い利⽤者数も増加し、2022（令和４）

年度と⽐較して、2026（令和８）年度には予防給付1.11倍、介護給付1.15倍、2040

（令和22）年度には予防給付1.22倍、介護給付1.39倍、2050（令和32）年度には予

防給付1.34倍、介護給付1.46倍となる⾒込みです。 

図表66 居宅介護支援・介護予防支援の利用者数 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
81 85 94 88 92 94 97 102 104 110 114 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
382 411 418 431 453 471 522 558 573 573 602 

 

図表67 居宅介護支援・介護予防支援の利用者数の推移 
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２ 施設・居住系サービスの充実 

施設・居住系サービスのサービス量を⾒込むにあたっては、町内にある既存施設の定

員を考慮して推計しました。 

 

図表68 施設・居住系サービスの利用者数の推計 単位：人 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

施設利用者数  （Ａ） 110 115 127 128 130 132 138 149 152 150 157 

うち要介護４・５ 

（施設利用者に対する割合） 

60 57 69 65 67 71 71 77 74 78 76 

54.5% 49.6% 54.3% 50.8% 51.5% 53.8% 51.4% 51.7% 48.7% 52.0% 48.4% 

 介護老人福祉施設 71 73 78 78 79 80 80 85 87 86 89 

 介護老人保健施設 39 42 49 50 51 52 58 64 65 64 68 

 
介護療養型医療施設

（介護医療院） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 
地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

居住系サービス利用者数 

（Ｂ） 
23 28 31 33 34 35 42 46 46 46 48 

 
介護予防特定施設入居

者生活介護 
1 2 1 2 2 2 2 2 2 2 3 

 
特定施設入居者生活介

護 
6 9 12 13 14 15 17 19 19 19 19 

 
介護予防認知症対応型

共同生活介護 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 
認知症対応型共同生活

介護 
16 17 18 18 18 18 23 25 25 25 26 

 
地域密着型特定施設入

居者生活介護 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合   計（＝Ａ＋Ｂ） 133 143 158 161 164 167 180 195 198 196 205 

 

  



65 

(1) 特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、予防給付２⼈、介護給付９⼈です。

2023（令和５）年12⽉現在、町内に該当サービスの提供事業所は整備されていませ

ん。 

 

 見込み  

第９期は、新たな施設整備計画はありませんが、近隣の既存施設の利⽤を勘案し、

2026（令和８）年度の利⽤者は予防給付２⼈、介護給付15⼈と⾒込みます。 

図表69 特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護の利用者数 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
1 2 1 2 2 2 2 2 2 2 3 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
6 9 12 13 14 15 17 19 19 19 19 

 

図表70 特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護の利用者数の推移 
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(2) 地域密着型特定施設入居者生活介護【地域密着型サービス】 

 現 状  

2023（令和５）年12⽉現在、町内に該当のサービス提供施設はなく、利⽤者はあ

りません。 
 
 見込み  

第９期は新たな施設整備計画がないため、サービス量は⾒込みません。 

 

(3) 認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護【地域密着型サービス】 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は、予防給付０⼈、介護給付17⼈です。

2023（令和５）年12⽉現在、町内には該当施設が２か所（定員18⼈）整備されてい

ます。 
 
 見込み  

予防給付はこれまでの実績から、今後も利⽤は⾒込みません。介護給付は近隣の既

存施設の利⽤を勘案し、2026（令和８）年度の利⽤者は18⼈と⾒込みます。 

図表71 認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護の利用者数 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

予
防
給
付 

利用者数 

（人／月） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

介
護
給
付 

利用者数 

（人／月） 
16 17 18 18 18 18 23 25 25 25 26 

 
図表72 認知症対応型共同生活介護の利用者数の推移（介護給付） 
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(4) 介護老人福祉施設 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は73⼈です。2023（令和５）年12⽉現在、

町内には該当施設が１か所（定員80⼈）整備されています。 

 

 見込み  

第９期は新たな施設整備計画はありませんが、近隣の既存施設の利⽤を勘案し、

2026（令和８）年度の利⽤者は80⼈と⾒込みます。 

図表73 介護老人福祉の利用者数 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

利用者数 

（人／月） 
71 73 78 78 79 80 80 85 87 86 89 

 
図表74 介護老人福祉施設の利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 

(5) 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護【地域密着型サービス】 

 現 状  

2023（令和５）年12⽉現在、町内に該当のサービス提供施設はなく、利⽤者はあ

りません。 

 

 見込み  

第９期は新たな施設整備計画がないため、サービス量は⾒込みません。 
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(6) 介護老人保険施設 

 現 状  

2022（令和４）年度の⽉平均利⽤者数は42⼈です。2023（令和５）年12⽉現在、

町内には該当施設が１か所（定員118⼈）整備されています。 

 

 見込み  

第９期は新たな施設整備計画はありませんが、近隣の既存施設の利⽤を勘案し、

2026（令和８）年度の利⽤者は52⼈と⾒込みます。 

図表75 介護老人保健施設の利用者数 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

利用者数 

（人／月） 
39 42 49 50 51 52 58 64 65 64 68 

 
図表76 介護老人保健施設の利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 
(7) 介護療養型医療施設・介護医療院 

 現 状  

2023（令和５）年12⽉現在、町内に該当のサービス提供施設はなく、利⽤者はあ

りません。 

 

 見込み  

第９期は新たな施設整備計画がないため、サービス量は⾒込みません。 
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３ 地域密着型サービスの充実 

地域密着型サービスは、要介護者等の地域での⽣活を⽀えるサービスであり、地域包

括ケアシステムを推進する上で重要なサービスです。 

事業者の指定及び指導・監督については、⼤⼝町が直接⾏います。 

９種類のサービスのうち、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、⼩規模多機能型居宅

介護及び看護⼩規模多機能型居宅介護については、ひとり暮らし⾼齢者や⾼齢者のみの

世帯が増える中、施設を選択することなく、できる限り在宅介護を継続するためには有

効なサービスであると考えられるため、需要動向に注視しながら町内における事業導⼊

を検討していきます。ただし、これらのサービスは、⼈⼝が密集した都市部での実施を

想定したものであるため、本町での事業実施にあたっては慎重に検討していきます。 

その他のサービスについては、現時点では、需要を満たしていると考えられるため、

第９期においては整備を⾏いません。 

 

 

 

 

  

 
・夜間対応型訪問介護 
・認知症対応型通所介護（介護予防認知症対応型通所介護） 
・⼩規模多機能型居宅介護（介護予防⼩規模多機能型居宅介護） 
・認知症対応型共同⽣活介護（介護予防認知症対応型共同⽣活介護） 
・地域密着型特定施設⼊居者⽣活介護〈定員29⼈以下の有料⽼⼈ホーム〉 
・地域密着型介護⽼⼈福祉施設⼊所者⽣活介護〈定員29⼈以下の特別養護⽼⼈ホーム〉 
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
・看護⼩規模多機能型居宅介護［複合型サービス］ 
・地域密着型通所介護 

【地域密着型サービスの種類】 
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４ 自立支援・重度化予防の取り組み 

2018（平成30）年度の介護保険制度改正により、介護保険事業計画に、⾼齢者の地

域における⾃⽴した⽇常⽣活の⽀援、介護予防⼜は重度化防⽌の取組とその⽬標を設定

することが規定されました。そこで、第９期計画の事業のうち、⾼齢者の⾃⽴⽀援・重

度化防⽌に資する事業について、その事業量を表す活動（アウトプット）指標と、その

成果を表す成果（アウトカム）指標を設定して評価を⾏います。 

(1) 第８期の評価 

＜アウトプット指標＞ 

本町では、第８期において、介護予防及び住⺠の⽀えあいに資する事業等の参加者

等をアウトプット指標として設定しました。 

新型コロナウイルス感染症の影響により、⼀般介護予防事業への参加者は減少して

おり、通所型サービスＢの実施にも⾄りませんでしたが、地域活動は少しずつ取り戻

されつつあります。 

図表77 事業量を表すアウトプット指標の目標と実績 

指 標 

基準値 

目標 

実 績 

2019 

(令和元)年度 

2021 

(令和３)年度 

2022 

(令和４)年度 

2023 

(令和５)年度 

通所型サービスＢ（住民主体

による支援）利用者数 
0人 増加 0人 0人  

 実施箇所数（通いの場） 0か所 増加 0か所 0か所  

介護予防教室【一般介護予防

事業】参加者数 
758人 増加 79人 524人  

地域での介護予防教室（老人

クラブを含む）【一般介護予防

事業】参加者数 

1,047人 増加 373人 556人  

 

＜アウトカム指標＞ 

本町では、第８期において、介護保険の給付費の抑制をアウトカム指標として設定

しました。 

2021（令和３）年度は、2020（令和２）年度に⽐べ、75歳以上の⾼齢者が3.5％

増加したのに対し、給付費は7.7％増と⽬標は未達成でしたが、2022（令和４）年度

は、2021（令和３）年度に⽐べ、75歳以上の⾼齢者が5.8％増加したのに対し、給付

費は3.7％増と⽬標を達成できました。 
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図表78 成果を表すアウトカム指標の目標と実績 

指 標 目標 

実 績 

 2021 

(令和３)年度 

2022 

(令和４)年度 

2023 

(令和５)年度 

介護保険の総給付

費の対前年比（増

加率） 

75歳以上の高齢者

数の前年比（増加

率）を上回らない 

評    価 未達成 達成 

 給  付  費 7.7％増 3.7％増 

75歳以上人口 3.5％増 5.8％増 

※75歳以上人口は、各年度末の75歳以上の第１号被保険者数 

資料：介護保険事業状況報告 

(2) 第９期の展開 

＜アウトプット指標＞ 

本町における第９期の⾼齢者の地域における⾃⽴した⽇常⽣活の⽀援、介護予防⼜

は重度化防⽌の取組とその⽬標は、国の基本指針において、通いの場の推進⽬標とし

て掲げられた、「通いの場に参加する⾼齢者の割合を2025年までに８％とする」とい

う努⼒⽬標を勘案するとともに、計画の継続性を考慮し、アウトプット指標は第８期

と同様の項⽬とします。 

図表79 事業量を表すアウトプット指標 

評価指標 
2022（令和４年度） 

実績 
目標 

通所型サービスＢ（住民主体による支援）利用者数 0人 増加 

実施箇所数（通いの場） 0か所 増加 

介護予防教室【一般介護予防事業】参加者数 524人 増加 

地域での介護予防教室（老人クラブを含む）【一般介護

予防事業】参加者数 
556人 増加 

 

＜アウトカム指標＞ 

本町における第９期の⾼齢者の地域における⾃⽴した⽇常⽣活の⽀援、介護予防⼜

は重度化防⽌の取組とその⽬標のアウトカム指標は、アウトプット指標と同様に、計

画の継続性を考慮し、第８期の指標を継承します。 

図表80 成果を表すアウトカム指標 

評価指標 目標 

介護保険の総給付費の対前年比（増加率） 75歳以上の高齢者数の前年比（増加率）を上回らない 
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５ 市町村特別給付の充実 

市町村特別給付は、介護保険制度の中で市町村が実情に合わせて独⾃にサービスを定

めることができるものです。財源は65歳以上の第１号被保険者の介護保険料となりま

す。 

本町では、介護保険制度の趣旨に⽴ち返って、在宅介護を推進するために、要介護者

の⽣活の質の向上と介護者の負担軽減を図ることができるよう、介護⽤品購⼊⽀援費及

び介護保険在宅サービス利⽤⽀援費の⽀給を市町村特別給付として⾏っています。 

 

(1) 介護用品購入支援費支給 

在宅介護を推進するため、要介護認定者の居宅における⽣活の維持と⽣活の質の向

上を図ることができるよう、引き続き、紙おむつ等の介護⽤品の購⼊について、費⽤

の⼀部を⽀援費として⽀給します。 

【対象者】 

居宅で要介護３以上の認定を受けた者（有料⽼⼈ホーム及びケアハウス⼊居者並び

に医療機関⼊院者は除く）を対象とします。 

【⽀給⾦額】 

⽀給上限⽉額は、利⽤者の介護保険サービスの利⽤負担割合に応じ、次のとおりと

します。 

介護サービス利⽤負担割合 ⽀給上限⽉額 

１割 4,500円 

２割 4,000円 

３割 3,500円 

 

【対象品⽬】 

防⽔シーツ、紙おむつ、リハビリパンツ、尿取りパット、おむつ、おむつカバー 

図表81 介護用品購入支援費支給の見込み 

区    分 
実績 見込み 

2022(令和４)年度 2024(令和６)年度 2025(令和７)年度 2026(令和８)年度 

利用件数（件） 246 266 277 288 
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(2) 介護保険在宅サービス利用支援費支給 

要⽀援・要介護認定者等の居宅における⽣活の維持と⽣活の質の向上を図るため、

低所得者を対象に、通所介護及び通所リハビリテーション利⽤時の⾷費について、引

き続き、費⽤の⼀部を⽀援費として⽀給します。 

【対象者】 

介護保険料所得段階が第１段階から第３段階に該当する要⽀援・要介護認定者⼜は

総合事業の対象者で、通所系サービス利⽤者を対象とします。 

【⽀給⾦額】 

介護保険料段階に応じた１⾷当たりの⽀給額に利⽤⽇数を乗じた⾦額(１⽉当たり

4,500円上限）と１⽉分の実際の⽀払い額のいずれか低い⾦額となります。 

介護保険料段階 １⾷当たりの⽀給額 

第１段階 300円 

第２段階 200円 

第３段階 100円 

【対象となる介護サービス】 

通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護、地域密着型通所介護、

介護予防通所リハビリテーション、介護予防認知症対応型通所介護、総合事業の通所

型サービス 

 

図表82 介護保険在宅サービス利用支援費支給の見込み 

区    分 
実績 見込み 

2022(令和４)年度 2024(令和６)年度 2025(令和７)年度 2026(令和８)年度 

利用件数（件） 313 315 318 320 
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６ 介護給付の適正化の推進 

介護保険財政の健全化と質の⾼いサービスを利⽤者に提供するため、ケアプラン点検

等の介護給付適正化事業を実施します。 

第８期までは、国の基本指針により、「要介護認定の適正化」「ケアプランの点検」「福

祉⽤具貸与・購⼊及び住宅改修の点検」「縦覧点検・医療情報との突合」および「介護給

付費通知」の５つの事業を保険者が取り組むべき主要事業として位置づけられており、

本町では、この主要５事業すべてに取り組んできました。 

第９期からは、基本指針の⾒直しにより、費⽤対効果を⾒込みづらい「介護給付費通

知」が除外されるとともに、効率化を図るため「福祉⽤具貸与・購⼊及び住宅改修の点

検」が「ケアプラン点検」に統合され、３事業が給付適正化主要事業として再編されま

した。したがって、第９期においては、「要介護認定の適正化」「ケアプランの点検」「縦

覧点検・医療情報との突合」を実施します。 
 

(1) 要介護認定の適正化 

要介護認定の変更認定⼜は、更新認定に係る認定調査の内容について、訪問⼜は、

書⾯等の審査を通じて町職員が点検します。 

 

(2) ケアプランの点検 

介護⽀援専⾨員が作成した居宅介護サービス計画、介護予防サービス計画の記載内

容について、事業者に資料提出を求め⼜は、訪問調査を⾏い、点検及び⽀援するとと

もに適切な指導に努めます。 

 

(3) 縦覧点検・医療情報との突合 

① 縦覧点検 

受給者ごとに複数⽉にまたがる介護報酬の⽀払状況（請求明細書内容）を確認し、

提供されたサービスの整合性、算定回数・算定⽇数等の点検を⾏います。 
 

② 医療情報との突合 

医療担当部署との連携を図りつつ、受給者の後期⾼齢者医療や国⺠健康保険の⼊

院情報と介護保険の給付情報を突合し、給付⽇数や提供されたサービスの整合性の

点検を⾏います。  
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７ 介護人財（人材）の確保と育成 

⾼齢化が進む中、介護を担う⼈財（⼈材）の不⾜が課題となっています。今後、団塊ジ

ュニア世代が65歳以上となる2040（令和22）年に向け、⽣産年齢⼈⼝が減少し、介護⼈

財（⼈材）の不⾜はさらに深刻になると考えられます。そこで、介護⼈財（⼈材）の確保

と育成を、地域全体で取り組まなければならない課題と捉え、社会福祉協議会や町内のサ

ービス提供事業者と連携して取り組みを進めます。 

 

(1) 介護の仕事の魅力をＰＲ 

町広報や公式ホームページにおいて、介護の仕事の魅⼒をＰＲし、多くの住⺠に知

ってもらうことで、福祉・介護に携わる⼈財（⼈材）の増加を図ります。 

 

(2) 離職有資格者登録制度の普及 

介護福祉⼠や看護師の資格を持っていながら、結婚・出産等をきっかけに、介護等

の現場から離れた⼈が多くいると思われます。こうした離職有資格者の再就職を⽀援

するため、愛知県福祉⼈材センター（愛知県社会福祉協議会）に届出、登録すること

で、介護の最新情報の提供や研修による技術の維持・向上のサポート、就業場所の紹

介といった⽀援を受けることができる離職介護福祉⼠等届出制度を積極的に周知する

とともに、町内の離職有資格者の把握に努めます。 

 

(3) 福祉教育による将来の人財（人材）の確保と育成 

将来の介護・福祉⼈財（⼈材）の確保と育成を図るため、⼤⼝町社会福祉協議会が

学校において児童⽣徒に実施する福祉実践教室の内容等に関する提案や助⾔をすると

ともに、実施について協⼒していきます。 

 

(4) 事業者との協働による人財（人材）の確保と育成 

介護サービスを必要とする⼈とその家族を⽀える⼈財（⼈材）を確保・育成するため、

サービス提供事業者等と連携を強化しながら、⼈財（⼈材）確保策等を検討します。 

また、ＩＣＴやロボットを活⽤した業務の効率化を推進し、本来、介護職が⾏うべ

き仕事に集中することで、サービスの質の向上、離職防⽌を図ります。  
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(5) 権利擁護にかかる人財（人材）の育成 

判断能⼒に不安のある⾼齢者等が、地域で安⼼して⾃⽴した⽣活が送れるよう、権利

擁護に関わる⼈財（⼈材）を確保・育成するため、尾張北部権利擁護⽀援センターと連

携し、市⺠後⾒⼈養成研修などを開催します。 
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８ 介護離職の防止に向けた支援の充実 

⾼齢者等実態調査の結果から、課題を抱えながらも仕事と介護を両⽴している介護者

は多く、介護を機に仕事をやめたり、働き⽅を調整したりしている介護者がいることも

わかりました。いわゆる介護離職者ゼロをめざして、関係機関等と連携して、家族介護

者に対する⽀援を⾏います。 

 

(1) 家族介護者支援 

家族介護者の負担を軽減するため、介護の知識や技術に関する教室の開催、家族介

護者同⼠の交流会の実施、気軽に利⽤できる相談窓⼝の整備など家族介護者⽀援の取

組を介護サービス提供事業者と連携して実施します。 

 

(2) 両立支援制度の普及 

家族介護者が仕事と介護の両⽴ができるよう、町内の企業や介護者本⼈に対し、介

護休業制度や両⽴⽀援策の普及啓発を⾏います。 

 

 

 

 

  



78 

基本方針５ 認知症の人の地域生活を応援します       

１ 認知症支援体制の整備 

地域共⽣社会の実現に向け、認知症の⼈とその家族が、できる限り地域のより良い環

境で⾃分らしく暮らし続けることができるよう、「共⽣社会の実現を推進するための認知

症基本法」（認知症基本法）に基づき、本町の実情に即した⽀援体制を構築します。 

 

(1) 認知症ケアパスの普及 

本町では、2017（平成29）年３⽉に「認知症ケアパス」を作成しました。認知症

ケアパスとは、認知症と認知症が疑われる症状が発⽣したときから⽣活するうえで

様々な⽀障が出てくる中で、その進⾏状況にあわせて、いつ、どこで、どのような医

療・介護サービスを受ければよいかをまとめた冊⼦です。この「認知症ケアパス」を、

住⺠や医療・介護関係者に対し、様々な機会を活⽤し積極的に普及を図ります。 
 

(2) 認知症地域支援推進員の配置 

認知症の⼈ができる限り住み慣れた地域で暮らすためには、医療、介護、⽣活⽀援

が円滑に連携した体制を整える必要があります。そこで、医療機関・介護サービス事

業所や地域の⽀援機関をつなぐコーディネーターとしての役割を担う認知症地域⽀援

推進員を配置し、ニーズに応じたサービスを提供できる体制を整えます。 
 

(3) 認知症初期集中支援チームの充実 

多職種協働により、認知症が疑われる⼈や認知症の⼈及びその家族を訪問し、アセ

スメント、家族⽀援などの初期の⽀援を包括的・集中的に⾏い、⾃⽴⽣活の⽀援をす

るための認知症初期集中⽀援チームを2018（平成30）年度から設置しています。今

後は、⽀援チームで⾒守り対象者の状況を整理するとともに、増加が予測される新た

な⽀援者へアプローチを⾏うため、ケースの確認・事例等を振り返り体制を整えてい

きます。 
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(4) ひとり歩き高齢者見守りネットワークの充実 

認知症地域⽀援体制の構築をめざし、認知症を理解するための啓発活動や地域資源

のネットワークづくりを推進します。⼤⼝町地域包括⽀援センターと連携のもと､地域

住⺠等の協⼒を得て、認知症勉強会や徘徊（ひとり歩き）⾼齢者捜索訓練を実施する

など、⾼齢者の⽣活にかかわる地域資源の幅広いネットワークの構築を進めます。 
 

(5) 若年性認知症の人に対する支援の充実 

若年性認知症の⼈が、発症初期の段階から、その症状・社会的⽴場や⽣活環境等の

特徴を踏まえ、認知機能が低下しても、可能な限り⾃⾝でできることを続けながら適

切な⽀援を受けられるよう、若年性認知症⽀援に関する情報提供を⾏います。 

また、その社会参加を⽀援するために、関係機関等と連携を強化し、障害福祉サー

ビスの就労系サービスの利⽤を促進するとともに、ピアサポート（同じような⽴場の

⼈によるサポート）活動を⽀援するなど地域活動等に参加しやすい環境を整えていき

ます。 
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２ 認知症に対する理解の促進 

認知症は、加齢に伴う物忘れとして放置される傾向にあり、重症化してから顕在化す

ることがあります。認知症を早期発⾒し、早期ケアにつなげるために、認知症に関する

正しい理解や介護技術について、本⼈や介護者をはじめ地域住⺠に幅広く普及させるよ

う積極的な啓発活動を⾏います。 

 

(1) 認知症サポーターの養成 

認知症の⼈が住み慣れた地域で安⼼して暮らし続けるためには、地域住⺠の認知症

に関する理解を深めることが重要です。認知症を理解し、認知症の⼈やその家族を⾒

守り⽀援するサポーターを養成するため研修会を開催します。 

また、認知症サポーターが地域において活躍する場を創出できるよう、⽣活⽀援コ

ーディネーターと連携しながら、地域資源の利活⽤に努めます。 

図表83 認知症サポーターの見込み 

区    分 
実績 見込み 

2023(令和５)年度 2024(令和６)年度 2025(令和７)年度 2026(令和８)年度 

サポーター数（人） 2,443 2,500 2,600 2,700 

※サポーター数は各年度６月30日現在のメイト数とサポーター数の合計 

 
(2) 啓発活動と本人発信支援の充実 

世界アルツハイマーデー（毎年９⽉21⽇）及び⽉間（毎年９⽉）などの機会を捉え

た認知症に関するイベント等の普及啓発の取組を実施します。 

また、認知症の⼈本⼈から発信する機会を作ります。さらに、認知症の⼈本⼈の意

⾒を把握し、施策の企画・⽴案、評価へ本⼈視点が反映されるよう、認知症の⼈本⼈

同⼠が語り合う「本⼈ミーティング」の実施を検討します。 
 

(3) 認知症の人の居場所づくり 

認知症カフェは、不安解消の「癒し」の場であり、介護経験者による介護相談や⺠

⽣委員・児童委員や介護⽀援専⾨員など⽀援者と出会う「相談」の場、認知症理解、

健康や介護について「学び」の場として認知症の⼈や介護家族、地域住⺠や専⾨職等、

誰もが気軽に集まり、交流できる集いの場となっています。 

⼤⼝町社会福祉協議会が実施している「オレンジカフェ」等の運営⽀援をするとと

もに、地域での展開を⽀援していきます。 
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(4) 意思決定能力の低下に備えた支援 

⼈⽣会議（ＡＣＰ）の普及を進めることにより、認知症などにより意思決定能⼒が

低下した時に備え、希望する医療や介護、判断をゆだねる⼈や制度など、元気なうち

から家族や医療者と事前に話し合っておくことを啓発していきます。 

また、事前指⽰書の作成や定期的な更新など⼿法についての情報を提供します。 
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３ 認知症の人の権利を守る支援の充実 

個⼈が尊厳を持って、地域の中で⾃⽴した⽣活を送るためには、⾃らの意思と責任で

財産を活⽤し、必要な時に必要な⽣活⽀援サービスを受けることが基本です。判断能⼒

に不安のある認知症の⼈の⾃⽴した⽣活を⽀援するため、権利擁護に関する事業を推進

します。 

 

(1) 尾張北部権利擁護支援センターとの連携強化（再掲） 

判断能⼒が不⼗分な⼈や虐待を受けている⾼齢者等の権利擁護を推進するため、尾

張北部圏域の構成市町（⼩牧市、岩倉市、扶桑町及び⼤⼝町）で共同設置する尾張北

部権利擁護⽀援センターを拠点に、成年後⾒制度に関する相談、成年後⾒制度の利⽤

⽀援、権利擁護に関わる⼈材の育成など、権利擁護に関する各種事業を実施します。 

また、権利擁護を必要とする⼈に、尾張北部権利擁護⽀援センターを活⽤してもら

えるよう、その周知に努めます。 
 

(2) 成年後見制度利用支援事業 

認知症などにより判断能⼒が不⼗分な⼈で、審判請求に係る申し⽴て費⽤等の助成

を受けなければ成年後⾒制度の利⽤が困難な⼈のために、町⻑が家庭裁判所に審判請

求を⾏うとともに、成年後⾒⼈等に対する報酬について助成など⽀援します。 

また、⼤⼝町地域包括⽀援センターを相談窓⼝として、成年後⾒制度の周知を図る

とともに、関係機関と協⼒体制をとり対象者の把握に努めます。 
 

(3) 日常生活自立支援事業の促進 

⽇常⽣活に不安を抱えている認知症の⼈が、地域で安⼼して⽣活を送れるよう、⽇

常⽣活における福祉サービスの利⽤相談、利⽤料⽀払い等の福祉サービスの利⽤援助

とそれに付随した⽇常的な⾦銭管理事務⼿続き等を⾏う⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業を社会

福祉協議会が実施しています。 

⼤⼝町社会福祉協議会との連携を強化しながら、制度のさらなる周知と利⽤促進を

図ります。 
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Ⅳ 介護保険事業の⾒込み 

１ 認定者数等の推計 

(1) 人口推計（再掲） 

2018（平成30）年及び2023（令和５）年の10⽉１⽇時点の住⺠基本台帳⼈⼝を基

に、2050（令和32）年度までの⼈⼝を推計しました。 

図表84 推計人口                                   単位：人 

  

2022 

(令４)

年 

[実績] 

2023 

(令５) 

年 

2024 

(令６) 

年 

2025 

(令７) 

年 

2026 

(令８) 

年 

 

2030 

(令12) 

年 

2035 

(令17) 

年 

2040 

(令22) 

年 

2045 

(令27) 

年 

2050 

(令32) 

年 

総 人 口 24,240 24,203 24,183 24,169 24,153  24,034 23,762 23,410 23,026 22,556 

40～64歳 7,929 8,085 8,138 8,194 8,246  8,253 7,861 7,336 6,945 6,655 

65歳以上 5,600 5,612 5,628 5,646 5,666  5,806 6,180 6,644 6,940 7,087 

 65～74歳 2,565 2,401 2,350 2,298 2,247  2,305 2,816 3,291 3,275 2,988 

  65～69歳 1,095 1,063 1,078 1,093 1,108  1,270 1,613 1,766 1,604 1,470 

  70～74歳 1,470 1,338 1,272 1,205 1,139  1,035 1,203 1,525 1,671 1,518 

 75歳以上 3,035 3,211 3,278 3,348 3,419  3,501 3,364 3,353 3,665 4,099 

  75～79歳 1,203 1,250 1,241 1,233 1,225  1,088 934 1,083 1,373 1,505 

  80～84歳 1,030 1,102 1,105 1,108 1,112  1,103 973 833 965 1,225 

  85～89歳 527 549 600 652 704  814 812 715 613 708 

  90歳以上 275 310 332 355 378  496 645 722 714 661 

高齢化率 23.1% 23.2% 23.3% 23.4% 23.5%  24.2% 26.0% 28.4% 30.1% 31.4% 

（注）各年10月１日時点 
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(2) 認定者数の推計（再掲） 

2022（令和４）年10⽉１⽇時点における性別・年齢別・要介護度別の認定数を基

に、各年度の認定者出現率を設定し、これに年齢別推計⼈⼝を乗じて認定者数を推計

しました。 

図表85 推計認定者数                                 単位：人 

  

2022 

(令４)

年 
[実績] 

2023 
(令５)

年 

2024 
(令６)

年 

2025 
(令７)

年 

2026 
(令８)
年 

 
2030 
(令12)

年 

2035 
(令17)

年 

2040 
(令22)

年 

2045 
(令27)

年 

2050 
(令32)

年 

総  数 749 784 814 841 873  965 1,033 1,060 1,074 1,119 

  要支援１ 83 74 88 88 93  99 101 104 109 114 

  要支援２ 64 81 69 70 72  76 78 81 84 90 

  要介護１ 181 173 200 206 214  240 256 261 266 278 

  要介護２ 147 161 161 168 173  193 208 211 215 223 

  要介護３ 121 123 131 135 142  159 174 178 177 181 

  要介護４ 92 106 100 105 108  119 132 138 137 141 

  要介護５ 61 66 65 69 71  79 84 87 86 92 

 うち第１号
被保険者 728 769 793 820 852  944 1,012 1,039 1,053 1,100 

  要支援１ 83 74 88 88 93  99 101 104 109 114 

  要支援２ 63 81 68 69 71  75 77 80 83 89 

  要介護１ 178 172 197 203 211  237 253 258 263 275 

  要介護２ 141 155 155 162 167  187 202 205 209 218 

  要介護３ 117 119 127 131 138  155 170 174 173 177 

  要介護４ 86 103 94 99 102  113 126 132 131 136 

  要介護５ 60 65 64 68 70  78 83 86 85 91 

 認 定 率※ 13.0% 13.7% 14.1% 14.5% 15.0%  16.3% 16.4% 15.6% 15.2% 15.5% 

（注）各年10月１日時点 
※認定率＝第１号被保険者数に対する65歳以上の認定者数の割合 
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２ 介護給付・予防給付のサービス量の推計 

(1) 施設・居住系サービス利用者数の推計（再掲） 

介護保険３施設サービス及びグループホーム等居住系サービスの利⽤者数について、

2022（令和４）年度及び2023（令和５）年８⽉までの利⽤状況等を参考にして⾒込

みました。 

図表86 施設・居住系サービスの利用者数の推計 単位：人 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

施設利用者数  （Ａ） 110 115 127 128 130 132 138 149 152 150 157 

うち要介護４・５ 

（施設利用者に対する割合） 

60 57 69 65 67 71 71 77 74 78 76 

54.5% 49.6% 54.3% 50.8% 51.5% 53.8% 51.4% 51.7% 48.7% 52.0% 48.4% 

 介護老人福祉施設 71 73 78 78 79 80 80 85 87 86 89 

 介護老人保健施設 39 42 49 50 51 52 58 64 65 64 68 

 
介護療養型医療施設

（介護医療院） 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 
地域密着型介護老人福

祉施設入所者生活介護 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

居住系サービス利用者数 

（Ｂ） 
23 28 31 33 34 35 42 46 46 46 48 

 
介護予防特定施設入居

者生活介護 
1 2 1 2 2 2 2 2 2 2 3 

 
特定施設入居者生活介

護 
6 9 12 13 14 15 17 19 19 19 19 

 
介護予防認知症対応型

共同生活介護 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

 
認知症対応型共同生活

介護 
16 17 18 18 18 18 23 25 25 25 26 

 
地域密着型特定施設入

居者生活介護 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

合   計（＝Ａ＋Ｂ） 133 143 158 161 164 167 180 195 198 196 205 
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(2) 居宅サービス受給対象者数の推計 

推計した要介護認定者数から施設・居住系サービス利⽤者数を減じた⼈数が居宅サ

ービス等受給利⽤対象者数となります。 

図表87 居宅サービス受給対象者数 単位：人 

区 分 

実 績 見込み 見込み 

2021 

(令３) 

年度 

2022 

(令４) 

年度 

2023 

(令５) 

年度 

2024 

(令６) 

年度 

2025 

(令７) 

年度 

2026 

(令８) 

年度 

2030 

(令12) 

年度 

2035 

(令17) 

年度 

2040 

(令22) 

年度 

2045 

(令27) 

年度 

2050 

(令32) 

年度 

要支援 145 145 154 155 156 163 173 177 183 191 201 

要介護 444 461 472 498 521 543 612 661 679 687 713 

合 計 589 606 626 653 677 706 785 838 862 878 914 

 

(3) 居宅サービス利用者数の推計 

居宅サービス利⽤対象者数に、2022（令和４）年度及び2023（令和５）年８⽉ま

での実績から算出した各サービスの受給率を乗じて居宅サービスの利⽤者数を推計し

ました。 

図表88 居宅サービス利用者数の推計 単位：人／月 

区  分 

2022 
(令４) 

[実績] 

2023 
(令５) 

年 

2024 
(令６) 

年 

2025 
(令７) 

年 

2026 
(令８) 

年 
 

2030 

(令12)

年 

2035 
(令17) 

年 

2040 
(令22) 

年 

2045 
(令27) 

年 

2050 
(令32) 

年 

訪問介護 要介護 113 119 118 124 129  142 153 159 156 168 

訪問入浴介護 
要支援 0 0 0 0 0  0 0 0 0 0 

要介護 10 8 10 10 11  13 13 15 15 15 

訪問看護 
要支援 3 7 8 8 8  8 8 9 9 9 

要介護 45 53 46 49 50  55 60 63 61 65 

訪問リハビリ

テーション 

要支援 8 11 8 9 10  10 10 10 11 11 

要介護 28 27 30 32 32  37 39 42 42 42 

居宅療養管理

指導 

要支援 5 11 8 8 8  8 8 8 9 10 

要介護 124 135 133 139 144  163 174 182 179 190 

通所介護 要介護 187 182 197 207 215  238 254 261 260 274 

通所リハビリ

テーション 

要支援 15 17 15 15 17  17 18 18 19 20 

要介護 87 83 92 95 100  111 118 120 120 126 

短期入所生活

介護 

要支援 1 1 2 2 2  2 2 2 2 2 

要介護 42 46 47 50 50  58 62 65 65 67 

短期入所療養

介護 

要支援 0 0 0 0 0  0 0 0 0 0 

要介護 7 8 8 8 9  9 10 10 10 10 

 



87 

福祉用具貸与 
要支援 76 81 79 82 84  87 91 93 97 102 

要介護 295 302 307 324 338  373 400 410 409 433 

特定福祉用具

販売 

要支援 2 1 2 2 2  2 2 2 2 2 

要介護 4 5 6 6 6  6 7 7 8 9 

住宅改修 
要支援 1 2 2 2 2  2 2 2 2 2 

要介護 2 3 4 4 4  4 4 4 4 5 

居宅介護支援 
要支援 85 94 88 92 94  97 102 104 110 114 

要介護 411 418 431 453 471  522 558 573 573 602 

 

(4) 地域密着型サービス利用者数の推計 

居宅サービス利⽤対象者数に、2022（令和４）年度及び2023（令和５）年８⽉ま

での実績から算出した各サービスの受給率を乗じて地域密着型サービス（認知症対応

型共同⽣活介護、地域密着型介護⽼⼈福祉施設は除く）の利⽤者数を推計しました。 

図表89 地域密着型サービス利用者数の推計 単位：人／月 

区  分 

2022 
(令４) 
[実績] 

2023 
(令５) 
年 

2024 
(令６) 

年 

2025 
(令７) 
年 

2026 
(令８) 

年 
 

2030 
(令12)

年 

2035 
(令17) 
年 

2040 
(令22) 

年 

2045 
(令27) 
年 

2050 
(令32) 
年 

地域密着型

通所介護 
要介護 16 19 19 20 20 

 

22 23 23 24 25 

認知症対応

型通所介護 

要支援 1 1 2 2 2 
 

2 2 2 2 2 

要介護 8 19 10 11 11 13 13 13 14 14 

小規模多機

能型居宅介

護 

要支援 0 0 0 0 0 
 

0 0 0 0 0 

要介護 0 0 0 0 0 28 31 31 32 33 
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(5) 居宅サービス利用回数の推計 

各居宅サービス利⽤者数に、2022（令和４）年度及び2023（令和５）年８⽉まで

の実績から算出した各サービスの１⼈あたりの平均利⽤回数を乗じて各居宅サービス

の１か⽉あたりの利⽤回数を推計しました。 

図表90 居宅サービス利用回数の推計 単位：回（日）／月 

区  分 

2022 
(令４) 
[実績] 

2023 
(令５) 
年 

2024 
(令６) 
年 

2025 
(令７) 
年 

2026 
(令８) 
年 

 
2030 
(令12)

年 

2035 
(令17) 

年 

2040 
(令22) 

年 

2045 
(令27) 

年 

2050 
(令32) 
年 

訪問介護 要介護 3,977.3 4,710.3 4,132.5 4,334.6 4,473.7  4,960.0 5,338.4 5,746.9 5,427.4 6,038.0 

訪問入浴介

護 

要支援 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0  0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

要介護 54.3 49.6 52.4 52.4 58.8  69.7 69.7 79.4 79.4 79.4 

訪問看護 
要支援 18.2 82.8 42.2 42.2 42.2  42.2 42.2 46.2 46.2 46.2 

要介護 383.4 516.5 401.9 431.0 441.0  484.5 530.0 560.0 538.9 574.4 

訪問リハビ

リテーショ

ン 

要支援 91.2 109.1 87.9 100.2 109.0  109.0 109.0 109.0 121.3 121.3 

要介護 358.8 387.3 416.3 446.5 446.5  510.1 540.3 591.5 591.5 591.5 

通所介護 要介護 2,407.6 2,260.3 2,526.5 2,658.4 2,760.4  3,060.9 3,266.0 3,369.3 3,330.4 3,525.0 

通所リハビ

リテーショ

ン 

要介護 887.2 950.1 935.1 965.5 1,017.5  1,130.3 1,202.6 1,220.3 1,222.8 1,281.2 

短期入所生

活介護 

要支援 2.8 0.0 19.0 19.0 19.0  19.0 19.0 19.0 19.0 19.0 

要介護 434.6 637.8 501.2 538.5 538.5  626.1 679.8 712.6 704.5 720.9 

短期入所療

養介護 

要支援 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0  0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

要介護 61.3 72.0 82.7 82.7 92.1  92.1 97.9 97.9 97.9 97.9 

（注）短期入所生活介護及び短期入所療養介護は日数 

 

(6) 地域密着型サービス利用回数の推計 

各地域密着型サービス利⽤者数に、2022（令和４）年度及び2023（令和５）年８

⽉までの実績から算出した各サービスの１⼈あたりの平均利⽤回数を乗じて各居宅サ

ービスの１か⽉あたりの利⽤回数を推計しました。 

図表91 地域密着型宅サービス利用回数の推計 単位：回／月 

区  分 

2022 
(令４) 

[実績] 

2023 
(令５) 

年 

2024 
(令６) 

年 

2025 
(令７) 

年 

2026 
(令８) 

年 

 2030 

(令12)

年 

2035 
(令17) 

年 

2040 
(令22) 

年 

2045 
(令27) 

年 

2050 
(令32) 

年 

地域密着型

通所介護 
要介護 158.9 177.4 181.7 191.8 191.8  211.7 221.8 221.8 231.6 241.7 

認知症対応

型通所介護 

要支援 5.1 3.9 15.2 15.2 15.2 
 

15.2 15.2 15.2 15.2 15.2 

要介護 85.0 163.5 106.4 118.3 118.3 137.2 137.2 137.2 149.1 149.1 
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３ 介護保険事業費の見込み 

(1) 介護給付費・予防給付費 

サービス利⽤者の⼀部負担を除いた介護給付費・予防給付費の⾒込みは、図表91の

とおりです。 

図表92 介護サービス・介護予防サービス給付費の見込み                単位：千円 

区   分 
2024 
(令６) 
年度 

2025 
(令７) 
年度 

2026 
(令８) 
年度 

2030 
(令12) 
年度 

2035 
(令17) 
年度 

2040 
(令22) 
年度 

2045 
(令27) 
年度 

2050 
(令32) 
年度 

(1) 居宅サービス         

 

訪問介護 介護 134,643 141,434 145,973 161,687 173,971 187,356 177,022 197,028 

訪問入浴介護 予防 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護 7,981 7,992 8,879 10,568 10,568 12,063 12,063 12,063 

訪問看護 
予防 1,958 1,961 1,961 1,961 1,961 2,162 2,162 2,162 

介護 20,409 21,937 22,489 24,723 27,074 28,628 27,460 29,259 

訪問リハビリテー
ション 

予防 2,933 3,357 3,635 3,635 3,635 3,635 4,055 4,055 

介護 12,297 13,207 13,207 15,088 15,982 17,497 17,497 17,497 

居宅療養管理指導 
予防 864 865 865 865 865 865 963 1,087 

介護 20,260 21,186 21,916 24,839 26,445 27,857 27,177 29,095 

通所介護 介護 231,186 243,655 253,078 281,159 299,929 310,138 304,634 323,193 

通所リハビリテー
ション 

予防 5,265 5,272 6,060 6,060 6,326 6,326 6,592 7,114 

介護 95,705 98,870 104,382 115,981 123,394 125,354 125,017 131,058 

短期入所生活介護 
予防 1,339 1,341 1,341 1,341 1,341 1,341 1,341 1,341 

介護 51,837 55,712 55,712 64,800 70,367 74,203 73,053 75,132 

短期入所療養介護 
予防 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護 10,929 10,943 12,081 12,081 12,790 12,790 12,790 12,790 

福祉用具貸与 
予防 6,879 7,127 7,300 7,548 7,913 8,085 8,430 8,871 

介護 46,503 49,038 51,215 56,794 60,842 62,845 61,882 66,096 

特定福祉用具購入
費 

予防 620 620 620 620 620 620 620 620 

介護 2,228 2,228 2,228 2,228 2,675 2,675 2,967 3,229 

住宅改修費 
予防 2,063 2,063 2,063 2,063 2,063 2,063 2,063 2,063 

介護 3,772 3,772 3,772 3,772 3,772 3,772 3,772 5,175 

特定施設入居者生
活介護 

予防 2,031 2,034 2,034 2,034 2,034 2,034 2,034 2,811 

介護 30,282 33,076 34,887 40,138 44,705 44,705 44,705 44,705 

(2) 地域密着型サービス         

 

認知症対応型通所
介護 

予防 1,450 1,452 1,452 1,452 1,452 1,452 1,452 1,452 

介護 11,405 12,662 12,662 14,712 14,712 14,712 15,954 15,954 

小規模多機能型居
宅介護 

予防 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護 0 0 0 64,906 74,118 74,118 75,715 77,950 

認知症対応型共同
生活介護 

予防 0 0 0 0 0 0 0 0 

介護 56,190 56,261 56,261 71,624 77,741 77,741 77,741 80,881 

地域密着型通所介
護 

介護 18,950 20,031 20,031 21,969 23,027 23,027 23,908 24,965 

(3) 施設サービス         

 
介護老人福祉施設 介護 240,398 244,169 247,882 248,054 263,674 267,036 266,590 273,246 

介護老人保健施設 介護 157,185 161,211 165,287 182,785 202,610 206,373 203,457 216,119 

(4) 居宅介護支援 予防 4,894 5,123 5,234 5,402 5,680 5,791 6,125 6,348 

介護 79,574 83,718 87,036 96,718 103,363 106,276 105,807 111,312 

合   計 
予防 30,296 31,215 32,565 32,981 33,890 34,374 35,837 37,924 

介護 1,231,734 1,281,102 1,318,978 1,514,626 1,631,759 1,679,166 1,659,211 1,746,747 

総   計（総給付費） 1,262,030 1,312,317 1,351,543 1,547,607 1,665,649 1,713,540 1,695,048 1,784,671 
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(2) 標準給付費 

標準給付費は、要介護認定者に対する介護給付費と要⽀援認定者に対する予防給付

費を合わせた総給付費、特定⼊所者介護サービス費等、⾼額介護サービス費等、⾼額

医療合算介護サービス費等、算定対象審査⽀払⼿数料を合算したものです。本計画期

間中の標準給付費は約41億万円になると⾒込みました。 

図表93 第９期の標準給付費の見込み 単位：千円 

区    分 
2024(令６) 

年度 

2025(令７) 

年度 

2026(令８) 

年度 
合  計 

①総給付費（介護給付費＋予防給付費） 1,262,030 1,312,317  1,351,543  3,925,890 

②特定入所者介護サービス費等給付額 24,116 25,145 25,992 75,253 

③高額介護サービス費等給付額 25,991 27,106 28,020 81,117 

④高額医療合算介護サービス費等給付額 4,308 4,486 4,637 13,431 

⑤算定対象審査支払手数料 805 838 866 2,509 

標準給付費見込額 1,317,250 1,369,892 1,411,058 4,098,200 

図表94 2030（令和12）年度以降の標準給付費の見込み 単位：千円 

区    分 
2030(令12) 

年度 

2035(令17) 

年度 

2040(令22) 

年度 

2045(令27) 

年度 

2050(令32) 

年度 

①総給付費（介護給付費＋予防給付費） 1,547,607 1,665,649 1,713,540 1,695,048 1,784,671 

②特定入所者介護サービス費等給付額 27,803 29,680 30,396 30,604 32,123 

③高額介護サービス費等給付額 29,895 31,914 32,683 32,907 34,542 

④高額医療合算介護サービス費等給付額 5,037 5,377 5,506 5,544 5,820 

⑤算定対象審査支払手数料 941 1,004 1,029 1,036 1,087 

標準給付費見込額 1,611,283 1,733,625 1,783,154 1,765,139 1,858,243 

 

(2) 地域支援事業費 

介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業費及び包括的⽀援事業・任意事業費は、2022（令和

４）年度実績及び今後の事業展開並びに75歳以上⾼齢者の伸びを考慮して推計しました。 

図表95 第９期の地域支援事業費の見込み 単位：千円 

区    分 
2024(令６) 

年度 

2025(令７) 

年度 

2026(令８) 

年度 
合  計 

地域支援事業費 101,175 103,336 105,526 310,037 

 ①介護予防・日常生活支援総合事業費 48,735 49,776 50,831 149,342 

 ②包括的支援事業・任意事業費 52,440 53,560 54,695 160,695 

図表96 2030（令和12）年度以降の地域支援事業費の見込み 単位：千円 

区    分 
2030(令12) 

年度 

2035(令17) 

年度 

2040(令22) 

年度 

2045(令27) 

年度 

2050(令32) 

年度 

地域支援事業費 102,894 104,834 108,019 111,655 114,762 

 ①介護予防・日常生活支援総合事業 50,113 49,330 49,136 50,617 52,653 

 ②包括的支援事業・任意事業 52,781 55,504 58,883 61,038 62,109 

  



91 

国 38.5%

都道府県

19.25%

市町村

19.25%

第１号被保険者

23%

公

費

保
険
料

調整交付金

5%

(全国平均)

国 20%

都道府県

12.5%

市町村

12.5%

第２号被保険者

27%

第１号被保険者

23%

(全国平均)

公

費

保
険
料

４ 介護保険料の見込み 

(1) 第１号被保険者の負担分 

標準給付費及び地域⽀援事業費の財源構成は次のとおりです。第１号被保険者の負

担分はそれぞれ23％です。 

図表97 標準給付費の財源構成 

 ①居宅サービス等 ②施設サービス等 

 

 

 

 

 

 

 

図表98 地域支援事業費の財源構成 

 ①介護予防・日常生活支援総合事業 ②包括的支援事業・任意事業 

 

 

 

 

 

 

 

図表99 第１号被保険者負担分の見込み 単位：千円 

区  分 2024(令和６)年度 2025(令和７)年度 2026(令和８)年度 合  計 

第１号被保険者負担分 326,238 338,842 348,815 1,013,895 
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(2) 調整交付金相当額との差額 

調整交付⾦相当額との差額とは、標準給付費の財源として国から交付される調整交

付⾦の標準的な交付額（調整交付⾦相当額）と、⼤⼝町への実際の交付額との差額

（不⾜額）です。この調整交付⾦相当額との差額は、第1号被保険者の介護保険料で負

担することとなります。 

⼤⼝町の場合、全国と⽐較して75歳以上の被保険者の割合が低いことや第１号被保

険者の所得段階が⾼いことから、調整交付⾦相当額との差額は多額となり、図表100

のとおりとなる⾒込みです。 

図表100 調整交付金相当額との差額の見込み 単位：千円 

区    分 
2024(令和６) 

年度 

2025(令和７) 

年度 

2026(令和８) 

年度 
合  計 

調整交付金相当額 68,299 70,983 73,094 212,377 

調整交付金見込額 19,534 27,967 35,670 83,171 

（見込交付割合） 1.43% 1.97% 2.44%  

調整交付金相当額との差額 48,765 43,016 37,424 129,206 

 

(3) 市町村特別給付費の見込み 

介護⽤品購⼊⽀援費⽀給及び介護保険在宅サービス利⽤⽀援費⽀給の市町村特別給

付費の⾒込みは、図表101のとおりです。なお、財源は全て65歳以上の第１号被保険

者のみの介護保険料です。 

図表101 市町村特別給付費の見込み 単位：千円 

区  分 2024(令和６)年度 2025(令和７)年度 2026(令和８)年度 合  計 

市町村特別給付費 4,331 4,510 4,662 13,503 

 

(4) 保険料収納必要額の見込み 

第１号被保険者の介護保険料で負担する介護保険料収納必要額（標準給付費と地域

⽀援事業費の23％、調整交付⾦相当額との差額及び市町村特別給付費の合計）の⾒込

みは、図表102のとおりです。 

保険料収納必要額＝（標準給付費＋地域⽀援事業費）×23％ 

＋調整交付⾦との差額 

＋市町村特別給付費 
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図表102 介護保険料収納必要額の見込み 単位：千円 

区  分 2024(令和６)年度 2025(令和７)年度 2026(令和８)年度 合  計 

介護保険料収納必要額 379,334 386,369 390,901 1,156,604 

 

(5) 介護給付費準備基金 

介護給付費準備基⾦は、第1号被保険者の介護保険料の剰余⾦を積み⽴てたもので、

介護保険財政の安定した運営を図るための基⾦です。2023（令和５）年度末の介護給

付費準備基⾦の残⾼⾒込みは、およそ5,000万円です。 

介護保険財政の安定した運営を考慮し、介護給付費準備基⾦の3,500万円を３年間

にわたって取り崩すこととします。 

 

(6) 介護保険料段階 

介護保険料は前年の所得等に応じて、個⼈ごとに決められます。国が定める標準の

保険料段階は、第５期までは６段階、第６期、第７期及び第８期は９段階、第９期は

13段階ですが、介護保険法施⾏令第38条及び第39条の規定に基づき、市町村の判断

により保険料段階及び基準額の割合等を変更することが認められています。本町では、

第２期から低所得者層の負担軽減策として国の基準とは異なる多段階⽅式の特例措置

を実施し、第３期は７段階、第４期は９段階、第５期は10段階、第６期及び第７期は

11段階、第８期は15段階としてきました。 

第９期においても、被保険者の負担能⼒に応じたよりきめ細かな保険料を設定する

ため、介護保険料段階を15段階とします。 
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(7) 第１号被保険者の保険料 

第１号被保険者の保険料は、保険料収納必要額に保険料の収納率を⾒込み、推計し

た第１号被保険者数で除して算出します。 

図表103 第１号被保険者の保険料の算出 

区     分 金     額 

標準給付費 （Ａ） 4,098,200千円 

地域支援事業費 （Ｂ） 310,037千円 

第１号被保険者負担分［（Ａ＋Ｂ）×23％］ （Ｃ） 1,013,895千円 

調整交付金相当額との差額 （Ｄ） 129,206千円 

市町村特別給付事業費 （Ｅ） 13,503千円 

保険料収納必要額［Ｃ＋Ｄ＋Ｅ］ （Ｆ） 1,156,604千円 

介護給付費準備基金崩し額 （Ｇ） 35,000千円 

基金等取崩後の保険料出納必要額［（Ｆ－Ｇ）］ （Ｈ） 1,121,604千円 

÷ 

保険料出納率 （Ｉ） 99.8％ 

÷ 

補正後被保険者数 （Ｊ） 18,012人 

≒ 

保険料（年額） （Ｋ） 62,395円 

保険料（月額）［（Ｋ÷12月）］ 5,200円 

 

【参考】 2040（令和22）・2050（令和32）年度の保険料推計 

区  分 年  額 月  額 

2040（令和22）年度 83,706円 6,975円 

2050（令和32）年度 87,130円 7,261円 
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図表104 所得段階別の介護保険料 

段  階 

対 象 者 

保険料率 年  額 
 

対象者数(2024～2026年度の合計) 

被保険者数 
補正後被保険者数 

[被保険者数×保険料率] 

第１段階 

・生活保護受給者世帯及び町民税非課税の老齢福祉年

金受給者 

・本人､世帯とも町民税非課税で課税年金収入額＋合計

所得金額が80万円以下 

基準額×0.42 

    （0.25） 

26,100 

（15,500） 

 1,541人 647人 

第２段階 

本人､世帯とも町民税非課税で課税年金収入額＋合計所

得金額が80万円超120万円以下 基準額×0.60 

    （0.40） 

37,300 

（24,900） 
 1,200人 720人 

第３段階 

本人､世帯とも町民税非課税で課税年金収入額＋合計所

得金額が120万円超 基準額×0.69 

    （0.685） 

42,900 

（42,600） 
 1,041人 718人 

第４段階 

本人が町民税非課税で世帯内に課税者がいる場合で、

課税年金収入額＋合計所得金額が80万円以下 基準額×0.80 49,800 

 2,068人 1,654人 

第５段階 

本人が町民税非課税で世帯内に課税者がいる場合で、

課税年金収入額＋合計所得金額が80万円超 基  準  額 62,300 

 3,148人 3,148人 

第６段階 
本人課税で合計所得金額120万円未満 

基準額×1.20 74,700 
 2,994人 3,593人 

第７段階 
本人課税で合計所得金額120万円以上210万円未満 

基準額×1.25 77,800 
 2,330人 2,913人 

第８段階 
本人課税で合計所得金額210万円以上320万円未満 

基準額×1.50 93,400 
 1,102人 1,653人 

第９段階 
本人課税で合計所得金額320万円以上420万円未満 

基準額×1.70 105,900 
 484人 823人 

第10段階 
本人課税で合計所得金額420万円以上620万円未満 

基準額×1.90 118,300 
 421人 800人 

第11段階 
本人課税で合計所得金額620万円以上820万円未満 

基準額×2.00 124,600 
 162人 324人 

第12段階 
本人課税で合計所得金額820万円以上1,000万円未満 

基準額×2.10 130,800 
 118人 248人 

第13段階 
本人課税で合計所得金額1,000万円以上1,500万円未満 

基準額×2.20 137,000 
 93人 205人 

第14段階 
本人課税で合計所得金額1,500万円以上2,000万円未満 

基準額×2.30 143,200 
 54人 124人 

第15段階 
本人課税で合計所得金額2,000万円以上 

基準額×2.40 149,500 
 184人 442人 

対象者数合計 16,940人 18,012人   

※（ ）内の乗率及び金額は、消費税を財源とした別枠公費負担による負担軽減措置が適用された額です。 
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Ⅴ 計画の推進 

１ 計画の推進体制 

(1) 住民と行政の協働による推進 

⾼齢者を取り巻く問題・課題は、当事者の努⼒や⾏政の⽀援だけで解決できるもの

ではありません。⾼齢者が住み慣れた地域で安⼼して暮らし続けるためには、地域住

⺠による様々な⽀援が必要です。この計画をできる限り多くの住⺠と共有し、住⺠⼀

⼈ひとりがこの計画の推進役になる必要があります。そこで、計画の推進にあたって

は、住⺠に協⼒を求め、協働による施策の展開をめざします。 

 

(2) 庁内体制の整備 

この計画は福祉の分野に限らず、広範囲な分野にまたがった計画であるため、計画

の推進にあたっては、⻑寿ふくし課が中⼼となって関係部署との横断的な連携・調整

を図ります。 

 

(3) 関係機関との連携 

保健・医療・福祉の視点から計画を総合的に推進するため、尾北医師会、尾北⻭科

医師会、⼤⼝町社会福祉協議会等関係機関との連携を強化します。 

また、広域的に取り組む必要のある事項については、愛知県及び尾張北部圏域内の

市町と連携して推進していきます。 

 

(4) 計画の周知等 

町公式ホームページへの掲載等を通じて、本計画の内容等について積極的に普及啓

発を図ります。 

 

(5) 誰もが活躍できる「持続可能」な地域社会づくり 

2015（平成27）年９⽉、国連本部で開催された⾸脳会合において、2030（令和12）

年とその先の地球の未来図を⽰す「持続可能な開発⽬標（ＳＤＧｓ︓Sustainable 

Development Goals）」が採択されました。これは17の⽬標と具体的に達成すべき

169のターゲットからなる国際的な開発⽬標で、2016（平成28）年〜2030（令和12）
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年の15年間を実施期間としています。 

ＳＤＧｓがめざすのは、経済成⻑、社会問題の解決、環境保全がバランス良く達成

された持続可能な世界であり、その過程で、⾼齢者をはじめ障がい者、貧困層、⼥性

など、脆弱な⽴場に置かれやすい⼈々を「誰⼀⼈取り残さない（no one will be left 

behind）」ことを誓っています。これは、「⼈間中⼼（people centered）」の考え⽅に

根ざすものであり、「地域共⽣社会」の実現と合致するものです。 

住⺠の誰もが、いつまでも住み慣れた地域で、⾃らの持てる能⼒や地域の⽀え合い

により、安⼼して暮らし続けられる『まちづくり』をめざす本計画は、グローバルな

視点で⾼齢者がいつまでも健康でいきいきと暮らし、活躍できる「持続可能」な地域

社会づくりを念頭に進めていきます。 

 
●ＳＤＧｓにおける関連目標（持続可能な開発のための2030アジェンダ和文仮訳（外務省）） 

 

 

 

 

 
 

目標１．あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

1.2 2030年までに、各国定義によるあらゆる次元の貧困状態にある、すべての年齢の男性、⼥
性、⼦どもの割合を半減させる。 

目標３．あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 

3.3 2030年までに、エイズ、結核、マラリア及び顧みられない熱帯病といった伝染病を根絶する
とともに肝炎、⽔系感染症及びその他の感染症に対処する。 

3.4 2030年までに、⾮感染性疾患による若年死亡率を、予防や治療を通じて3分の1減少させ、精
神保健及び福祉を促進する。 

目標８．包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人

間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する 

8.5 2030年までに、若者や障害者を含むすべての男性及び⼥性の、完全かつ⽣産的な雇⽤及び働
きがいのある⼈間らしい仕事、ならびに同⼀労働同⼀賃⾦を達成する。 

目標10．各国内及び各国間の不平等を是正する 

10.2 2030年までに、年齢、性別、障害、⼈種、⺠族、出⾃、宗教、あるいは経済的地位その他の
状況に関わりなく、すべての⼈々の能⼒強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進す
る。 

目標11．包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する 

11.2 2030年までに、脆弱な⽴場にある⼈々、⼥性、⼦ども、障害者及び⾼齢者のニーズに特に配
慮し、公共交通機関の拡⼤などを通じた交通の安全性改善により、すべての⼈々に、安全かつ
安価で容易に利⽤できる、持続可能な輸送システムへのアクセスを提供する。 

11.7 2030年までに、⼥性、⼦ども、⾼齢者及び障害者を含め、⼈々に安全で包摂的かつ利⽤が容
易な緑地や公共スペースへの普遍的アクセスを提供する。 

目標17．持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する 

17.17 さまざまなパートナーシップの経験や資源戦略を基にした、効果的な公的、官⺠、市⺠社会の
パートナーシップを奨励・推進する。 
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２ 計画の進行管理 

(1) 保険者機能強化推進交付金等を活用した取組の推進 

2017（平成29）年に公布された「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険

法等の⼀部を改正する法律」による介護保険法の改正により、⾼齢者の⾃⽴⽀援・重

度化防⽌等に向けた保険者の取組が実施されるよう、ＰＤＣＡサイクルによる取組が

制度化されました。この⼀環として、⾃治体への財政的インセンティブとして、市町

村や都道府県の様々な取組の達成状況を評価できるよう客観的な指標を設定し、市町

村や都道府県の⾼齢者の⾃⽴⽀援、重度化防⽌等に関する取組を推進するための保険

者機能強化推進交付⾦が創設されました。また、2020（令和２）年度には、新たな予

防・健康づくりに資する取組に重点を置いた介護保険保険者努⼒⽀援交付⾦が創設さ

れました。 

本町では、国が⽰す指標項⽬に沿って、評価・検証・分析を⾏い、次年度事業及び

次期計画へ反映していきます。 

 

(2) ＰＤＣＡサイクルによる計画の進捗管理 

計画の実効性を⾼め、⽬標を達成していくためには、計画の進捗状況を把握し、評

価することが重要になります。このため⼤⼝町⾼齢者サービス調整会議において客観

的に進捗状況をチェックするとともに、法改正や社会情勢等の変化に対応して施策等

の⽅向性を検討していきます。 

進⾏管理は、計画に掲げる⽬標や施策が⾼齢者のニーズに応じて的確に実⾏されて

いるかなど、その達成状況を点検、評価し、次年度以降の施策・事業の実施に反映す

るＰＤＣＡサイクルにより⾏います。 

図表105 計画の進行管理（ＰＤＣＡサイクル） 
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Ⅵ ⼤⼝町の⾼齢者を取り巻く現状 

１ 人口の現状 

(1) 人口の推移 

本町の総⼈⼝は2023(令和５)年10⽉１⽇現在、24,203⼈です。国勢調査による⼈

⼝の推移をみると、1990(平成２)年から2020(令和５)年までの30年間で約1.4倍に増

加しています。特に65歳以上の増加が著しく、約3.4倍となっています（図表106）。 

年齢３区分別の構成⽐の推移をみると、年少⼈⼝（０〜14歳）及び⽣産年齢⼈⼝

（15〜64歳）は年々低下傾向にある⼀⽅、⾼齢者⼈⼝（65歳以上）は⼤幅に上昇し

ており、1990(平成２)年には10％未満であったのが、2020(令和２)年には23.7％と

なっており、総⼈⼝の約４⼈に１⼈が⾼齢者となっています（図表107）。 

図表106 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：1990(平２)～2020(令２)年は国勢調査、2023(令５)年は10月１日現在の住民基本台帳 

 

図表107 年齢構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

注 ：年齢不詳を除いて算出しています。 

資料：1990(平２)～2020(令２)年は国勢調査、2023(令５)年は10月１日現在の住民基本台帳 
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(2) 人口ピラミッド 

1990（平成２）年〜2020（令和２）年の本町の男⼥別５歳年齢階級別⼈⼝（⼈⼝

ピラミッド）の推移を10年ごとにみると、⼈⼝の増加に伴い、ピラミッド全体が⼤き

くなっていますが、団塊世代及びその⼦ども世代を含む年齢層の膨らみが上部に移動

するとともに⻑寿化の進展により、底部に対し頭部が⼤きな不安定な形状に変わって

きています。 

図表108 人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査 
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(3) 高齢者人口の推移 

本町の⾼齢者⼈⼝（65歳以上⼈⼝）は2023（令和５）年10⽉１⽇現在、5,612⼈

で、65〜74歳の前期⾼齢者は2,401⼈、75歳以上の後期⾼齢者は3,211⼈です。 

国勢調査により、1990（平成２）年から2020（令和２）年の推移をみると、65〜

74歳が1,689⼈の増加で約2.7倍、75歳以上が2,388⼈の増加で約4.4倍と、特に介護

リスクの⾼い75歳以上が著しく増加しています（図表109）。 

また、65歳以上⼈⼝の年齢５歳階級別構成⽐をみると、本町は、愛知県及び全国に

⽐べ、⽐較的若い年齢層の⽐率が低く、⾼年齢層の⽐率が⾼くなっています（図表

110）。 

図表109 高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：1990(平２)～2020(令２)年は国勢調査、2023(令５)年は10月１日現在の住民基本台帳 

 

図表110 65歳以上人口の年齢５歳階級別構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査（2020（令和２）年） 
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(4) 高齢化率の推移 

本町の⾼齢化率は、2023（令和５）年10⽉１⽇現在、23.2％です。2020（令和２）

年の国勢調査の結果で全国及び愛知県と⽐較すると、全国を3.6ポイント、愛知県を

0.3ポイント下回っていますが、1990（平成２）年からの推移をみると、愛知県とほ

ぼ同様の推移を⽰しています（図表111）。 

また、本町の総⼈⼝に占める75歳以上⼈⼝の割合（後期⾼齢化率）は、2023（令

和５）年10⽉１⽇現在、13.3％です。2020（令和２）年の国勢調査の結果で全国及

び愛知県と⽐較すると、全国を1.4ポイント下回っているものの、県を0.4ポイント上

回っています（図表112）。 

図表111 高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：1990(平２)～2020(令２)年は国勢調査、2023(令５)年の大口町は10月１日現在の住民基本台帳、 

全国は総務省統計局推計、愛知県は愛知県人口動向調査 

 

図表112 後期高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：1990(平２)～2020(令２)年は国勢調査、2023(令５)年の大口町は10月１日現在の住民基本台帳、 

全国は総務省統計局推計、愛知県は愛知県人口動向調査 
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２ 世帯の現状 

(1) 高齢者のいる世帯の状況 

本町の⾼齢者のいる世帯は、2020（令和２）年の国勢調査によると3,380世帯とな

っており、2005（平成17）年から15年間で1,167世帯増加し約1.5倍になっています。

世帯類型別にみると、⾼齢夫婦世帯（夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦１組のみの世帯）

は473世帯増加し約1.9倍、⾼齢単⾝世帯は467世帯増加し約3.1倍になっています

（図表113）。 

⽐率でみると、夫婦世帯及び単⾝世帯が⾼くなる⼀⽅、⾼齢者以外の家族との同居

世帯は低下しています（図表114）。 

図表113 高齢者のいる世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

図表114 高齢者のいる世帯の累計割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 
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(2) 高齢単身世帯 

⾼齢単⾝世帯は⼥性が65.8％を占めています（図表115）。 

年齢別では75〜79歳が25.2％と最も⾼くなっており、75歳以上の合計が56.5％を

占めています（図表116）。 

図表115 高齢者単身世帯の性別 図表116 高齢単身世帯の性・年齢別 単位：人 

 

 

 

 

 

 資料：国勢調査（2020（令和２）年） 

 

資料：国勢調査（2020（令和２）年） 

 

(3) 高齢夫婦世帯 

⾼齢夫婦世帯を夫婦の年齢別にみると、夫婦ともに75歳未満の世帯が48.0％を占め

ていますが、夫婦ともに75歳以上の世帯が33.5％（329世帯)あります。 

図表117 高齢者夫婦世帯 
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(4) 高齢者のいる世帯の平均世帯人員 

本町の⾼齢者のいる世帯の平均世帯⼈員は、2020（令和２）年では2.60⼈となっ

ており、国（2.21⼈）及び県（2.31⼈）を上回っています。しかし、2005（平成17）

年以降の推移をみると、世帯規模は縮⼩しており、⾼齢夫婦世帯及び⾼齢単⾝世帯の

増加からわかるように、今後もこの傾向は続くことが予測され、家庭における介護⼒

の低下は否めません。 

図表118 高齢者のいる世帯の平均世帯人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査 

 

(5) 住宅の状況（持ち家率） 

本町の⾼齢者のいる世帯の持ち家率は88.1％となっており、⼀般世帯の持ち家率を

19.5ポイント上回っています。全国及び愛知県との⽐較では、全国を６ポイント、県

を7.3ポイント上回っています。 

図表119 持ち家率 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査（2020（令和２）年） 
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３ 社会参加の状況 

(1) 就業の状況 

本町の65歳以上の就業者は1,313⼈、就業率は22.8％です。全国及び県と⽐較して、

低くなっています。就業率を性・年齢別にみると、男性の65〜69歳では半数以上の⼈

が働いています。 

図表120 就業率 
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資料：国勢調査（2020（令和２）年） 
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(2) 「通いの場」の状況 

介護予防に資する住⺠主体の通いの場の参加率をみると、本町は、⽉１回以上の参

加率も、週１回以上の参加率も低くなっており、全国、愛知県を下回っています。 

図表121 「通いの場」への参加率（2020（令和２）年） 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：地域包括ケア「見える化」システム（2023（令和５）年11月６日取得） 

 

(3) 健康づくり活動や趣味のグループ活動への参加意向 

「⼤⼝町⾼齢者等実態調査」の⼀般⾼齢者調査の結果から、地域住⺠主体の健康づ

くり活動や趣味等のグループ活動について、＜①参加者として＞と＜②企画・運営と

して＞の参加意向をみました。 

＜①参加者として＞は、「是⾮参加したい」が3.8％、「参加してもよい」が45.4％、

「既に参加している」が7.8％となっており、これらを合計した参加意向は57.0％で

す。 

図表122 健康づくり活動や趣味等のグループ活動への参加意向＜①参加者として＞ 

 

 

 

 

 
 

資料：「大口町高齢者等実態調査」一般高齢者調査 
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＜②企画・運営として＞は、「是⾮参加したい」が2.1％、「参加してもよい」が

29.9％、「既に参加している」が6.0％となっており、これらを合計した参加意向は

38.0％で、性別にみると、⼥性に⽐べ男性の参加意向が⾼くなっています。地域活動

の担い⼿として、男性を取り込むための⽅策や⼯夫について検討していく必要があり

ます。 

図表123 健康づくり活動や趣味等のグループ活動への参加意向＜②企画・運営として＞ 

 

 

 

 

 
 

資料：「大口町高齢者等実態調査」一般高齢者調査 

 

(4) 会・グループ等への参加頻度 

会・グループ等への参加頻度について、「週４回以上」「週２〜３回」「週１回」「⽉

１〜３回」「年に数回」を合計した《参加している》⼈の割合は、②スポーツ関係のグ

ループやクラブが21.7％と最も⾼く、次いで⑧収⼊のある仕事が19.9％、③趣味関係

のグループが18.1％、⑦⾃治会・区会が13.9％、①ボランティアのグループが12.0％、

⑥⽼⼈クラブが10.1％、⑤介護予防教室や地域のサロンが7.1％、④学習・教養サー

クルが4.7％の順となっています。 

①ボランティアのグループ、③趣味関係のグループ、④学習・教養サークル及び⑤

介護予防教室や地域のサロンは「⽉１〜３回」、②スポーツ関係のグループやクラブは

「週２〜３回」、⑥⽼⼈クラブ及び⑦⾃治会・区会は「年に数回」、⑧収⼊のある仕事

は「週４回以上」が最も⾼くなっています。 

《週１回以上》は、⑧収⼊のある仕事が18.0％と最も⾼くなっており、②スポーツ

関係のグループやクラブも17.4％あります。 

⾼齢者の社会参加に関する多様なニーズに応えられるよう、地域住⺠と専⾨職の協

働により多様な受け⽫を⽤意していく必要があります。 
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図表124 会・グループ等への参加頻度 単位：％ 

区   分 
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 n=964 

①ボランティアのグループ 0.7 1.1 1.7 3.5 4.7 3.8 12.0 52.8 35.2 

②スポーツ関係のグループやクラブ 5.0 8.7 3.7 17.4 2.8 1.5 21.7 46.4 32.0 

③趣味関係のグループ 0.9 2.9 3.6 7.4 8.2 2.5 18.1 46.6 35.3 

④学習・教養サークル 0.2 0.6 0.8 1.6 1.9 1.2 4.7 52.9 42.3 

⑤介護予防教室や地域のサロン 0.1 0.6 1.0 1.7 3.4 2.0 7.1 52.8 40.0 

⑥老人クラブ - 1.0 0.4 1.4 2.7 6.0 10.1 51.7 38.2 

⑦自治会・区会 - 0.9 0.5 1.4 3.8 8.7 13.9 46.3 39.7 

⑧収入のある仕事 10.1 6.8 1.1 18.0 1.1 0.8 19.9 42.9 37.0 

注：《参加している》＝「週４回以上」＋「週２～３回」＋「週１回」＋「月１～３回」＋「年に数回」 

資料：「大口町高齢者等実態調査」一般高齢者調査 
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４ 要支援・要介護認定者の現状 

(1) 認定者数の推移 

2022（令和４）年９⽉末現在、要⽀援・要介護認定者数は749⼈です。2010（平

成22）年から2022（令和４）年までの12年間で294⼈増加しています。要介護度別

にみると、要介護１〜３が⼤きく増加しています（図表125）。 

2022（令和４）年９⽉末現在の要介護度別の認定者数と認定率をみると、65歳以

上の第１号被保険者の認定者は728⼈、第１号被保険者の13.1％にあたります。65歳

未満の第２号被保険者は21⼈です。 

なお、75歳以上の認定者の割合は21.4％と、75歳以上の約５⼈に１⼈が認定者と

なっています（図表126）。 

図表125 認定者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：介護保険事業状況報告（各年９月末） 
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図表126 要支援・要介護認定者数 

区  分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

第１号被保険者 
83 63 178 141 117 86 60 728 

1.5% 1.1% 3.2% 2.5% 2.1% 1.5% 1.1% 13.1% 

 

65～74 歳 
14 9 17 12 20 10 7 89 

0.5% 0.4% 0.7% 0.5% 0.8% 0.4% 0.3% 3.5% 

75 歳以上 
69 54 161 129 97 76 53 639 

2.3% 1.8% 5.4% 4.3% 3.2% 2.5% 1.8% 21.4% 

第２号被保険者 - 1 3 6 4 6 1 21 

計 83 64 181 147 121 92 61 749 

注 ：下段は各人口に対する割合(第1号被保険者数＝5,549人、65～74歳＝2,563人、75歳以上＝2,986人) 

資料：介護保険事業状況報告（2022 (令和４)年９月末） 

 

(2) 要支援・要介護認定率の推移 

2022（令和４）年９⽉末現在、本町の第１号被保険者数に対する65歳以上の認定

者数の割合（認定率）は13.1％で、全国より６ポイント、愛知県より4.3ポイント低

い率となっています。 

2010(平成22)年以降の推移をみると、2017年（平成29）年までは10%台で推移し

ていましたが、2018（平成30）年以降は上昇傾向にあります。 

図表127 要支援・要介護認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：介護保険事業状況報告（各年９月末） 
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図表128は、認定率の多寡に⼤きな影響を及ぼす第１号被保険者の性・年齢構成の

影響を除外した調整済み認定率です。全国及び愛知県と⽐較すると、本町は全体的に

低くなっており、特に要⽀援１、２が低くなっています。 

図表128 認定率と調整済み認定率 

区   分 認定率 

構成割合 

要支援 要介護 

１ ２ １ ２ ３ ４ ５ 

認定率 

2023 

（令和５）年 

全  国 19.2 2.7 2.7 4.0 3.2 2.5 2.5 1.6 

愛 知 県 17.6 2.5 3.1 3.3 2.9 2.3 2.2 1.4 

大 口 町 13.8 1.3 1.5 3.1 2.8 2.1 1.8 1.2 

調整済み 

認定率 

2022 

（令和４）年 

全  国 19.0 2.7 2.6 4.0 3.2 2.5 2.4 1.6 

愛 知 県 18.3 2.6 3.1 3.4 3.0 2.4 2.3 1.4 

大 口 町 14.9 1.5 1.3 3.4 3.0 2.5 2.0 1.3 

資料：地域包括ケア「見える化」システム（2023（令和５）年11月６日取得） 

 

(3) 平均寿命・健康寿命 

健康寿命とは、平均寿命からねたきりや認知症など介護状態の期間を差し引いた期

間をいいます。「健康寿命の算定・評価と延伸可能性の予測に関する研究 ―2019年の

算定、2010〜2019年の評価、2020〜2040年の予測―」（2021(令和３)年度）（研究

分担者＝橋本修⼆・藤⽥医科⼤教授）によると、2019(令和元)年における全国の健康

寿命は、男性が72.68歳、⼥性が75.38歳です。⼀⽅、愛知県は、男性が72.85歳、⼥

性が76.09歳です。2019（令和元）年における愛知県と全国の平均寿命と健康寿命を

⽐較したのが図表129です。 

図表129 2019（令和元）年の平均寿命・健康寿命 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料：「健康寿命の算定・評価と延伸可能性の予測に関する研究 ―2019年の算定、2010～2019年の評価、

2020～2040年の予測―」（2021(令和３)年度）  
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５ 介護保険費用額の現状 

(1) 介護費用額の推移 

本町における介護費⽤額の推移をみると、2015（平成27）年度以降年々増加して

います。2022（令和４）年度では1,277,591千円となっており、2015（平成27）年

度からの７年間で約1.4倍となっています。 

今後、認定者数の増加により介護費⽤額の増加も否めません。介護保険を持続可能

な制度とするため中⻑期的な視点で施策を進めていく必要があります。 

図表130 介護費用額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 ：補足給付は費用額に含まれていません。 

資料：地域包括ケア「見える化」システム（2023（令和５）年 11 月６日取得） 
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スが上昇していましたが、2022（令和４）年度では低下に転じ、居住系サービス及び

施設系サービスが上昇しています。2022（令和４）年度では、在宅サービスが

62.7％、居住系サービスが6.5％、施設サービスが30.9％となっています。 
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図表131 介護費用額サービス区分構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域包括ケア「見える化」システム（2023（令和５）年 11 月６日取得） 

 

(2) 第１号被保険者１人あたり給付月額 

本町における2023（令和５）年の第１号被保険者１⼈あたり給付⽉額は、在宅サー

ビス、施設・居住系サービスともに全国、県より低くなっています。また、調整済み

の給付⽉額（2021（令和３）年）においても、本町は、在宅サービス、施設・居住系

サービスともに全国、県より低くなっています。 

図表132 第１号被保険者１人あたり給付月額の状況（全国・県との比較） 単位：円 

区   分 合   計 在宅サービス 施設・居住系サービス 

第１号被保険者１人
あたり給付月額 

2023（令和５）年 

全    国 23,826 12,757 11,069 

愛 知 県 22,151 12,739 9,412 

大 口 町 18,488 11,293 7,195 

調整済み 
第１号被保険者１人

あたり給付月額 
2021（令和３）年 

全    国 20,683 10,756 9,927 

愛 知 県 19,866 10,794 9,072 

大 口 町 16,072 9,589 6,483 

注：「調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額」とは給付費の多寡に大きな影響を及ぼす、「第１号被

保険者の性・年齢構成」と「地域区分別単価」の影響を除外した給付月額 

資料：地域包括ケア「見える化」システム（2023（令和５）年11月６日取得） 
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(3) サービス別にみた第１号被保険者１人あたり給付費 

サービス別に第１号被保険者１⼈あたり給付⽉額を全国、愛知県と⽐較すると、訪

問リハビリテーション、通所介護、通所リハビリテーション、短期⼊所療養介護、認

知症対応型通所介護が上回っています。 

図表133 サービス別の第１号被保険者１人あたり給付月額 単位：円 

区  分 区  分 全 国 愛知県 大口町 

第１号被保険者 

１人あたり 

給付月額 

【2023（令和５）

年】 

訪問介護 2,328 2,704 2,143 

訪問入浴介護 120 130 88 

訪問看護 833 961 363 

訪問リハビリテーション 136 114 212 

居宅療養管理指導 363 425 292 

通所介護 2,737 2,694 3,160 

通所リハビリテーション 976 1,020 1,507 

短期入所生活介護 884 777 794 

短期入所療養介護 102 95 278 

福祉用具貸与 871 854 771 

特定福祉用具購入費 35 39 21 

住宅改修費 84 93 48 

居宅介護支援・介護予防支援 1,329 1,286 1,201 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 175 140 0 

小規模多機能型居宅介護 598 378 0 

看護小規模多機能型居宅介護 143 73 0 

認知症対応型通所介護 162 156 178 

地域密着型通所介護 874 797 238 

夜間対応型訪問介護 8 4 0 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 4,272 3,485 3,557 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 514 565 0 

介護老人保健施設 2,788 2,574 2,255 

介護療養型医療施設 50 21 0 

介護医療院 442 320 0 

認知症対応型共同生活介護 1,574 1,344 1,000 

特定施設入居者生活介護 1,382 1,056 383 

地域密着型特定施設入居者生活介護 46 47 0 

資料：地域包括ケア「見える化」システム（2023（令和５）年11月６日取得） 
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また、調整済み第１号被保険者１⼈あたり給付⽉額をみると、通所介護、通所リハ

ビリテーション、短期⼊所⽣活介護が全国及び愛知県を上回っています。 

図表134 サービス別の調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額 単位：円 

区  分 区  分 全 国 愛知県 大口町 

調整済み第１号被

保険者１人あたり

給付月額 

【2020（令和２）

年】 

訪問介護 1,772 2,002 1,464 

訪問看護 570 644 198 

通所介護 2,551 2,632 3,074 

通所リハビリテーション 951 993 1,340 

短期入所生活介護 863 811 925 

福祉用具貸与 696 698 651 

地域密着型通所介護 810 769 337 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 3,808 3,350 3,334 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 448 536 - 

介護老人保健施設 2,643 2,623 2,239 

介護療養型医療施設 289 188 - 

認知症対応型共同生活介護 1,412 1,266 884 

特定施設入居者生活介護 1,165 1,015 97 

注：「調整済み第１号被保険者１人あたり給付月額」とは給付費の多寡に大きな影響を及ぼす、「第１号被

保険者の性・年齢構成」と「地域区分別単価」の影響を除外した給付月額 

資料：地域包括ケア「見える化」システム（2023（令和５）年11月６日取得） 
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Ⅶ 資 料 

１ 用語解説 

【あ行】 

ＩＣＴ  情報通信技術（Information and 
Communication Technology）。医療・介
護関係機関の情報連携等に活⽤されている。 

アセスメント サービス利⽤者や利⽤しよう
とする者の⼼⾝の状態、家族の状況などを
踏まえ、利⽤者が⾃宅で⽣活を続けるため
に、どのような問題を抱えているか、解決
しなければならない課題は何かを明らかに
するために⾏われる情報収集・課題分析の
こと。 

インセンティブ〔incentive〕 報奨、奨励、
刺激を意味する。⾼齢者の⾃⽴⽀援・重度
化防⽌等に取り組み成果を上げた⾃治体に、
その努⼒に応じて交付される保険者機能強
化推進交付⾦をインセンティブ交付⾦とい
う。 

一般高齢者 介護や⽀援を必要としない元気
な⾼齢者。 

ＮＰＯ法人 ⇒ 特定⾮営利活動法⼈ 

【か行】 

介護医療院 慢性期の医療・介護ニーズへの
対応のため、「⽇常的な医学管理が必要な
重介護者の受⼊れ」や「看取り・ターミナ
ル」等の機能と、「⽣活施設」としての機
能を兼ね備えた介護保険施設。 

介護給付 要介護認定により要介護と判定さ
れた被保険者に対する保険給付。①居宅介
護サービス費、②地域密着型介護サービス
費、③居宅介護福祉⽤具購⼊費、④居宅介

護住宅改修費、⑤居宅介護サービス計画費、
⑥施設介護サービス費、⑦⾼額介護サービ
ス費、⑧⾼額医療合算介護サービス費、⑨
特定⼊所者介護サービス費についての保険
給付が⾏われる。⑤⑦⑧⑨以外は、原則と
してサービスの種類ごとに設定される介護
報酬の90％が保険給付され、10％は利⽤
者負担となる（⼀定以上の所得者の負担割
合は20％⼜は30％）。 

介護給付費準備基金 第１〜８期介護保険事
業計画期間の第１号被保険者（65歳以上）
の保険料の剰余⾦をいう。準備基⾦は、次
期以降の第１号被保険者の保険料の⾼騰を
さけるためや、計画より実際が上回り保険
料不⾜に陥った時等のため取り崩す性質の
ものである。 

介護支援専門員（ケアマネジャー） 要介護
認定者等の相談に応じ、要介護認定者等が
その⼼⾝の状況等に応じ適切な居宅サービ
ス⼜は施設サービスを利⽤できるよう、市
町村、居宅サービス事業者及び介護保険施
設等との連絡調整を⾏う⼈。その資格は、
受験資格を有する⼈が都道府県知事の⾏う
介護⽀援専⾨員実務研修受講試験に合格し、
かつ、介護⽀援専⾨員実務研修を修了した
ものとされている。介護⽀援専⾨員は、要
介護認定者等が⾃⽴した⽇常⽣活を営むの
に必要な援助に関する専⾨的知識及び技術
を有するものであり、介護サービスの要と
なることから、その倫理性や質が求められ
る。 

介護保険施設 介護保険法による施設サービ
スを⾏う施設。指定介護⽼⼈福祉施設（特
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別養護⽼⼈ホーム）、介護⽼⼈保健施設
（⽼⼈保健施設）及び介護医療院の３種類
がある。なお、2017（平成29）年度末で
設置期限を迎えることとなっていた指定介
護療養型医療施設（療養病床等）について
は、その経過措置期間が６年間延⻑され、
2023（令和５）年度末に廃⽌となった。 

介護保険法 1997（平成９）年12⽉に公布
された社会保険としての介護保険制度を創
設し、国⺠の保健医療の向上及び福祉の増
進を図ることを⽬的とした法律。介護保険
による保険給付の対象となるのは、要⽀
援・要介護と認定された⾼齢者等の訪問介
護、通所介護、短期⼊所等の利⽤、介護⽼
⼈福祉施設や介護⽼⼈保健施設等への⼊所
などである。超⾼齢社会に備え、①安定し
た財源の確保、②保険システム導⼊により
各種サービスを利⽤しやすくする、③介護
サービスにおける⺠間活⼒の導⼊、④療養
型病床群や介護⽼⼈保健施設と介護⽼⼈福
祉施設との整合を図る等を⽬的として、介
護保険制度が創設され、2000（平成12）
年度から施⾏された。 

介護予防ケアマネジメント 要介護状態にな
ることの予防と悪化防⽌を図るため、要⽀
援認定者等に対して、総合事業によるサー
ビス等が適切に提供するためのケアマネジ
メントをいう。 

介護予防支援 ⇒ 居宅介護⽀援 

介護予防・日常生活支援総合事業 介護サー
ビスの基盤強化のための介護保険法等の⼀
部を改正する法律（2011（平成23）年法
律第72号）により、地域⽀援事業の中に創
設された事業。市町村の主体性を重視し、
多様なマンパワーや社会資源の活⽤等を図
りながら、要⽀援者等に対して、介護予防
や⽣活⽀援サービス等を、市町村の判断・

創意⼯夫により、総合的に提供することが
できる事業である。 

介護療養型医療施設 療養病床等に⼊院する
要介護認定者に、施設サービス計画に基づ
き、療養上の管理､看護､医学的管理下にお
ける介護、機能訓練その他の必要な医療を
⾏うことを⽬的とする介護保険施設。なお、
2017（平成29）年度末で設置期限を迎え
たが、介護医療院の創設に伴い、経過措置
期間が６年間延⻑され、2023（令和５）
年度末に廃⽌となった。 

介護老人福祉施設 ⇒ 特別養護⽼⼈ホーム 

介護老人保健施設 ⇒ ⽼⼈保健施設 

協働 複数の主体が、何らかの⽬標を共有し、
ともに⼒を合わせて活動することをいう。 

居住系サービス 認知症対応型共同⽣活介
護・介護予防認知症対応型共同⽣活介護、
特定施設⼊居者⽣活介護・介護予防特定施
設⼊居者⽣活介護及び地域密着型特定施設
⼊居者⽣活介護をいう。 

共生社会の実現を推進するための認知症基本

法 令和５（2023）年６⽉に公布された
認知症の⼈が尊厳を保持しつつ希望を持っ
て暮らすことができるよう、認知症施策を
総合的かつ計画的に推進を図ることを⽬的
とした法律。全37条からなり、⽬的や基本
理念をはじめ、認知症施策推進基本計画等
の策定、基本的施策の推進、認知症施策推
進本部の設置などについて規定されている。 

業務継続計画（ＢＣＰ） ⼤地震等の⾃然災
害、感染症のまん延、テロ等の事件、⼤事
故、サプライチェーン（供給網）の途絶、
突発的な経営環境の変化など不測の事態が
発⽣しても、重要な事業を中断させない、
または中断しても可能な限り短い時間で復
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旧させるための⽅針、体制、⼿順等を⽰し
た計画のこと。 

居宅介護支援 居宅要介護認定者の依頼を受
けて、その⼼⾝の状況や置かれている環境、
要介護認定者や家族の希望を勘案して、居
宅サービス計画を作成するとともに、その
居宅サービス計画に基づいて居宅サービス
事業者などとの連絡調整などの⽀援を⾏う
ことをいう。また、居宅要介護認定者が介
護保険施設への⼊所を要する場合にあって
は、介護保険施設への紹介その他の便宜の
提供を⾏うことをいう。居宅介護⽀援はケ
アマネジメントともいわれ、介護⽀援専⾨
員（ケアマネジャー）が⾏う。要⽀援認定
者に対する同様のサービスを介護予防⽀援
という。 

居宅サービス 介護保険法における居宅サー
ビスとは、訪問介護、訪問⼊浴介護、訪問
看護、訪問リハビリテーション、居宅療養
管理指導、通所介護、通所リハビリテーシ
ョン、短期⼊所⽣活介護、短期⼊所療養介
護、特定施設⼊居者⽣活介護、福祉⽤具貸
与及び特定福祉⽤具販売の12種類の居宅要
介護認定者（要⽀援認定者に対する給付に
はサービス名の前にそれぞれ「介護予防」
が付される）が利⽤可能なサービスをいう。
また、居宅サービスを⾏う事業を「居宅サ
ービス事業」という。 

居宅療養管理指導 介護保険の給付対象とな
る居宅サービスの⼀つ。居宅要介護認定者
が、その有する能⼒に応じ⾃⽴した⽇常⽣
活を営むことができるよう、医師、⻭科医
師、管理栄養⼠、薬剤師、⻭科衛⽣⼠等が、
通院の困難な利⽤者を訪問し、その⼼⾝の
状況、置かれている環境等を把握し、それ
らを踏まえて療養上の管理及び指導を⾏い、
在宅療養⽣活の質の向上を図るものをいう。

要⽀援認定者に対する同様のサービスを介
護予防居宅療養管理指導という。 

グループホーム ⇒ 認知症対応型共同⽣活
介護 

ケアマネジメント ⇒ 居宅介護⽀援 

ケアマネジャー ⇒ 介護⽀援専⾨員 

権利擁護 ⾃らの意志を表⽰することが困難
な知的障がい者や認知症⾼齢者等に代わっ
て、援助者等が代理としてその権利やニー
ズの獲得を⾏うことをいう。 

高額医療合算介護サービス費 １年間に⽀払
った医療保険と介護保険の⾃⼰負担額の合
計が⼀定額を超えた場合に、越えた分を、
各保険者が按分し⽀給する⾼額医療・⾼額
介護合算制度において、介護保険から⽀給
される給付のことをいう。なお、医療保険
からは⾼額介護合算療養費が⽀給される。 

高額介護サービス費 要⽀援・要介護認定者
が居宅サービスや施設サービスを利⽤して
保険給付を受け、⽀払った⾃⼰負担額が⼀
定額を超えた場合に⽀給される介護給付。
超えた分が払い戻されることにより負担が
⼀定額を上回らないよう⾃⼰負担額の軽減
が図られる。 

後期高齢者 ⾼齢者を65歳以上と定義する場
合、90歳、100歳以上に⾄るまでの幅広い
年齢層を包含することになるが、そのうち
75歳以上の⼈（オールド・オールド）をい
う。それに対して65歳以上75歳未満は前
期⾼齢者（ヤング・オールド）と区分して
いる。後期⾼齢者は要介護の発⽣率が⾼い
ことから、介護保険の調整交付⾦の算定に
は各市町村の⾼齢者中の後期⾼齢者の割合
が考慮される。 
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高齢化率 ⾼齢者⼈⼝（65歳以上⼈⼝）が総
⼈⼝に占める割合をいう。 

国勢調査 ⼈⼝の静態統計を把握するために
５年ごとに⾏われる調査。調査対象は全国
⺠、全世帯であり、調査事項は世帯及び世
帯員に関する様々な事項からなる。全数調
査の代表的な例である。 

コミュニティー・ワークセンター ⼀般的に
は、シルバー⼈材センターと呼ばれる。⼀
定地域に居住する定年退職者等を会員とし
て、その希望に応じた臨時的・短期的な就
業の機会を確保、提供することを⽬的とし
て設⽴された都道府県知事の指定する公益
法⼈。厚⽣労働⼤⾂に届け出て、職業紹介
事業を⾏うことができるとされており、会
員は、健康保険、厚⽣年⾦保険、雇⽤保険
等の被⽤者保険の被保険者となることはで
きない。本町では、45歳から59歳までの
⽅も準会員として、登録できる。 

【さ行】 

サービス付き高齢者住宅 ⾼齢者の居住の安
定を確保することを⽬的として、バリアフ
リー構造等を有し、介護・医療と連携し⾼
齢者を⽀援するサービスを提供する住宅。 

施設サービス 要援護者が施設に⼊所して受
けるサービス。施設の種類は、⽼⼈福祉法
では、養護⽼⼈ホーム、特別養護⽼⼈ホー
ム及び軽費⽼⼈ホームが該当し、介護保険
法では、介護⽼⼈福祉施設（特別養護⽼⼈
ホーム）、介護⽼⼈保健施設及び介護医療
院等が該当する。以上のほかに、⽣活保護
法、⾝体障害者福祉法、児童福祉法等に規
定されている施設がある。 

市民後見人 弁護⼠や司法書⼠などの資格を
もたない、親族以外の市⺠による成年後⾒

⼈等で、市町村等の⽀援を受けて後⾒業務
を適正に担う。主な業務には、ひとりで決
めることに不安のある⼈の⾦銭管理、介
護・福祉サービスの利⽤援助の⽀援などが
ある。市町村等の研修を修了し、必要な知
識・技術、社会規範、倫理性を⾝につけ、
登録後、家庭裁判所からの選任を受けてか
ら、成年後⾒⼈等としての活動が始まる。 

社会福祉協議会 社会福祉法に基づく社会福
祉法⼈の⼀つで、社会福祉を⽬的とする事
業の企画及び実施、社会福祉に関する活動
への住⺠の参加のための援助、社会福祉を
⽬的とする事業に関する調査、普及、宣伝、
連絡、調整及び助成を通じて、地域福祉の
推進を図ることを⽬的とする組織。社会福
祉協議会は、地区、市町村、都道府県及び
全国の各段階に組織されている。 

住宅改修費 介護保険においては、居宅での
⾃⽴⽀援を積極的に⽀援するために、居宅
の要⽀援・要介護認定者が現に居住する住
宅でその⼼⾝と住宅の状況を考慮し必要な
場合、その⼯事費の70〜90％が⽀給され
る。住宅改修の種類は、⼿すりの取付け、
床段差の解消、滑り防⽌等のための床材の
変更、引き⼾等への扉の取替え、洋式便器
等への便器の取替えなど､⼩規模な改修で
あり、その⽀給限度額は20万円（⾃⼰負担
を含む）となっている。 

障がい者基幹相談支援センター 地域の相談
⽀援の拠点として総合的な相談業務（⾝体
障害・知的障害・精神障害）及び成年後⾒
制度利⽤⽀援事業を実施し、地域の実情に
応じて「総合相談・専⾨相談」、「地域移
⾏・地域定着」、「地域の相談⽀援体制の強
化の取組」、「権利擁護・虐待防⽌」を⾏う。 

小規模多機能型居宅介護 地域密着型サービ
スの⼀つで、要介護認定者が地域の⼩規模
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な施設において、デイサービス、宿泊、ホ
ームヘルプサービスを受けるサービス。利
⽤定員は１か所あたり29⼈、うちデイサー
ビスの１⽇定員は18⼈とされている。要⽀
援認定者に対する同様のサービスを介護予
防⼩規模多機能型居宅介護という。 

審査支払手数料 介護保険法においては、介
護サービス提供事業者が⾏ったサービスの
費⽤の請求に関する審査及び⽀払を都道府
県国⺠健康保険団体連合会に委託して⾏う
ことができるとされている。この委託料を
審査⽀払⼿数料という。 

人生会議（ＡＣＰ：アドバンス・ケア・ プ

ランニング） もしもの時のために、本⼈
が望む医療やケアについて、前もって考え、
繰り返し話し合い、共有する取組。「⼈⽣
会議」はアドバンス・ケア・プランニング
（Advance Care Planning）の愛称。 

成年後見 知的障がい者、精神障がい者、認
知症⾼齢者等で、主として意思能⼒が⼗分
でない⼈を対象として、その⼈の財産がそ
の⼈の意思に即して保全活⽤され、また⽇
常⽣活の場⾯において、主体性がよりよく
実現されるように、財産管理や⽇常⽣活で
の援助をすること。⺠法の禁治産、準禁治
産制度を改正し、「補助」「保佐」「後⾒」
の３類型に制度化された。成年後⾒体制を
充実するために、法⼈・複数成年後⾒⼈等
による成年後⾒事務の遂⾏、選任の考慮事
情の明⽂化や本⼈の⾝上に配慮すべき義務
の明⽂化、法⼈成年後⾒監督⼈の選任、保
佐監督⼈、補助監督⼈などが規定されてい
る。 

成年後見制度利用支援事業 判断能⼒の不⼗
分な知的障がい者、精神障がい者、認知症
⾼齢者等のために、家庭裁判所に成年後⾒
制度の後⾒等の審判を申し⽴て、財産管理

や⾝上監護ができるよう⽀援するとともに、
必要に応じて審査請求の費⽤や後⾒⼈等の
報酬の⼀部を助成する事業。 

総合事業 ⇒ 介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事
業 

【た行】 

ダブルケア 育児と介護が同時期に発⽣する
状態のことをいう。 

第１号被保険者・第２号被保険者 ⇒ 被保
険者 

団塊ジュニア世代 ⽇本において、昭和46
（1971）年から昭和49（1974）年に⽣ま
れた世代。団塊世代の⼦ども世代にあたり、
第⼆次ベビーブーム世代とも呼ばれる。 

団塊世代 ⽇本において、第⼀次ベビーブー
ムが起きた時期に⽣まれた世代。または第
⼆次世界⼤戦直後に⽣まれた⽂化的思想的
に共通している世代のこと。第⼀次ベビー
ブーム世代とも呼ばれる。 

短期入所（ショートステイ） 介護者が、疾
病、出産、冠婚葬祭、事故等その他の社会
的理由⼜は私的理由により家庭において介
護できない場合に、要介護者等を福祉施設
等に短期間⼊所させることができる。制度
化されているものとして、要⽀援・要介護
認定者、障がいのある⼈等に対する短期⼊
所事業がある。 

短期入所生活介護 介護保険の給付対象とな
る居宅サービスの⼀つ。介護⽼⼈福祉施設
⼜は⽼⼈短期⼊所施設で⾏う短期⼊所。要
⽀援認定者に対する同様のサービスを介護
予防短期⼊所⽣活介護という。 
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短期入所療養介護 介護保険の給付対象とな
る居宅サービスの⼀つ。介護⽼⼈保健施設、
介護医療院、医療法による療養病床を有す
る病院⼜は診療所等で⾏う短期⼊所。要⽀
援認定者に対する同様のサービスを介護予
防短期⼊所療養介護という。 

地域ケア会議 地域包括⽀援センター⼜は市
町村が主催し、医療・介護・福祉などの多
職種が連携して、⾼齢者に対する⽀援の充
実と、それを⽀える社会基盤の整備を同時
に進めていく、地域包括ケアシステムの実
現に向けた⼿法。 

地域支援事業 ⾼齢者が要介護状態等となる
ことを予防するとともに、要介護状態とな
った場合においても、可能な限り、地域に
おいて⾃⽴した⽇常⽣活を営むことができ
るよう⽀援する事業。2005（平成17）年
６⽉に公布された「介護保険等の⼀部を改
正する法律」により、⽼⼈保健福祉制度の
介護予防・地域⽀え合い事業と65歳以上の
保健事業を再編して、介護保険制度に組み
込まれた。地域⽀援事業は、⾼齢者が要介
護状態等になることを予防する介護予防事
業、介護予防拠点である地域包括⽀援セン
ターに関する包括的⽀援事業、家族介護者
等を⽀援する任意事業から成っていたが、
2014（平成26）年度の介護保険法の改正
により、全国⼀律の予防給付（介護予防訪
問介護、介護予防通所介護）が地域⽀援事
業に移⾏されることにともない、従来の介
護予防事業は「介護予防・⽇常⽣活⽀援総
合事業（総合事業）」として実施されてい
る。 

地域福祉 社会福祉法においては、「社会福
祉を⽬的とする事業を経営する者及び社会
福祉に関する活動を⾏う者が、相互に協⼒
し、福祉サービスを必要とする地域住⺠が

地域社会を構成する⼀員として⽇常⽣活を
営み、社会、経済、⽂化その他あらゆる分
野の活動に参加する機会が与えられる」こ
ととしている。 

地域包括ケアシステム ⾼齢者や障がいのあ
る⼈など何らかの⽀援を必要とする⼈が、
⾝近な地域で⽣涯を安⼼して暮らしていけ
るよう、保健・医療･福祉・介護などの社
会資源やマンパワー（⼈財（材））を広く
活⽤し、⽀援を要する⼈を地域社会全体で
⽀えるしくみ。 

地域包括支援センター 地域包括⽀援センタ
ーは、保健師⼜は経験のある看護師、主任
ケアマネジャー及び社会福祉⼠を置き、介
護予防ケアマネジメント、総合相談・⽀援、
権利擁護事業、包括的・継続的ケアマネジ
メント等を業務として介護保険法に規定さ
れた機関である。地域包括⽀援センターは、
⽣活圏域を踏まえて設定され、市町村⼜は
市町村に委託された法⼈が運営する。 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 
地域密着型サービスの⼀つで、⼊所定員29
⼈以下の介護⽼⼈福祉施設において受ける
介護サービスをいう。 

地域密着型サービス 介護保険法に定める
「地域密着型サービス」とは、定期巡回・
随時対応型訪問介護看護､夜間対応型訪問
介護､認知症対応型通所介護､⼩規模多機能
型居宅介護、認知症対応型共同⽣活介護、
地域密着型特定施設⼊居者⽣活介護、地域
密着型介護⽼⼈福祉施設⼊所者⽣活介護及
び看護⼩規模多機能型居宅介護（複合型サ
ービス）をいう。地域密着型サービスの指
定及び介護報酬の決定は、保険者である市
町村が⾏う。 
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調整交付金 市町村間の介護保険の財政⼒の
格差を調整するために国が交付するもの。
国が負担する給付費の25％のうち５％が、
第１号被保険者の年齢階級別分布状況、所
得分布状況等を考慮し、調整して配分され
る。 

通所介護（デイサービス） 介護保険の給付
対象となる居宅サービスの⼀つ。居宅の要
介護認定者をデイサービスセンターに通わ
せ、⼊浴や⾷事の提供、⽣活等に関する相
談・助⾔、健康状態の確認その他の⽇常⽣
活上の世話、機能訓練を⾏うことをいう。
リフト付き⾞両等による送迎サービスも⾏
われる。 

通所リハビリテーション 介護保険の給付対
象となる居宅サービスの⼀つ。居宅の要介
護認定者を介護⽼⼈保健施設、病院及び診
療所のデイ・ケア施設に通わせ、⼼⾝の機
能の維持回復を図り、理学療法、作業療法
等必要なリハビリテーションを⾏うことを
いう。要⽀援認定者に対する同様のサービ
スを介護予防通所リハビリテーションとい
う。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 重度者
を始めとした要介護⾼齢者の在宅⽣活を⽀
えるため、⽇中・夜間を通じて、訪問介護
と訪問看護を⼀体的に⼜はそれぞれが密接
に連携しながら、定期巡回訪問と随時の対
応を⾏うサービス。 

特定施設 介護保険法第８条第11項及び、施
⾏規則第15条により定められた、有料⽼⼈
ホーム、介護対応型軽費⽼⼈ホーム等のこ
と。 

特定施設入居者生活介護 介護保険の給付対
象となる居宅サービスの⼀つ。有料⽼⼈ホ
ーム、軽費⽼⼈ホーム、養護⽼⼈ホーム等

に⼊所している要介護認定者に、その施設
が定める計画に基づき⾏われる⼊浴、排せ
つ、⾷事等の介護その他の⽇常⽣活上の世
話、機能訓練、療養上の世話をいう。要⽀
援認定者に対する同様のサービスを介護予
防特定施設⼊居者⽣活介護という。 

特定入所者介護サービス費 ⼀定の所得以下
の介護保険施設⼊所者及び短期⼊所利⽤者
の⾷事及び居住⼜は滞在に要した費⽤の⼀
部を保険給付すること。補⾜給付ともいう。 

特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人） 特定の
⾮営利活動を⾏うことを⽬的として、特定
⾮営利活動促進法の定めるところにより設
⽴された法⼈。法⼈格を取得できる団体は、
営利を⽬的としないものであること、特定
⾮営利活動を⾏うことを主たる⽬的とする
こと等の要件を満たすことが必要である。 

特別養護老人ホーム ⽼⼈福祉法に規定する
⽼⼈福祉施設の⼀種で、介護保険法におい
ては、介護⽼⼈福祉施設とされている。原
則として65歳以上であって、⾝体上⼜は精
神上著しい障がいがあるために常時介護を
必要とし、かつ、居宅においてこれを受け
ることが困難な⼈を⼊所させて、養護する
ことを⽬的とする⼊所施設。 

【な行】 

二次予防事業 要介護状態等となるおそれの
⾼い状態にあると認められる65歳以上の⼈
を対象として実施される介護予防事業。総
合事業に再編された。 

日常生活圏域 「介護保険事業に係る保険給
付の円滑な実施を確保するための基本的な
指針」においては、「市町村は、地理的条
件、⼈⼝、交通事情その他の社会的条件、
介護給付等対象サービスを提供するための
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施設の整備の状況その他の条件を総合的に
勘案して⽇常⽣活圏域を定める必要がある」
としており、地域介護・福祉空間整備等交
付⾦が交付される⽇常⽣活圏域と同じと考
えられる。 

認知症 脳の器質的障害により、いったん獲
得された知能が持続的に低下すること。認
知症には、脳梗塞、脳出⾎等による脳⾎管
障害の結果⽣ずる脳⾎管性認知症及びアル
ツハイマー病、原因不明の脳の変性により
脳の萎縮が認められる⽼年認知症等がある
が、未解明の事項も多い。 

認知症カフェ 認知症の⼈と家族、地域住⺠、
専⾨職等の誰もが参加でき、集う場。家族
の会、⾃治体、社会福祉法⼈などによって
運営されている。 

認知症基本法 ⇒ 共⽣社会の実現を推進す
るための認知症基本法 

認知症ケアパス 認知症の進⾏状況に合わせ
て提供される医療や介護のサービスの標準
的な流れを⽰したもの。 

認知症サポーター 認知症サポーターは、認
知症の⼈と家族への応援者であり、認知症
について正しく理解し、偏⾒を持たず、認
知症の⼈や家族を温かい⽬で⾒守るなど、
⾃分のできる範囲で活動する⼈であり、市
町村等が開催する認知症の勉強会を受講す
れば、誰でもなることができる。 

認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グ

ループホーム） 介護保険の給付対象とな
る地域密着型サービスの⼀つ。要介護認定
者で⽐較的軽度の認知症の状態にある⼈が
５〜９⼈で共同⽣活を営む住居において、
⼊浴、排せつ、⾷事等の介護その他の⽇常
⽣活上の世話及び機能訓練を⾏うことをい

う。要⽀援認定者に対するものは介護予防
認知症対応型共同⽣活介護という。なお、
障がいのある⼈のグループホームも制度化
されている。 

認知症対応型通所介護 地域密着型サービス
の⼀つで、認知症の要介護認定者を対象と
するデイサービス。要⽀援認定者に対する
同様のサービスを介護予防認知症対応型通
所介護という。 

【は行】 

バリアフリー〔barrier free〕 住宅建築⽤
語として、障がいのある⼈が社会⽣活をし
ていく上でバリア（障壁）となるものを除
去するということをいい、具体的には段差
等の物理的障壁の除去をいう。より広くは、
障がいのある⼈の社会参加を困難にしてい
る社会的、制度的、⼼理的な全ての障壁の
除去という意味でも⽤いられる。 

ＰＤＣＡサイクル 事業活動における管理業
務を円滑に進める⼿法の⼀つ。Plan（計画）
→Do（実⾏）→Check（評価）→Act（改
善）の４段階を繰り返すことによって、業
務を継続的に改善する。 

避難行動要支援者 要配慮者のうち災害が発
⽣し、⼜は災害が発⽣するおそれがある場
合に⾃ら避難することが困難な⼈。 

被保険者 保険に加⼊している本⼈をいう。
介護保険制度においては、①市町村の区域
内に住所を有する65歳以上の⼈（第１号被
保険者）、②市町村の区域内に住所を有す
る40歳以上65歳未満の医療保険加⼊者
（第２号被保険者）を被保険者としている。 

複合型サービス 複数の居宅サービスや地域
密着型サービスを組み合わせて、1つの事
業所が⼀体的に提供するサービス。介護保
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険法施⾏規則により「⼩規模多機能型居宅
介護」と「訪問看護」の組み合わせが提供
可能なサービスとして定められており、平
成27（2015）年４⽉から「看護⼩規模多
機能型居宅介護」という名称で呼ばれてい
る。 

福祉用具 ⼼⾝の機能が低下し、⽇常⽣活を
営むのに⽀障がある要介護者等の⽇常⽣活
上の便宜を図るための⽤具及び要介護者等
の機能訓練のための⽤具。特殊寝台などの
起居関連⽤具、⾞いすなどの移動関連⽤具、
排せつ関連⽤具、⼊浴関連⽤具などが含ま
れる。介護保険制度では福祉⽤具貸与・介
護予防福祉⽤具貸与による品⽬と特定福祉
⽤具販売・特定介護予防福祉⽤具販売対象
となる品⽬がそれぞれ定められている。 

フレイル 加齢とともに⼼⾝の活⼒（運動機
能や認知機能等）が低下した「虚弱」な状
態を指し、健康な状態と⽇常⽣活で介護が
必要な状態の中間の状態をいう。海外の⽼
年医学の分野で使⽤されている英語の
frailtyが語源。frailtyを⽇本語の「虚弱」
「⽼衰」「脆弱」等を意味する。 

包括的・継続的ケアマネジメント ⾼齢者が
住み慣れた地域で暮らし続けることができ
るよう、介護⽀援専⾨員、主治医、地域の
関係機関等の連携、在宅と施設の連携等、
地域において、多職種相互の協働等により
連携し、個々の⾼齢者の状況や変化に応じ
て、包括的かつ継続的に⽀援を⾏うこと。 

訪問介護（ホームヘルプサービス） 介護保
険の給付対象となる居宅サービスの⼀つ。
要介護認定者の居宅で訪問介護員により⾏
われる⼊浴、排せつ、⾷事等の介護、調理、
洗濯、掃除等の家事、⽣活等に関する相
談・助⾔等をいう。 

訪問看護 介護保険の給付対象となる居宅サ
ービスの⼀つ。病状が安定期にある要介護
認定者の居宅において看護師、保健師、准
看護師、理学療法⼠、作業療法⼠等により
⾏われる療養上の世話⼜は必要な診療の補
助をいう。要⽀援認定者に対する同様のサ
ービスを介護予防訪問看護という。医療保
険にも同様の訪問看護制度がある。 

訪問入浴介護 介護保険の給付対象となる居
宅サービスの⼀つ。要介護認定者の居宅を
訪問して、浴槽を提供して⾏われる⼊浴の
介護をいい、⾝体の清潔の保持や⼼⾝機能
の維持向上を図る。通所サービスによる⼊
浴介護を利⽤できない場合や家庭の浴槽で
は⼊浴が困難な場合に利⽤される。要⽀援
認定者に対する同様のサービスを介護予防
訪問⼊浴介護という。 

訪問リハビリテーション 介護保険の給付対
象となる居宅サービスの⼀つ。病状が安定
期にある要介護認定者の居宅において、⼼
⾝の機能の維持回復を図り、⽇常⽣活の⾃
⽴を助けるために、診療に基づく計画的な
医学管理の下に⾏われる理学療法、作業療
法その他必要なリハビリテーションをいう。
要⽀援認定者に対する同様のサービスを介
護予防訪問リハビリテーションという。 

ポールウォーキング ２本のポール（ストッ
ク）を使って歩⾏運動を補助し、運動効果
をより増強する有酸素運動の⼀種。もとは、
クロスカントリーの選⼿が、夏の間の体⼒
維持・強化トレーニングとして、ストック
と靴で積雪のない⼭野を歩き回ったのがは
じまりである。 

保険者 保険事業を⾏う主体をいう。介護保
険の保険者は、市町村（特別区を含む）と
規定されている。保険者としての役割は、
被保険者の管理、要介護認定、保険給付の
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⽀払事務、サービス基盤整備を推進するた
めの市町村介護保険事業計画の策定、介護
保険特別会計の設置・運営、普通徴収によ
る保険料の徴収などがある。 

保険料 保険加⼊者（被保険者）が保険者に
⽀払う代⾦。市町村が徴収すべき介護保険
事業に要する保険料は、公費負担分と第２
号被保険者が負担すべき保険料を除いた第
１号被保険者分である。第２号被保険者に
ついては、医療保険の保険料と⼀括徴収さ
れる。また、第１号被保険者と第２号被保
険者の保険料の負担割合は、全国平均の１
⼈当たりの保険料が同じ⽔準となるよう設
定されている。第１号被保険者の保険料の
徴収⽅法は、年⾦からの特別徴収（天引き）
と市町村が直接徴収する普通徴収の⽅法が
ある。 

ボランティア〔volunteer〕 本来は、有志
者、志願兵の意味。社会福祉において、無
償性、善意性、⾃発性に基づいて技術援助、
労⼒提供等を⾏う⺠間奉仕者をいうが、近
年になって「有償ボランティア」という⾔
葉も使われている。個⼈⼜はグループで、
①⼿話・点訳、学習指導、理美容、電気、
⼤⼯、茶・華道、演芸（劇）指導等の技術
援助、②障がいのある⼈・児童・⾼齢者等
の介護や話し相⼿、おむつたたみ、施設の
清掃等の⾃⼰の労⼒・時間の提供、③⼀⽇
⾥親、留学⽣招待、施設提供、献⾎・献体、
旅⾏・観劇招待等、の奉仕を⾏う。 

【ま行】 

民生委員・児童委員 ⺠⽣委員は、⺠⽣委員
法に基づき各市町村に置かれる⺠間奉仕者。
都道府県知事⼜は指定都市・中核市の市⻑
の推薦により厚⽣労働⼤⾂が委嘱する。⺠
⽣委員の任期は３年である。市町村の区域
内において、担当の区域⼜は事項を定めて、

①住⺠の⽣活状態の把握を必要に応じ⾏う
こと、②援助を要する⼈の相談に応じ、助
⾔その他の援助をすること、③社会福祉事
業施設と密接に連絡し、その事業⼜は活動
を⽀援すること、④福祉事務所その他の関
係⾏政機関の業務に協⼒すること、等を職
務とする。⺠⽣委員は、児童福祉法による
児童委員を兼務する。 

【や行】 

ヤングケアラー 本来⼤⼈が担うと想定され
ている家事や家族の世話などを⽇常的に⾏
っている⼦どものこと。責任や負担の重さ
により、学業や友⼈関係などに影響が出て
ることがある。 

ユニバーサルデザイン 「すべての⼈のため
のデザイン」をいう。障がいのある⼈や⾼
齢者、外国⼈、男⼥など、それぞれの違い
を越えて、すべての⼈が暮らしやすいよう
に、まちづくり、ものづくり、環境づくり
などを⾏っていこうとする考え⽅である。
ユニバーサルデザインは、障がいのある⼈
や⾼齢者に対するバリアフリーの考え⽅を
さらに進めて、例えば施設やものをつくる
ときに、始めからできるだけすべての⼈が
利⽤できるようにしていくことである。 

要介護 介護保険法では、「⾝体上⼜は精神
上の障害があるために、⼊浴、排せつ、⾷
事等の⽇常⽣活における基本的な動作の全
部⼜は⼀部について、６か⽉継続して、常
時介護を要すると⾒込まれる状態」とされ
ている。要介護状態は、要⽀援状態よりも
介護の必要の程度が重度であり、その区分
は介護の必要度により５段階に区分（要介
護状態区分）されている。 

要介護認定 介護給付を受けようとする被保
険者の申請によって、市町村が⾏う要介護
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状態区分の認定のこと。全国⼀律の客観的
な⽅法や基準に従って⾏われる。⼼⾝の状
況等に関する認定調査の結果と疾病や負傷
の状況に関する主治医意⾒書に基づき、介
護認定審査会において審査判定が⾏われ、
その結果に従い、市町村が要介護認定を⾏
う。市町村は原則として申請から30⽇以内
に結果を通知しなければならない。要⽀援
認定と同⼀の⽅法を⽤いて⼀体的に⾏われ
ることから、要⽀援認定を含めて指す⽤語
として使われることが多い。 

養護老人ホーム ⽼⼈福祉法に規定する⽼⼈
福祉施設の⼀種。原則として65歳以上の⼈
であって、環境上の理由及び経済的理由に
より、居宅において養護を受けることが困
難な⼈を⼊所させて、養護することを⽬的
とする⼊所施設。福祉の措置により施設へ
の⼊所を⾏う措置施設で、措置の権限は市
町村にある。介護保険法では、養護⽼⼈ホ
ームに⼊所している要⽀援・要介護認定者
は、居宅サービス等が受けられる。また、
介護保険法に規定する従業員、設備及び運
営に関する基準を満たせば、特定施設⼊居
者⽣活介護等を⾏う指定居宅サービス事業
者等の指定を受けることができる。 

要支援 要介護状態区分を指す「要介護１〜
５」に対応して、要⽀援認定を指し、「要
⽀援１・要⽀援２」に区分される。要⽀援
は、要介護より介護の必要の程度が軽度で
あり、介護予防サービスが給付（予防給付）
される。 

予防給付 要⽀援認定を受けた被保険者に対
する保険給付。介護給付と⽐べると施設サ
ービスと⼀部の地域密着型サービスが給付
対象とならない点で異なる。また、平成27
（2015）年度の制度改正に伴い、介護予
防訪問介護及び介護予防通所介護が給付対

象から外れ、地域⽀援事業の総合事業とし
て再編された。①介護予防居宅サービスの
利⽤、②特定介護予防福祉⽤具販売、③介
護予防住宅改修費、④介護予防認知症対応
型通所介護、⑤介護予防⼩規模多機能型居
宅介護、⑥介護予防認知症対応型共同⽣活
介護、⑦介護予防⽀援の利⽤、⑧⾼額介護
予防サービス費、⑨⾼額医療合算介護サー
ビス費、⑩特定⼊所者介護予防サービス費
についての保険給付が⾏われる。⑦〜⑩以
外は、原則としてサービスの種類ごとに設
定される介護報酬の90％が保険給付され、
10％は⾃⼰負担となる（⼀定以上の所得者
の負担割合は20％⼜は30％）。 

【ら行】 

LIFE（科学的介護情報システム） LIFE（科
学的介護情報システム）は、介護サービス
利⽤者の状態や、介護施設・事業所で⾏っ
ているケアの計画・内容などを⼀定の様式
で⼊⼒すると、インターネットを通じて厚
⽣労働省へ送信され、⼊⼒内容が分析され
て、当該施設等にフィードバックされる情
報システムのこと。介護事業所において
PDCAサイクルを回すために活⽤するため
のツール。 

レスパイト〔respite〕 休息、息抜き、⼩
休⽌を意味する。レスパイトケアとは、要
介護者が、介護サービス等を利⽤している
間、家族介護者等が⼀時的に介護から解放
され、休息をとれるようにする⽀援。 

老人クラブ 会員相互の親睦を深めるととも
に、社会奉仕等の社会参加により、⽣きが
いを⾼めようとする⾼齢者による⾃主的な
組織。グラウンドゴルフや各種教室（出前
講座）、地域奉仕、地域交流等の活動が⾏
われている。⽼⼈クラブの対象年齢は、多
くが60歳以上としている。 
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老人福祉法 ⽼⼈の福祉に関する原理を明ら
かにするとともに、⽼⼈に対し、その⼼⾝
の健康の保持及び⽣活の安定のために必要
な措置を⾏うことにより、⽼⼈の福祉を図
ることを⽬的とする法律。市町村は、要援
護⾼齢者がやむを得ない事由により、介護
保険法に規定するサービスを利⽤すること
が著しく困難であると認めるときは、居宅
における介護、特別養護⽼⼈ホームへの⼊
所等の措置を採ることができるとされてい
る。さらに、養護⽼⼈ホームへの⼊所措置、
⽼⼈健康保持事業の実施等が定められ、都
道府県及び市町村に⽼⼈福祉計画の策定を
義務づけている。 

老人ホーム ⽼⼈福祉法に規定されている⼊
所施設として、養護⽼⼈ホーム、特別養護
⽼⼈ホーム、軽費⽼⼈ホーム及び有料⽼⼈
ホームがある。介護保険法においては、特
別養護⽼⼈ホームは介護保険施設とされ、
養護⽼⼈ホーム、軽費⽼⼈ホーム及び有料
⽼⼈ホームは居宅とみなされる。 

老人保健施設 病状が安定期にある要介護認
定者に対し、施設サービス計画に基づいて、
看護、医学的管理下における介護、機能訓
練その他必要な医療、⽇常⽣活上の世話を
⾏う施設として、都道府県知事の許可を受
けたもの。従来は⽼⼈保健法に規定されて
いた⽼⼈保健施設について、介護保険法に
移されたもので、医療法上の病院や診療所
ではないが、医療法や健康保険法上は同様
に取り扱われ、例えば、管理者や開設者の
規定は医療法を準⽤するとされている。 
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２ 大口町高齢者サービス調整会議委員名簿 

◎＝委員⻑ ○＝副委員⻑ （敬称略） 
所 属 等 ⽒    名 備    考 

尾北医師会代表 

◎ 佐 野  新  

 ⼭ ⽥  和 彦 2022（令和４）年 
10⽉31⽇まで 

 今 井  英 夫 2022（令和４）年 
11⽉１⽇から 

尾北⻭科医師会代表  ⼤ 森  俊 樹  

町内⾼齢者施設代表 御桜乃⾥施設⻑  泉   洋 ⼀  

愛知県江南保健所 
 平 松  司 郎 2023（令和５）年 

３⽉31⽇まで 

 ⽥ 代  ⼀ 夫 2023（令和５）年 
４⽉１⽇から 

社会福祉協議会代表 
○ 社 本  一 裕 

2023（令和５）年 
２⽉８⽇まで 

○ 安 藤  巌 
2023（令和５）年 
２⽉９⽇から 

⼤⼝町介護⽀援専⾨員連絡会議代表  吉永 裕紀⼦  

学識経験者 

江南厚⽣病院 
地域医療福祉連携室  野 ⽥  智 ⼦  

中部学院⼤学教授  ⼤ 藪  元 康  
尾張北部権利擁護 
⽀援センター  ⼭ 中  和 彦  

⺠⽣委員協議会代表  ⻑ ⾕ 川  実  

健康推進員連絡会代表 
 柘 植   満 2023（令和５）年 

３⽉31⽇まで 

 ⻘ ⼭  哲 也 2023（令和５）年 
５⽉８⽇から 

⽼⼈クラブ連合会代表 
 安 藤  巌 2023（令和５）年 

３⽉31⽇まで 

 棚 村  重 三 2023（令和５）年 
４⽉１⽇から 

⾼齢者福祉協⼒員代表 
 ⼩ 川  公 ⼦ 2023（令和５）年 

３⽉31⽇まで 

兼松 恵美⼦ 2023（令和５）年 
４⽉１⽇から 

介護保険サービス利⽤者⼜はその介護者 
 

 

 

 安 藤  明 美  

 服部 真由美 2023（令和５）年 
３⽉31⽇まで 

 ⼤ 森  温 ⼦ 2023（令和５）年 
４⽉１⽇から 
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３ 会議等の経緯 

⽉ ⽇ 主な内容 

2022（令和４)年 
６⽉17⽇ 

令和４年度 第１回⼤⼝町⾼齢者サービス調整会議 
○⼤⼝町⾼齢者ほほえみ計画（第９期介護保険事業計画・⾼齢者保

健福祉計画）策定に係る⾼齢者等実態調査スケジュールについて 

2022（令和４)年 
11⽉18⽇ 

令和４年度 第２回⼤⼝町⾼齢者サービス調整会議 
○⼤⼝町第９期介護保険事業計画・⾼齢者保健福祉計画策定に係る

⾼齢者等実態調査の実施について 

2022（令和４)年 
12⽉20⽇〜 
2023（令和５)年 
１⽉25⽇ 

■⾼齢者等実態調査の実施 

2023（令和５)年 
３⽉27⽇ 

令和４年度 第３回⼤⼝町⾼齢者サービス調整会議 
○⼤⼝町第９期介護保険事業計画・⾼齢者保健福祉計画策定にかか

る⾼齢者等実態調査について 

2023（令和５)年 
６⽉23⽇ 

令和５年度 第１回⼤⼝町⾼齢者サービス調整会議 
○⼤⼝町第９期介護保険事業計画・⾼齢者保健福祉計画策定に係る

⾼齢者等実態調査の結果について 
○⼤⼝町⾼齢者ほほえみ計画（第９期介護保険事業計画・⾼齢者福

祉計画）⾻⼦（案）について 

2023（令和５)年 
11⽉15⽇ 

令和５年度 第２回⼤⼝町⾼齢者サービス調整会議 
○⼤⼝町⾼齢者ほほえみ計画（第９期介護保険事業計画・⾼齢者福

祉計画）⾻⼦について 
○⼤⼝町⾼齢者ほほえみ計画（第９期介護保険事業計画・⾼齢者福

祉計画）（案）について 

2023（令和５)年 
12⽉15⽇ 

令和５年度 第３回⼤⼝町⾼齢者サービス調整会議 
○⼤⼝町⾼齢者ほほえみ計画（第９期介護保険事業計画・⾼齢者福

祉計画）「基本計画」について 
○⼤⼝町⾼齢者ほほえみ計画（第９期介護保険事業計画・⾼齢者福

祉計画）「介護保険事業の⾒込み」について 
 

2024（令和６)年 
１⽉22⽇〜２⽉５⽇ 

■パブリックコメントの実施 
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2024（令和６)年 
２⽉16⽇ 
 

令和５年度 第４回⼤⼝町⾼齢者サービス調整会議 
○⼤⼝町⾼齢者ほほえみ計画（第９期介護保険事業計画・⾼齢者福

祉計画）（案）について 

2024（令和６)年 
３⽉29⽇ 

令和５年度 第５回⼤⼝町⾼齢者サービス調整会議 
○⼤⼝町⾼齢者ほほえみ計画（第９期介護保険事業計画・⾼齢者福

祉計画）について 

※⼤⼝町⾼齢者サービス調整会議の主な内容については、計画策定に関する項⽬のみを記載しました。 

 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⼤ ⼝ 町 ⾼ 齢 者 ほ ほ え み 計 画 
第９期介護保険事業計画・⾼齢者保健福祉計画 
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